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第 1章   総      論 
 

 

本編では､新入職員や初めて下水道の設計に携わる方にでも理解で

きるよう、下水道事業の特徴・種類・役割、下水の流れ及び排除方式と

いった下水道の基礎知識について記述している｡従って､下水道設計

の経験者や実施設計を行う上では､特に重要なセクションではない｡ 
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1.1 下水道事業の特徴 

下水道事業は公共事業の一つであるが、道路や河川などの他の公共事業とは、やや異な

る性格をもっている。 

その一つは、他の公共事業に比べて、維持管理の重要性が高く、しかも、それに要する経

費も多大であることである。下水処理場は、一旦供用開始された後は、その施設が存続する

限り、流入する下水を処理し続けなければならない。しかも、その適正な維持管理を怠れば、

十分な機能を発揮せず、所期の事業効果が得られないことになる。 

次には、下水道事業は他の事業と異なり、その建設維持管理について、土木、建築のほか、

電気、機械、生物、化学などの多岐にわたる技術分野の知識が必要とされることである。 

また、下水道は、管きょ、中継ポンプ場、終末処理場が一つの有機的つながりをもつシステ

ムである。道路や公園事業においては、その一部が完成すれば、それを部分的に供用開始

することにより、それに見合う事業効果が現れる。一方、下水道の場合には、あるまとまった一

連のものが完成して、初めてその効果が現れるのである。このため、事業に着手してからその

事業効果が得られるまでには、他の事業と比べ長い期間と多額の費用を要するものである。

たとえ、処理場が一部供用となったとしても、これに引き続き管きょ整備区域の拡大を行う必要

があり、事業に対し息の長い取り組みが要求される。 

 

1.2 下水道の種類 

(1)  下水道 

１） 公共下水道（下水道法第二条三項） 

一般の市や町で市町区域の下水道を整備しようとする場合には、全てに公共下水道に

位置づけられ、その施設の範囲は、下水の排除と処理に必要とされるものである。 

この公共下水道は、その特徴によっていくつかに区分される。 

① （流域関連）公共下水道 

これは、後に説明する流域下水道となり、初めて首尾一貫した下水道の機能を果た

すものである。すなわち、市や町は、行政区域内からの下水を集めるための下水管きょ

のみを設置し（これを流域関連公共下水道という。）、この集めた下水を、別途、都道府

県が設置している流域下水道の幹線管きょに流入させ、かつ、流域下水道として設置さ

れた終末処理場において、他の市町からの下水とともに一括的に処理しようとする方式

である。 

本市の公共下水道は、全てこの方式で整備されている。 

② （単独）公共下水道 

一つの市、町区域の中で、下水を集める管きょとこれを処理する終末処理場とを有す

る下水道である。 

③ 特定環境保全公共下水道 

公共下水道のうち市街化区域（市街化区域が設定されていない都市計画区域にあっ
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ては、既成市街地及びその周辺の地域をいう。俗にいう白地の都市計画区域の人口密

集地域を指す。）以外の区域において設置されるもので、自然公園法第 2 条に規定さ

れている自然公園の区域内の水域の水質を保全するために施行されるもの、又は公共

下水道の整備により生活環境の改善を図る必要がある区域において施行されるもの及

び、処理対象人口がおおむね 1,000 人未満で水質保全上特に必要な地区において施

行されるものを｢特定環境保全公共下水道｣としている。 

本市においては、萩谷地区で特定環境保全公共下水道が採択されている。 

④ 特定公共下水道 

他の公共下水道がいずれも家庭からの下水を処理することを主体としているのに対し、

この特定公共下水道は、逆に、工場や事業場からの排水を処理することを主体としたも

のである。 

したがって、この下水道の建設に当っては、これを使用する企業から建設負担金を徴

収することができる。しかし、下水道法での規定内容は他と差異がないことから、工場な

どからの排水については、必要に応じて排水者が設置しなければならない除外施設の

規定には変わりない。 

２） 流域下水道（下水道法第二条第四項） 

流域下水道は、先に説明した市町村が整備する流域関連公共下水道からの下水を受

け、市町村の行政区域を超えて、この下水を排除するための幹線管きょ及び中継ポンプ

場と、これを処理するための終末処理場とからなっている。そして、これの事業主体は原

則として都道府県とされている。 

この流域下水道法式は、河川などの水質汚濁が大きな社会問題としてクローズアップさ

れてから、これを効率的に解消するための有力な施策として強力に推進されてきたもので

ある。 

この方式は、次のような主な特徴をもっている。 

①規定の行政区域境に左右されずに、地形的条件から最も有利な地点に終末処理場を

計画することができる。 

②各市町が個々に終末処理場を設置することに対し、終末処理場が集約されることから、

全体の建設費が軽減される。 

③しかも、終末処理場が集約されることにより、処理場への流入下水が水量的にも均一化

され、水処理が効率的かつ安定的になされる。 

④ある流域内の各都市の公共下水道の整備が、流域下水道に建設に併せて、一体的に

実施することができる。 

３） 都市下水路（下水道法第二条第五項） 

これは、主に都市域からの雨水排除するために設けられるものである。もちろん、一般

の公共下水道でも、分流式、合流式を問わず雨水の排除のための管きょを整備することと

なっているが、都市下水路は、これらに先行して整備したり、または、これらを補完する機
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能を有している。 

また、都市下水路はその性格上開水路になることが多く、しかも、工場排水などがこれ

に排出される場合には、排水規制などの環境行政の面においては、他の河川などと同様

に公共用水域として扱われることになっている。 

本市では、東部都市下水路及び真上都市下水路、西真上都市下水路を整備したが、

完了後公共下水道の雨水幹線として計画・変更を行った為、現在は存在しない。 

(2)  下水道類似施設 

１） 比較的小規模なもの 

① 家庭用浄化槽 

下水道が整備されていない区域において、便所の水洗化を図ろうとする場合には、どう

してもこの家庭浄化層に頼らざるをえない。これには、トイレからの排水のみを対象とする

“単独浄化槽”と、台所や風呂からの排水をも対象とする“合併浄化槽”とがある。 

これらの小規模のものは、いずれも建築基準法において、所定の除去率と放流水質が

規定されているが、水質汚濁防止法などによる排水規制の対象にはならない。 

そして、これらの浄化槽といえども、その多くは、下水処理場と原理的には同じ微生物

の活動を利用して、汚濁物質を除去しようとするものであるから、微生物の活動に必要な

酸素の補給や発生した汚泥の処分など、それなりの維持管理が必要となることは当然なこ

とである。 

しかしながら、浄化槽そのものの機能が十分でなかったり、またはこれらの維持管理が

適切でない場合が多く、浄化槽からの処理水が周辺の環境に種々の悪影響を及ぼすこと

がある。したがって、これらの実態を十分に踏まえながら、適切な下水道施設に切り替える

べきかどうかを検討する必要がある。 

 

表－1.2.1  特定環境保全公共下水道と比較的大規模な下水道類似施設との比較 

（＊処理対象人口 501 人以上） 

予 算 上 の 措 置 規 制 法 

区    分 対 象 人 口 対 象 地 域 
（名     称） （事 業 目 的） 

下
水
道
法 

浄
化
槽
法 

建
築
基
準
法 

廃
棄
法 

水
濁
法 

特定環境保全 
公共下水道事業 

1,000～ 
10,000 人 

市街化区域（市街化区域
が設定されていない都市
計画区域にあっては既成
市街地及びその他の地
域）以外の地域 

下水道事業 
居住環境の改善 
公共用水域の 
水質保全 

○    ○ 

農山漁村集落排
水設備整備事業 

原則 1,000 人以下 
（農業・林業）） 
100 人～5,000 人 

（漁業） 

農業振興区域内 
漁港区域内 
林業振興区域内 

農業集落排水事業 
漁業集落環境整備事業 
森林居住環境整備事業 

生活環境の改善 
農業用用排水 
の汚濁防止 

 ○ ○  ○ 

コミュニティ・ 
プラント 

101～  
30,000 人 

地域制限なし 
廃棄物処理施設整備 
事業 

生活環境の保全 
公衆衛生の向上 

  ○ ○ ○ 

単独ｺﾐｭﾆﾃｨ･ 
ﾌﾟﾗﾝﾄ整備事業 

－ 地域制限なし なし ―   ○ ○ ○ 

｢廃棄法｣とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律
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２） 比較的大規模なもの 

① 農山漁村集落排水処理施設（農林水産省補助事業） 

農山漁村の小集落における農業用用水排水の水質保全等を目的としてつくられる。

農業集落廃水処理事業は，計画人口がおおむね1,000人程度以下の集落を対象に実

施されるため、規模的には簡易な公共下水道と一致することになる。両者の間には区

分が設けられており、原則として農業振興地域内では農業集落排水事業が、それ以外

では簡易な公共下水道が実施される。 

② コミュニティプラント（厚生労働省補助事業） 

地域し尿処理施設とは、市町村で定められた一般廃棄物の処理に関する計画に基

づいて、団地等で家庭雑排水とし尿を併せて処理する施設のうち地方公共団体が管理

するものである。 

③ 単独コミュニティプラント 

団地開発に伴う汚水処理施設であるが、上記のような国庫補助は受けずに地方公共

団体等の単独事業として実施されるものである。 

(3)  下水道の利点 

下水道類似施設は、一見下水道と同様の機能を有するように見えるかもしれないが、実

際には多くの面で下水道とは異なっている。類似施設と比較して下水道の優れた点として、

一般に①下水道は、公共用水域の水質保全を目的とすることが法律上明文化されているこ

とや、②地方公共団体が責任をもって管理するため、機能が十分に発揮されること、が挙げ

られる。しかし、このような抽象的な優位点だけでなく、行政側が施設を建設・管理する実務

においても、下水道は、以下に示すような他の類似施設にない重要な制度的利点を有す

る。 

１） 下水道整備の目的を全うするため、下水道の使用を強制することができる。（排水設備

の設置義務、水洗便所への改造義務） 

２） 都市計画事業認可を受けることにより、都市計画事業としての様々な権限が付与される。

（都市計画事業制限、先買権、収用権、受益者負担金等） 

 

本市においては、樫田地区、川久保地区が公共下水道の全体計画区域外となってい

る。これらの地区について長期的な観点からふるさとの自然環境の保全を目指すのであ

れば、将来の地域像を明確にし、下水道について持っている固定概念にとらわれることな

く、柔軟な考え方で機動的に下水道整備計画づくりを行い、他の類似施設との比較を試

みるべきである。また、長期的には下水道の整備を行うにしても当面は類似施設で間に

合わせるという場合には、下水道整備の将来構想との整合に留意しつつ、類似施設の計

画・設計を行うことが望ましい。 
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図－1.2.1  下水道の類似施設 
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1.3 下水道の役割 

下水道の役割は、基本的には、人間の活動する空間において生じる汚水及び雨水を排除

あるいは、処理・処分することにより、その快適環境を維持することにある。 

さらに、地球環境の保全のための下水道の役割として、公共用水域の水質保全を図るため

には、単に利水上の目的や一部の水域保全の施策にとどまることなく、人間が汚した水を人

間の手でもとに戻すことで生態系や自然の循環システムを健全に保ち、環境を守ることを使命

とする基本的な社会資本であることの認識に立った施策が必要となる。 

したがって、下水道の整備は地域の現状と今後の予測を前提に、その目的を明確にした上

で進めることが重要である。 

現在、下水道に課せられた目的の主要なものは次の 4点である。 

(1)  生活環境の改善 

下水道未普及区域では、各戸でし尿浄化槽を設置するか、くみ取り便所としてバキューム

カーで収集し、し尿消化槽等で処理を行った後、処分する方法をとらざるを得ない。しかし

ながら、前者の場合には、悪質な排水が公共用水域に放流される危険性が極めて高く、ま

た、清掃、スカム等の収集を定期的に行うなどの難点がある。また、後者の場合には、環境

衛生上の問題がある。 

従来の雑排水路に代わる下水道の管路は、汚水を発生元から速やかに排除することによ

り、蚊やはえの発生防止の他、病原性微生物による伝染病予防に大きな役割を果たしてい

る。また、管路の大部分は暗きょ化されるため、悪臭の排除や視覚的な環境整備の面にお

いても大きく貢献している。特に、便所の水洗化は、居住空間を便利でかつ快適なものとす

ることから、その効果は極めて大きい。 

(2)  浸水被害の防除 

近年、大都市のみならず、地方の中小都市においても、土地の高度利用や市街地の拡

大による雨水流出量の増大を招き、従来の雨水排水系統では、十分な雨水排除が出来な

い状況が生まれている。さらに大都市では、これまでにない都市域特有の集中豪雨が多発

するようになり、いわゆる都市型水害が頻発している。 

このような浸水被害の排除に、下水道は極めて有効な施設となるが、今後は、雨水排水

施設整備の水準を向上させると同時に、河川事業と整合を図りつつ、ピーク時の雨水貯留

施設、浸透式下水道等の建設による雨水流出抑制対策を積極的に展開していくことが必要

である。 

(3)  水質の保全 

近年の水質汚濁の状況は総体的には改善の傾向が見られるものの大都市圏内の中小

河川や内湾、内海、湖沼等の閉鎖性水域では、生活環境の保全に関する環境基準への適

合が遅れている水域も多い。 

このような水質汚濁の現状を改善するためには、排水規制の強化とともに、下水道整備が

重要である。特に、家庭排水については排水規制を行うことが難しく、下水道整備によらざ
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るを得ない場合が多い。 

現在、河川及び海域等の水質改善を図ることは、わが国が取り組まなければならない緊

急課題の一つとなっており、特に大阪府下は瀬戸内海環境保全特別措置法における関係

府県に定められており、瀬戸内海の環境の保全に関する計画の達成に必要な措置を講じ

なければならない。そのため、汚濁河川流域の下水道整備を始め、合流式の下水道整備を

進めてきた都市域における雨天時の汚濁負荷削減対策としての雨水滞水池の建設、閉鎖

性水域における窒素やリンの除去を目的とする高度処理施設等の建設が求められている。 

(4)  下水道施設及び資源としての有効利用 

近代下水道は、雨水や汚水の排除による生活環境の改善から始まり、現在では、まちづく

りにおいて根幹的かつ、多様な役割を占める施設に変化している。まちづくりに多面的に貢

献する下水道として本市の関わるものとして、既に、高槻市処理場の上部を利用したテニス

コートやグランド、処理水によるせせらぎの復活、街路樹の散水利用、汚泥の資源化、下水

の熱利用等が展開されている。また、管路施設を利用した光ファイバー通信網も一部都市

で進められ、いずれも効果を発揮しており、下水道の役割は今後も増加するものと予想され

ている。 

また、下水処理には大量の資源やエネルギーの消費が余儀なくされるが、今後は省エネ

ルギー・省資源化技術のさらなる開発が求められる。 

 

1.4 下水の流れ 

(1) 下水道施設 

「下水」というと、すぐにトイレや台所から排出される汚水というイメージに結びつけられる。

しかし、下水道事業において「下水」と呼ばれるのは、私たちの生活や工場の事業活動など

から発生する汚水のみならず、自然現象である雨水も含まれている。 

このことは、下水道整備の目的に雨水の排除や浸水の防除が挙げられていることからも理

解されることである。したがって、下水道施設というのも、この汚水と雨水とを運搬するために

必要な施設と、これらを処理したり、河川や海に放流するために必要な全ての施設からなる

といえる（図－1.4.1参照）。 

(2)  下水の流れ 

さて、下水が下水道施設の中をどのように流れるかをみながら、下水道施設の内容を説

明することにする。 

まず、家庭内の台所、トイレ、洗面所、風呂などからの汚水は、各家庭の敷地内あるいは

住宅団地の敷地内の 1 ヵ所のますに集められる。これを｢私設汚水ます｣と呼んでいる。ここ

までの施設は個人負担によって設けるもので、下水道法においては、排水設備といわれる

もので、個人の管理となる。 

次に、汚水は、公道との境から 1m 以内に設けられた｢公共汚水ます｣に流れる。これ以降

の施設は、公共下水道管理者が管理すべき施設となる。 
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次に、汚水は取付管を通じ、公共下水道の末端管きょに流れる。これは、通常口径 200～

250ｍｍ程度の、下水道管きょとしては最小口径のものであり、各家庭へのサービス管とも呼

ばれるものである。これらの末端管きょを整備することを一般に｢下水道の面整備｣といって

いる。 

汚水は、次々に各方面からのものが集められ、これを流す下水管の口径も徐々に大きく

なる。また、下水道管内は、自然の勾配を利用して汚水を流下させることを原則としているた

め、下水道管きょも下流に行くに従い埋設の深さが深くなる。 

一方、下水道管きょの埋設の深さが深くなると、建設費が割高になり、また、施設の管理も

難しくなる。そこで、流下する汚水を一旦地表近くまで揚水することが得策となる。このため

の施設を｢汚水中継ポンプ場｣といっている。 

最終的に、汚水は終末処理場に流入し、そこで十分に浄化され、かつ、安全な水にされ

た後、河川や海に放流されることとなる。 

また、工場や商店などの事業場から排出される汚水も、家庭から排出される汚水と同様な

経路で、終末処理場に流入することとなる。ただ一つの違いは、必要に応じて除害施設とい

うものを設けなければならないことである。これは、工場などから排出される汚水の中に、もし、

下水道管きょなどに損傷を与える恐れがある物質や、終末処理場での微生物を利用した処

理機能を低下させる恐れがある物質などが、ある許容量以上に含まれることが予知された場

合、下水道法の規定に基づき、これらの害を未然に除くために、排出者側がみずからの敷

地内に設ける前処理施設のことである。したがって、除外施設を経た汚水は、それ以降の過

程については他の家庭からの汚水と同様に扱われることとなる。 

一方、雨水についても汚水とほぼ同様な経路をたどるが、汚水と異なり、雨水は終末処理

で処理しなくても安全な水であるから、河川など適切な放流先が確保される場合には、終末

処理場まで導かずにそこで直接放流される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.4.1 下水道施設の下水の流れ 
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1.5 分流式と合流式 

下水は汚水と雨水から構成されるが、下水集水方式には、汚水と雨水とを別々の下水管き

ょで集め流そうとする｢分流式｣と、同一の管きょを用いる｢合流式｣とがある。 

分流式と比較して合流式は生活環境の改善と浸水対策を同時に解決できる特徴を有して

いる。ところが、合流式の場合、降雨時に汚水と雨水とが同一管きょの中を混じり合って流れる

ことになり、これらの全てが終末処理場まで行くのではなく、通常計画汚水量の3倍（3QS）を超

える部分については途中の中継ポンプ場や雨水吐室などにおいて、直接、河川などに放流さ

れる。ここで放流される下水は、大量の雨水で希釈されているとはいえ、未処理の汚水の一部

が含まれており、水質の安全性の面、あるいは水質汚濁の面から好ましくない場合もある。こ

のため、近年では圧倒的に分流式を採用する都市が多くなっている。 

なお、以上のような合流式下水道の問題点を克服するため、特に汚濁の著しい雨の降りは

じめの雨水を滞水池に貯留し、後で処理場に送水し処理するなどの改善対策が先進都市で

積極的に進められている。 

(1) 分流式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.5.1  分流式下水道 
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(2) 合流式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.5.2 合流式下水道 
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第 2章   高槻市の下水道 

 

 

本編では､高槻市下水道の概要について記述している｡主な項目は､ 

整備の基本方針・現況・課題及び､今後の施策の方向からなっているた

め、第 1章と同様に実施設計を行う上では､読まなくとも支障はない｡ 
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2.1 高槻市の下水道 

(1) 基本方針 

国の社会資本整備重点計画の方向性や、平成13年9月に策定した「高槻市生活排水処

理計画」などに基づき、「安全で安心な暮らしの実現」・「良好な環境の創造」・「快適で活力

ある暮らしの実現」を重点目標と設定し事業を推進する。 

 

 (2) 現況 

本市の下水道整備計画は、図－2.1.1 及び図－2.1.2 に示すとおりであり、広域的な淀川

右岸流域下水道および安威川流域下水道と、それに接続する高槻市公共下水道からなっ

ている。 

下水道の整備状況は、汚水整備を中心に昭和 35年度より着手し、昭和 60年度から公共

下水道整備計画により積極的に取り組んだ結果、平成22年度末の処理人口普及率は98．

6％となった。 

また、ヒートアイランド現象などに起因するといわれる、都市型集中豪雨による水害への対

応が不可欠であることから、雨水整備については、浸水対策事業を順次実施しており、平成

22 年度末の雨水整備率は 42.5％となった。 

 

(3) 課題 

本市の下水道事業における今後の課題は、近年、下水道施設の雨水排除能力や計画規

模を大きく上回る集中豪雨による浸水被害や、管きょの老朽化による道路陥没事故、また、

東南海・南海地震に備える耐震化などの対策を講じ下水道に対する安全度を高め、安全で

安心できるまちづくりに貢献することである。 

 

(4) 施策の方向 

１） 安全で安心な暮らし 

■浸水対策 

○雨水処理 

これまで本市では、汚水整備を中心に事業展開を図ってきたが、近年、下水道

施設の雨水排除能力や計画規模を大きく上回る集中豪雨の頻発、都市化への進

展による流出形態の変化など、土地利用の高度化による浸水被害リスクが増大し

ているため、被害の最少化を図ることが急務となっている。 

このことから、市民の生命・財産を守るため、10 年に１度の降雨（時間降雨量 48

㎜/hr）に対応できるよう、大阪府流域下水道の整備進捗に併せ、三箇牧地区、高

槻西地区及び前島地区における浸水対策事業を順次実施する。 
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■地震対策 

○下水道地震対策緊急整備 

下水道は重要なライフラインの一つであり、どのような状況下であっても下水を適

切に排除処理する必要がある。特に、大地震などにより下水道がその機能を果た

すことができなくなった場合には、各家庭のトイレが使用できないなど、住民生活

に大きな影響を与えるとともに、公衆衛生被害の発生や浸水被害などの二次災害

により、住民の生命・財産に係わる重大な事態が生じる恐れがある。このような事

態を回避するため、下水道地震対策緊急整備計画の策定を行い、下水道施設の

耐震化をはじめとする地震対策事業に着手する。 

■長寿命化対策 

○下水道長寿命化計画 

下水道整備の進捗に伴い下水道管などの施設ストックが増大しており、これに伴

い管路施設の老朽化などに起因する道路陥没事故も増加傾向にある。しかしなが

ら、道路陥没後の老朽管路の改築といった事後的な対応では、市民生活に大きな

支障をきたすだけでなく、コスト的にも不経済となる。このことから、日常生活や社

会活動に重大な影響をおよぼす事故発生や、機能停止を未然に防止するため、

限られた財源を最大限生かした下水道長寿命化計画を策定し、改築・更新を推進

する。 

■下水道台帳 

○下水道台帳の整備 

本市は、昭和 45 年頃から民間業者による宅地造成が頻繁に行われたことから、

人口急増に伴う教育施設の整備に追われ、下水道整備が一時立ち遅れた時期が

あった。その後、インフラ整備である下水道整備を重点施策として位置付け、整備

を行うとともに、宅地造成により受贈した排水管との接続を行うなど、水洗化区域の

拡大を図ってきた。 

このような中、正確な管理台帳が作成されていない所もあり、今後、適正な維持

管理や、災害時におけるライフラインの復旧にも必要となる、下水道台帳の整備を

積極的に行う。 

 

２） 良好な環境 

■合流改善 

○合流改善対策 

平成 16 年の下水道法施行令の改正により、合流式下水道の改善対策が義務

付けられたため、本市においても大阪府流域下水道計画と整合を図りながら、改

善対策完了に向け事業を実施し、清らかな水環境の創造に貢献する。 
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３） 快適で活力ある暮らし 

■普及促進 

○汚水処理 

下水道は、生活などにより発生する様々な汚水を集め、下水処理場で浄化され、

きれいな水に戻してから海や川に放流している。下水道整備は、伝染病や悪臭が

発生しない衛生的で快適な生活が送れるだけでなく、海や川などの公共用水域の

水質を保全し、良好な水循環系をつくるうえで役立っている。 

現在、計画的に実施してきた下水道整備は、市街化区域内については概ね完

了を迎えているが、現在、地形上や土地利用上の問題などによる未整備箇所の解

消に努めるている。 

また、大阪府流域下水道と協調し、高度処理化を推進するとともに、高度処理水

を活用した、良好な水資源の循環の取り組みを図る。 

■情報の発信（PR） 

○水洗化の促進 

下水道整備区域内の下水道への接続切替えを、より早く、より多くの住民に積極

的に行ってもらえるよう、説明会の実施やパンフレットの配布及び、水洗便所改造

資金貸付制度などの利用を PR し、引き続き水洗化の促進を図る。 

○出前授業 

小中学生を対象に、「下水道と環境」をテーマに下水道のしくみや役割など、下

水道の重要性について認識を深めてもらうことを目的に引き続き出前授業を行う。 

○ホームページ 

高槻市の下水道の概要や事業案内、制度などをわかりやすく解説し、スピーデ

ィな情報拡大を図る。また、子供を対象としたキッズページなども充実させ、幅広い

年齢層に下水道の重要性を認識してもらえるよう努める。 
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第 3 章   一 般 事 項 
 

 

本章では、設計計画の標準的なフロー、各種協議及び、関連法規・

参考文献について記述している。 

｢設計の標準フロー｣では、コンサルタントが行う業務の流れと項目を

示してあり、スムーズに業務を進めるための参考にしていただきたい。 

｢各種協議｣では、設計～施工の各段階で生じる協議内容をフローチ

ャートで示すとともに、協議に必要な書類や協議先を一覧表としてまと

めてある。 

｢関連法規・参考文献｣では、下水道事業を実施する上で規制を受け

る恐れのある法規と、計画・設計上準拠すべき図書を一覧表にまとめ

た。 
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3.1 適用範囲 

本設計計画指針は、高槻市公共下水道事業における管きょの設計計画に適用

するものとし、基本的な構造・形状を計画するための考え方を示したものである。 

 

3.2 管きょ設計手順 

面整備を中心とした管きょ設計の標準的な手順と検討項目を図－3.2.1に示す。 

設計に着手してから成果品をとりまとめるまでに、大きく分けて 6 つのステップが

必要である。各ステップの検討概要は下記のとおりであり、ステップ毎に打合せを

行い設計内容の確認を行わなければならない。 

 

ステップ 1（準備・調査） 

設計を行うために必要な資料の収集・整理を行い、必要な調査を現地で

行う。この結果を踏まえて計画方針及び現時点での問題点等について整理

する。 

 

ステップ２（基本設計１） 

道路より低い宅地からの流入、私道の取り扱いや将来流入計画を踏まえて

計画範囲及び埋設ルートの検討を行うとともに、仮縦断図から推進工法と開

削工法の選定を行う。 

 

ステップ３（基本設計２） 

試験掘りが生じる場合は、その結果を受けて占用位置、縦断計画の見直し

を行う。 

 

ステップ４（実施設計１） 

確定してから計画ルートに対して、現地で縦横断測量を行い、平面・   

縦横断図を作成する。又、土留工法や推進工法の詳細検討を行い、工事現

場を把握する。 

 

ステップ５（実施設計２） 

各種図面作成、数量計算を行い工事発注図書の作成を行う。 

 

ステップ６（成果品作成） 

報告書等の設計成果品及び工事発注図書のとりまとめを行う。 

 

 

備      考 
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                         < 主 な 検 討 内 容 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.2.1 下水道管きょ設計の標準フロー 

地下埋設物管理者協議 

土質調査委託 

土質調査位置選定 

道路・河川等

事前協議 

現地測量 各種調査 

 

・認可設計図書 ・基準点、水準点の記 等 既存資料収集・整理 

・マンホール ・仮設 ・付帯工  等 

・管基礎工 ・土留工 ・推進管 ・補助工法 ・仮設工 

・流量公式 ・原単位  等 

・ピン打ち 

・マンホール位置 ・マンホール間距離 ・占用位置 ・縦断計画 

・試験掘り ・ﾚｰﾀﾞｰ探査位置 

・報告書 ・構造計算書 ・数量計算書 ・協議資料 ・発注図面 

                                       等

・土留工法 ・推進詳細工法 ・補助工法 

・開削工法、推進工法の選定 ・立坑位置選定 概略工法検討 

排水区域・ルート検討 

一般計画決定 

計画ルート照査 

試掘及びﾚｰﾀﾞｰ探査 

地下埋調査位置選定 

工法検討 

流量計算 

平面・縦横断図作成 

縦横断測量 

数量計算 

補助対象範囲設定 

各種図面作成 

構造計算 

設計業務委託

〈実施設計２〉 

〈実施設計１〉 

〈基本設計２〉 

〈基本設計１〉 

第 6,7 章 

第 6,7 章 

第 5章 

3.5 

設計積算編 

5.10 

設計積算編 

（標準図集） 

構造計画編 

5.5 

3.5 

第 5章 

第 5章 

3.5 

第 4章

4.3～4.5 

〈準備・調査〉 
4.2 

移設協議資料作成 

占用協議資料作成 

成果品作成 積算・工事発注 

・既設管等排水系統調査 

・地盤高等補足調査 

・架空線調査         等 

 

 

・現地踏査         

・土地利用調査（公私道、地目等） 

・地下埋設物調査 

・マンホール位置 ・マンホール間距離 ・占用位置 ・縦断計画 

・移設対象物件整理 ・マンホール計画 

注）ゴシック表示は関連する章及び節番号を示す。 

・田畑等将来計画 

・区域外流入の有無  

・仮平面、縦断、断面設定 等 

・排除方式   

・既設管対策  

・私道対策 

・ます設置位置設定 
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3.3 関連法規 

下水道管きょの設計にあたっては、下水道法に準拠するとともに、その他の準拠

すべき法規の有無、その内容、手続き、対策等を事前に十分調査しておかなけれ

ばならない。 

工事を実施する際は、法規による規制を受けるので、これによって計画変更を受

けることのないように注意しなければならない。また、関係諸官庁や管理者に対して

諸手続きを行い、許認可又は承認を得なければ工事の施工ができない場合が多

いので、工事に対する規制の程度、諸手続き、対策等について事前に十分調査し、

検討しておかなければならない。なお、諸手続き及び許認可、承認には相当日数

を要する場合もあるので、この点も十分に考慮する必要がある。 

主な関連法規類には、表－3.3.1のようなものがある。 

 

備      考 
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表－3.3.1 主な関連法規類 

根拠法令 主な規制事項 
公布年月日及び

法令番号 

・下水道法 

 

(都市計画関係) 

・都市計画法 

 

(環境保全関係) 

・瀬戸内海環境保全特別

措置法 

・自然公園法 

 

・都市公園法 

・文化財保護法 

 

(海、河川関係) 

・海岸法 

・河川法 

(道路交通関係) 

・道路法 

・道路交通法 

(公害防止関係) 

・環境基本法 

・騒音規制法 

・振動規制法 

・水質汚濁防止法 

・廃棄物の処理及び清掃

に関する法律 

・薬液注入工法に関する

暫定指針 

・建設工事に伴う騒音振動

対策技術指針 

(災害防止関係) 

・労働安全衛生法 

・労働安全衛生規制 

・酸素欠乏症等防止規則 

・建設工事公衆災害防止

対策要綱 

(電気関係) 

・電気事業法 

 

 

 

都市計画区域、風致地区、土地区画整理 

事業施工区域内の行為の制限 

 

特別施設の設置の制限、富栄養化被害防止 

 

国立公園、国定公園、都道府県立自然公園内

の行為の規制 

都市公園内の行為の規制 

史跡、名勝、天然記念物埋蔵文化財包蔵地内

の行為の制限 

 

海岸保全地域の行為の制限 

河川区域内の行為の制限 

 

道路の占用 

道路の使用 

 

環境保全のための工事の規制 

工事騒音に対する規制 

工事振動に対する規制 

公共用水域に対する排水の規制 

廃棄物に対する処理の規制 

 

 

 

 

 

 

労働災害の防止のため遵守する安全措置 

 

 

 

 

 

電気工作物の工事、維持及び運用に関する規

制 

昭 33.4.24 法 79 

 

 

昭 43.6.15 法 100 

 

 

昭 48.10.2 法 110 

 

昭 32.6.1 法 161 

 

昭 31.4.20 法 79 

昭 25.5.30 法 214 

 

 

昭 31.5.12 法 101 

昭 39.7.10 法 167 

 

昭 27.6.10 法 180 

昭 35.6.25 法 105 

 

平 5.11.19 法 91 

昭 43.6.10 法 98 

昭 51.6.10 法 64 

昭45.12.25法138 

昭 46.9.23 法 35 

 

昭 49.7 建設省 

 

昭 51.3 建設省 

 

 

昭 47.6.8 法 57 

昭 47.9.30 労 32 

昭 47.9.30 労 42 

平 5.1.12 建設省 

 

 

昭 39.7.11 法 170 
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3.4 参考文献 

業務は、本設計指針によるほか、下記に揚げる図書に準拠して行うものとし､これ

ら以外の図書に準拠する場合は、あらかじめ監督員の承諾を受けなければならな

い。 

（１） 下水道施設計画・設計指針と解説 （日本下水道協会） 

（２） 下水道施設の耐震対策指針と解説 （日本下水道協会） 

（３） 下水道施設耐震計算例管路施設編 （日本下水道協会） 

（４） 管更生の手引き（案） （日本下水道協会） 

（５） 下水道管路施設設計の手引き （日本下水道協会） 

（６） 小規模下水道計画・設計・推進管理指針と解説 （日本下水道協会） 

（７） 下水道推進工法の指針と解説 （日本下水道協会） 

（８） 下水道開削工法の指針と解説 （日本下水道協会） 

（９） 下水道工事施工管理指針と解説 （日本下水道協会） 

（１０） 下水道維持管理指針 （日本下水道協会） 

（１１） 下水道用設計積算要領（各編） （日本下水道協会） 

（１２） 日本下水道協会規格（JSWAS）（各編） （日本下水道協会） 

（１３） トンネル標準示方書（各編）・同解説 （土木学会） 

（１４） コンクリート標準示方書（各編） （土木学会） 

（１５） 土木工学ハンドブック （土木学会） 

（１６） 仮設構造物の計画と施工 （土木学会） 

（１７） 水理公式集 （土木学会） 

（１８） 改訂解説・河川管理施設等構造令 （日本河川協会） 

（１９） 建設省河川砂防技術基準（案） （建設省、日本河川協会） 

（２０） 建設工事公衆災害防止対策要綱、同解説  

（建設省、国土開発技術研究センター） 

（２１） 設計便覧（案） （国土交通省近畿地方建設局） 

（２２） 土質工学ハンドブック （土質工学会） 

（２３） 道路土工－擁壁・カルバート・仮設構造物工指針－ （日本道路協会） 

（２４） 道路橋示方書・同解説 （日本道路協会） 

（２５） 設計基準（案） （日本下水道事業団） 

（２６） 道路管理事務必携（H19.3） （大阪府土木部道路課） 

（２７） 下水道事業の手引き（平成 22 年度版）（日本下水道新聞社） 

（２８） 下水道計画の手引き（平成 14年版）（全国建設研修センター） 

（２９） 実用流量表（東京都下水道研究会） 
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3.5 関連機関協議 

必要に応じて各管理者と協議を行う。 

主な協議先は表－3.5.1～3.5.4、協議文書名及び番号は表－3.5.5のとおりである。 
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表－3.5.1 主な協議先一覧表（占用関連） 

種 別 管理者 担当部署 住所／電話 主な協議内容 

道 路 

（国 道） 

大阪国道事務所 

高槻維持出張所 

 高槻市京口町 12-22 

072-671-5981 

道路灯、地下ｹｰﾌﾞﾙの位置 

国道の占用位置、復旧断面等 

 

（府 道） 

大阪府 

茨木土木事務所 

管理グループ 茨木市中穂積 1-3-43 

072-627-1121 

道路灯、地下ｹｰﾌﾞﾙの位置 

府道の占用位置、復旧断面等 

 

（市 道） 

高槻市 建設部管理課 高槻市桃園町 2-1 

072-674-7532 

道路灯、地下ｹｰﾌﾞﾙの位置 

市道の占用位置、復旧断面等 

 

（ネクスコ西日本） 

ネクスコ西日本 大阪工事事務所 高槻市川西町 2-10-20 

072-655-9900（新名神） 

占用位置、復旧等 

  茨木管理事務所 茨木市上穂積 4-10-1 

072-622-4887（名神等） 

占用位置、復旧等 

 

（里 道） 

各実行組合 

高槻市 

組合長 

建設部管理課 

 

高槻市桃園町 2-1 

占用位置、復旧等 

 

（私 道） 

 大阪法務局 

北大阪支局 

茨木市中村町 1-35 

072-636-8121 

所有者の確認 

 

 

    

河 川 
大阪府 

茨木土木事務所 

管理課 茨木市中穂積 1-3-43 

072-627-1121 

一級河川の占用 

 近畿地方建設局 

淀川河川事務所 

高槻出張所 

 

高槻市大塚町 4-28-1 

072-675-0822 

国土交通省が管理する河川 

淀川右岸 16.0km～ 

ひ尾川右岸 0.0km 

  山崎出張所 

 

高槻市上牧町 4-55-1 

072-669-1916 

国土交通省が管理する河川 

ひ尾川左岸 0.0km～ 

淀川右岸 5.2km 

 神安土地改良区  茨木市双葉町 12-22 

072-634-2551 

改良区が管理する水路・里道 

 東部土地改良区  高槻市春日町 7-8 

072-675-6401 

改良区が管理する水路・里道 

 富田土地改良区  高槻市富田町 5-17-5 

072-696-1846 

改良区が管理する水路・里道 

 真上土地改良区  高槻市真上 2-16-6 

072-685-0986 

改良区が管理する水路・里道 

 高槻市 建設部 

土木室計画課 

高槻市桃園町 2-1 

072-674-7535 

高槻市が管理する河川、水路 

 各実行組合   

 

上記以外の農業用水路 
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表－3.5.2 主な協議先一覧表（埋設物関連） 

種 別 管理者 担当部署 住所／電話 主な協議内容 

電 話 
ＮＴＴインフラネット 設備ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部 大阪市淀川区新高 3-2-6 

06-4807-9496 

移設協議 

 ＮＴＴ西日本-関西 ｻｰﾋﾞｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

部 

吹田市津雲台 7-2 

NTT 千里ﾋﾞﾙ 

06-6834-9965 

電柱・架線の移設、施工協議 

  ｻｰﾋﾞｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

部 

大阪市城東区東中浜

4-8-22 

06-4258-4041 

埋設管近接施工協議 

    

 

 

    

 

 

電 気 

関西電力 

高槻営業所 

ﾈｯﾄﾜｰｸ技術ｾﾝﾀ

ｰ保全係 

 

託送ｻｰﾋﾞｽ係 

高槻市沢良木町 17-3 

072-676-4235 

 

072-628-0012 

施工協議、立会 

地下埋移設協議 

 

架空線、移設協議 

 関西電力 

小曾根電力所 

地中線保線課 豊中市浜 4-2-1 

06-334-1966 

地中送電線（重要路線） 

 

 

    

 

 

    

大 阪 ガ ス 
導管事業部 

北東部導管部 

建設チーム 

他工事グループ 

高槻市藤の里町 39-6 

072-671-4284 

埋設管の位置及び移設可能

か等 

プ ロ パ ン 

伊 丹 産 業 

伊丹産業㈱ 高槻工場 

 

高槻市辻子 2-1-17 

072-671-0393 

埋設管の位置及び移設可能

か等 

帝 燃 産 業 

株 式 会 社 

 WEG 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾁｰﾑ 

摂津市一津屋 2-27-5 

06-6349-1551 

埋設管の位置及び移設可能

か等 

    

 

 

    

 

 

水 道 
大阪広域水道企業

団 

維持管理課 吹田市山田西 4-3-1 

06-6875-2101 

埋設管の位置 

 高槻市 

水道部 

管路整備課 高槻市桃園町 4-15 

072-674-7922 

埋設管の位置・移設可能か 
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表－3.5.3 主な協議先一覧表（交通機関） 

種 別 管理者 担当部署 住所／電話 主な協議内容 

鉄 道 
ＪＲ西日本 吹田保線区 吹田市片山町１丁目 7-17 

06-6388-0586 

用地占用及び掘削協議 

 阪急電鉄㈱ 都市交通本事業

部 

技術部施設課 

大阪市淀川区新北野 

１丁目 1-24 

06-6303-7824 

施工協議 

 ＪＲ東海（新幹線） 鳥飼保線所 摂津市安威川南町 2-30 

072-653-6053 

施工協議 

 ＪＲ東海（新幹線） 工務部施設課 大阪市淀川区西中島 

５丁目 5-15 

06-6302-5124 

施工協議 

 
   

 

 

    

 

 

バ ス 
高槻市バス 

交通部 

施設係 高槻市芝生町４丁目 3-1 

072-677-3508 

通行規制 

バス停の移設等 

 阪急バス㈱ 茨木営業所 茨木市上郡 2-14-4 

072-643-6301 

通行規制 

バス停の移設等 

 
阪急バス㈱ 柱本営業所 高槻市柱本１丁目 5-1 

072-678-5120 

通行規制 

バス停の移設等 

 近鉄バス㈱ 鳥飼営業所 摂津市東別府 2-2-35 

06-349-5815 

通行規制 

バス停の移設等 

 京阪バス㈱ 高槻営業所 高槻市竹の内町 70-1 

072-670-2121 

通行規制 

バス停の移設等 

タ ク シ ー 
阪急タクシー 高槻営業所 高槻市上田辺 20 

072-675-3351 

通行規制 

 茨木高槻交通(株) 高槻営業所 高槻市川西町２丁目 22-2 

072-684-0051 

通行規制 
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表－3.5.4 主な協議先一覧表（その他） 

種 別 管理者 担当部署 住所／電話 主な協議内容 

文 化 財 
高槻市教育委員会 

教育指導部 

文化財課 

埋蔵文化財調査Ｃ

高槻市南平台５丁目 21-1 

072-694-7562 

遺跡調査 

消 防 署 
高槻市消防本部 中消防署 高槻市桃園町 4-30 

072-676-0119 

ＪＲ南側 

 
高槻市消防本部 北消防署 高槻市緑ヶ丘３丁目 12-1 

072-687-0119 

ＪＲ北側 

ゴ ミ く み 取 り 
環境部 中川町衛生 

事業所 

高槻市中川町 14 

072-675-5312 

 

警 察 
高槻警察署  高槻市野見町 2-4 

072-672-1234 

道路使用条件 

信号等移設 

流 域 
北部流域 

下水道事業所 

施設課指導係 茨木市下穂積１丁目 180 

072-620-6671 

流域下水道に接続する場合 
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                                                         （委託業務範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会に通知（測量業務のお知らせ） ① 

各地下埋設物机上調査 ② 

設 計 計 画 

工事施工に関する地下埋設物協議  ④ 

各地下埋設企業・信号柱等移設依頼 

その他埋蔵文化財の届け出 ⑤ 

各占用許可 ⑥ 

各地下埋設物施工協議 ④ 

工事届出書 ⑦ 

道路・河川・水路公的機関等の 

管理者と協議 ③ 

私道占用同意書提出 

重要な埋蔵文化財区域の届け出 

下水道設計に伴う地下埋設協議 

ボーリング調査 

地下埋設物調査 

敷 設 計 画 

敷 設 ル ー ト 決 定 

移 設 依 頼 

設 計 

工 事 発 注 

工 事 契 約 

工 事 着 工 

本 管 工 事 完 成 

舗 装 復 旧 舗装工事協議書 ⑧ 

占用工事完了届け ⑨ 

試 験 掘 

完 成 

占 用 文 書 保 管 
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申
請
書
・
工
事
工
程
写
真
（
着
手
～
布
設
～
舗
装
復
旧
）
 

１
 
部
 

市
 
 
 
 
道
 

道
路
工
事
完
了
届
 

申
請
書
・
位
置
図
 

１
 
部
 

河
 
 
 
 
川
 

完
了
届
 

申
請
書
･出
来
形
図
・
工
事
工
程
写
真
（
着
手
～
敷
設
～
舗
装

復
旧
）
 

１
 
部
 

大
阪
広
域
水
道
企
業

団
 

工
事
完
了
通
知
書
 

申
請
書
・
試
験
掘
結
果
報
告
書
（
写
真
添
付
）
 

１
 
部
 

注
）
 
上
記
以
外
の
文
書
に
つ
い
て
は
、
文
書
取
扱
責
任
者
及
び
関
係
機
関
の
管
理
者
と
協
議
の
こ
と
。
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表
－
3
.5
.5
(1
) 
協
議
文
書
名
等
一
覧
 

 
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
 
書
 
 
名
 

添
 
 
付
 
 
図
 
 
書
 

提
出
部
数
 

自
治
会
 

公
共
下
水
道
築
造
計
画
に
伴
う
測
量
業
務
に
つ
い
て
(お
知
ら
せ
) 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

②
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
 

公
共
下
水
道
工
事
の
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
調
査
に
つ
い
て
 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

大
阪
ガ
ス
 

公
共
下
水
道
工
事
の
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
調
査
に
つ
い
て
 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

関
西
電
力
 

公
共
下
水
道
工
事
の
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
調
査
に
つ
い
て
 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

大
阪
広
域
水
道
企
業

団
 

公
共
下
水
道
工
事
の
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
調
査
に
つ
い
て
 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

高
槻
市
営
水
道
 

公
共
下
水
道
工
事
の
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
調
査
に
つ
い
て
 
位
置
図
等
 

１
 
部
 

各
企
業
体
 

企
業
体
協
議
書
 

 
１
 
部
 

③
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

私
 
 
 
 
道
 

公
共
下
水
道
事
業
実
施
に
伴
う
私
有
地
(私
道
)使
用
承
諾
に
つ

い
て
(お
願
い
) 

位
置
図
・
地
籍
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
・
同
意
書
 

１
 
部
 

高
槻
市
文
化
財
課
 

埋
蔵
文
化
財
発
掘
の
「
届
出
・
通
知
」
に
つ
い
て
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

３
 
部
 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
 

公
共
下
水
道
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
協
議
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

大
阪
ガ
ス
 

公
共
下
水
道
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
協
議
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
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表
－
3
.5
.5
(2
) 
協
議
文
書
名
等
一
覧
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

関
西
電
力
 

公
共
下
水
道
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
協
議
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

大
阪
広
域
水
道
企
業

団
 

公
共
下
水
道
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
協
議
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

高
槻
市
営
水
道
 

公
共
下
水
道
設
計
に
伴
う
地
下
埋
設
物
協
議
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

④
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
 

高
槻
市
公
共
下
水
道
工
事
施
工
に
関
す
る
地
下
埋
設
物
に
つ
い

て
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

大
阪
ガ
ス
 

下
水
道
工
事
の
施
工
に
つ
い
て
(協
議
) 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

関
西
電
力
 

高
槻
市
公
共
下
水
道
工
事
施
工
に
関
す
る
地
下
埋
設
物
に
つ
い

て
(協
議
・
立
会
) 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

大
阪
広
域
水
道
企
業

団
 

工
事
施
工
協
議
書
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

高
槻
市
営
水
道
 

高
槻
市
公
共
下
水
道
工
事
施
工
に
関
す
る
地
下
埋
設
物
に
つ
い

て
(協
議
・
立
会
) 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

１
 
部
 

Ｊ 
 
 
 
 
 
Ｒ
 

（
東
海
道
線
）
 

工
事
施
工
協
議
 

位
置
図
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
 

Ｊ 
 
 
 
 
 
Ｒ
 

 
（
新
幹
線
）
 

下
水
道
管
埋
設
工
事
の
協
議
 

位
置
図
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
 

阪
急
電
鉄
 

工
事
に
伴
う
協
議
に
つ
い
て
 

位
置
図
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
 

N
E
X
C
O
西
日
本
 

公
共
下
水
道
工
事
施
工
に
関
す
る
地
下
埋
設
物
に
つ
い
て
（
協

議
）
 

位
置
図
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
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表
－
3
.5
.5
(3
) 
協
議
文
書
名
等
一
覧
 

⑤
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
 

支
障
電
気
通
信
線
路
移
転
（
復
元
）
請
求
書
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

大
阪
ガ
ス
 

防
護
工
事
以
外
の
保
安
措
置
の
施
工
 

依
頼
書
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
（
1
部
着
色
・
1
部
色
な
し
、
折
ら

ず
に
提
出
）
 

１
 
部
 

関
西
電
力
 

架
空
線
、
電
柱
の
移
設
（
復
元
）
申
請
に
つ
い
て
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

大
阪
広
域
水
道
企
業

団
 

基
本
的
に
移
設
不
可
 

 
 

高
槻
市
営
水
道
 

水
道
管
移
設
(協
議
・
立
会
)に
つ
い
て
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
（
A
1
ま
る
め
1
部
色
な
し
、
A
3
折

1
部
着
色
）
 

１
 
部
 

警
 
 
 
 
察
 

要
望
書
（
信
号
移
設
）
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

そ
の
他
 

Ｌ
．
Ｐ
ガ
ス
 

Ｌ
．
Ｐ
ガ
ス
管
移
設
依
頼
書
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

そ
の
他
 

ケ
ー
ブ
ル
 

移
設
依
頼
書
 

位
置
図
・
計
画
平
面
・
断
面
図
 

２
 
部
 

注
）
 
警
察
（
信
号
柱
等
）
・
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
・
ケ
ー
ブ
ル
等
に
つ
い
て
は
、
覚
書
き
を
交
換
す
る
こ
と
。
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表
－
3
.5
.5
(4
) 
協
議
文
書
名
等
一
覧
 

⑥
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

国
 
 
 
 
道
 

道
路
占
用
許
可
回
答
書
 

位
置
図
・
平
縦
断
面
図
・
構
造
図
・
企
業
体
協
議
書
 

工
事
計
画
書
・
現
場
写
真
・
占
用
調
書
 

３
 
部
 

府
 
 
 
 
道
 

道
路
占
用
許
可
申
請
書
 

注
）
 
本
管
と
枝
管
を
別
け
て
申
請
す
る
こ
と
 

位
置
図
・
念
書
・
道
路
占
用
（
減
額
・
免
除
）
申
請
書
・
理
由
書
 

占
用
物
件
調
書
・
道
路
占
用
許
可
調
書
・
現
場
写
真
 

企
業
体
協
議
書
・
施
工
計
画
書
・
施
工
時
間
一
覧
表
 

交
通
安
全
対
策
図
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
 

市
 
 
 
 
道
 

高
槻
市
道
路
占
用
許
可
申
請
書
 

位
置
図
・
道
路
占
用
料
減
免
申
請
書
・
占
用
員
数
調
書
 

施
工
時
間
一
覧
表
・
交
通
安
全
対
策
図
・
平
縦
断
面
図
 

現
場
写
真
 

２
 
部
 

里
 
 
 
 
道
 

特
定
公
共
物
占
用
等
許
可
申
請
書
 

位
置
図
・
高
槻
市
特
定
公
共
物
占
用
料
減
免
・
免
除
申
請
書
 

誓
約
書
・
地
籍
図
・
平
縦
断
面
図
・
現
場
写
真
 

２
 
部
 

河
 
 
 
 
川
 

 
 
（
国
）
 

許
可
申
請
書
 

注
）
 
申
請
条
文
が
あ
る
の
で
担
当
者
と
協
議
す
る
こ
と
。
 

位
置
図
・
理
由
書
・
事
業
の
計
画
概
要
書
・
現
場
写
真
 

地
籍
図
・
土
地
明
示
図
（
あ
れ
ば
）
・
平
縦
断
面
図
 

３
 
部
 

河
 
 
 
 
川
 

 
 
（
府
）
 

許
可
申
請
書
 

注
）
 
申
請
条
文
が
あ
る
の
で
担
当
者
と
協
議
す
る
こ
と
。
 

位
置
図
・
理
由
書
・
事
業
の
計
画
概
要
書
・
現
場
写
真
 

地
籍
図
・
土
地
明
示
図
（
あ
れ
ば
）
・
平
縦
断
面
図
 

流
水
占
用
等
免
除
申
請
 

３
 
部
 

河
 
 
 
 
川
 

 
 
（
市
）
 

許
可
申
請
書
 

注
）
 
申
請
条
文
が
あ
る
の
で
担
当
者
と
協
議
す
る
こ
と
。
 

位
置
図
・
理
由
書
・
事
業
の
計
画
概
要
書
・
現
場
写
真
 

地
籍
図
・
土
地
明
示
図
（
あ
れ
ば
）
・
平
縦
断
面
図
 

流
水
占
用
等
免
除
申
請
 

２
 
部
 

神
安
土
地
改
良
区
 

工
事
施
工
願
い
 

位
置
図
・
地
籍
図
・
平
縦
断
面
図
・
実
行
組
合
同
意
書
 

２
 
部
 

東
部
土
地
改
良
区
 

占
用
許
可
申
請
同
意
願
 

位
置
図
・
誓
約
書
・
地
籍
図
・
平
縦
断
面
図
・
実
行
組
合
同
意

書
 

手
数
料
・
使
用
料
免
除
申
請
 

２
 
部
 

真
上
土
地
改
良
区
 

富
田
土
地
改
良
区
 

公
共
下
水
道
工
事
施
工
に
つ
い
て
（
協
議
）
 

位
置
図
・
地
籍
図
・
平
縦
断
面
図
・
実
行
組
合
同
意
書
 

２
 
部
 

市
・
府
教
育
委
員
会
 

府
営
住
宅
 

府
水
用
地
 

行
政
財
産
使
用
許
可
申
請
書
 

位
置
図
・
地
籍
図
・
明
示
図
（
あ
れ
ば
）
・
求
積
図
 

行
政
財
産
使
用
免
除
申
請
書
・
平
縦
断
面
図
 

２
 
部
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表
－
3
.5
.5
(5
) 
協
議
文
書
名
等
一
覧
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

府
住
宅
供
給
公
社
 

団
地
内
敷
地
占
用
（
使
用
）
許
可
願
 

管
理
者
と
協
議
の
こ
と
 

 

Ｊ 
 
 
 
Ｒ
 

鉄
道
用
地
（
建
物
）
使
用
願
 

管
理
者
と
協
議
の
こ
と
 

 

阪
急
電
鉄
 

用
地
使
用
に
つ
い
て
（
依
頼
）
 

管
理
者
と
協
議
の
こ
と
 

 

警
 
 
 
 
察
 

道
路
使
用
許
可
申
請
書
 

位
置
図
・
施
工
時
間
一
覧
表
・
交
通
安
全
対
策
図
 

２
部
 

⑦
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

自
治
会
 

下
水
道
工
事
の
お
知
ら
せ
 

位
置
図
 
（
1
/
2
5
0
0
）
 

自
治
会
長
 
１
部
 

各
 
位
 
班
数
分
 

消
防
署
 

道
路
工
事
届
出
書
 

位
置
図
 
（
住
宅
地
図
）
 

２
 
部
 

環
境
部
 

道
路
工
事
届
出
書
 

位
置
図
 
（
1
/
2
5
0
0
）
 

２
 
部
 

バ
ス
 

タ
ク
シ
ー
 

道
路
工
事
届
出
書
 

位
置
図
 
（
1
/
2
5
0
0
）
 

１
 
部
 

⑧
 
関
係
 

協
 
議
 
先
 

文
 
書
 
名
 

添
 
付
 
図
 
書
 

提
出
部
数
 

高
槻
市
営
水
道
 

舗
装
工
事
協
議
書
 

位
置
図
 
（
1
/
2
5
0
0
）
 

１
 
部
 

     

35



 

 

 

 

 

第 4 章   調     査 
 

 

 

本章では、既存資料の収集、現況調査及び土質調査について述べ

ており、これらは設計を確実かつ手戻りなく進めるために必要な調査で

ある。記述内容は、各調査の目的を中心にまとめており、委託時、ある

いは設計時のコンサルタント等との打合せにおけるチェックリスト等とし

ても活用していただきたい。 
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4.1 調査の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

調査の目的とするところは、所要の構造物を安全、迅速かつ経済的に築造する

ことにある。これらの調査結果は、排水区域の決定やルート選定、推進工法採用の

可否のために用いるばかりでなく、工事の規模や内容の決定から工事実施上の資

料としても用いられるものである。従って、調査不足による事故の発生、設計変更、

工期や施工費の増大が及ばぬように十分な調査を行う必要がある。 

 

4.2 既存資料収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(１)  基本計画図書 

都市計画決定及び下水道年系認可図書（流量計算書、施設平面図、区画

割平面図）等を収集し、排水区域、排除方式、汚水量、雨水量、認可路線等の

確認を行う。 

 調査は、管きょ布設工事が安全、迅速かつ経済的に実施できるように、最適な設

計を行うために必要な資料を得ることを目的として行うものである。 

調査内容を大別すると、次のとおりである。 

（１） 既存資料収集 

（２） 現地踏査 

（３） 現地調査 

備      考 

各種調査・設計を円滑、適切かつもれなく実施するために、既存資料の収集・整

理を行うものであり、主なものは次のとおりである。 

（１） 基本計画図書 

（２） 設計区域の地形図 

（３） 設計区域に関係する既往設計又は竣工図書 

（４） 道路・河川・鉄道等占用協議に関係する資料 

（５） 各種地下埋設物 

（６） 基準点・水準点等の点の記 

（７） 土質調査報告書 

（８） 法務局調査 

（９） 隣接市町村 
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（２） 設計区域の地形図 

現地踏査や図面作成を行う目的で、1/10,000 及び 1/2,500 の白地図、

1/500 の道路台帳を収集する。 

 

（３） 設計区域に関係する既往設計又は竣工図書 

設計区域界付近において、接続先となるマンホールの位置、高さ、あるいは

マンホール構造等のわかる資料を収集し、測量、設計に反映させる。高さにつ

いては、水準原点の違いから当該設計を行う際、微妙に違うことがあるので、

管底高や土被りの取り扱いは市担当者と協議する。 

 

（４） 道路・河川・鉄道等の占用協議に関係する資料 

当該設計範囲に占用協議の必要な構造物等がある場合は、構造図、計算

書、将来計画等について調査し、設計計画に反映させなければならない。 

 

（５） 各種地下埋設物 

道路に下水道管を計画する際の重要な資料であり、施工時に計画変更や事

故等が生じないよう、現況計画について入念な調査が必要である。主な埋設

物は、市営水道・府営水道・ガス・電気・電話・信号ケーブル等がある。 

又、各企業体が埋設工事の為に、試験堀を行っている場合もあるので併せ

て確認しておくようにする。 

 

（６） 基準点、水準点等の点の記 

平面測量、縦断測量等に必要な資料である。 

 

（７） 土質調査報告書 

設計範囲あるいはその周辺で土質調査が実施されていれば、その資料を入

手し、実施設計あるいは土質調査を新規に計画する際の基礎資料とする。 

 

（８） 法務局調査 

公図及び登記簿調査を行い、公私道種別、地目、所有者等を整理し、当該

設計範囲内で埋設可能なルートの選定やますを設定すべき用地の確認を行

う。 

 

 

 

備      考 
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4.3 現地踏査 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(１)  地形の状況 

この調査は、白図や施設平面図をもとに、流向等について現地との整合

性を確認すとともに、主な地盤高、排水施設、既設管等、設計計画を行うた

め事前に測量を実施しなければならない個所の選定を行う。 

 

（２） 土地利用状況 

この調査は、市街地、農地、公園、河川等の土地利用状況を把握するもの

であり、遺跡や急斜傾地など管路計画に支障となる土地利用図と併せて確

認を行う。 

 

（３） 道路及び交通状況 

道路敷地内での工事は、道路幅員、車線数、重要度、交通量及び路面掘

り返し規制の有無により、作業帯路上設置の可否、残土や諸材料運搬の難

易、工事工程等に大きく影響を受けるので、計画・設計段階から、これらを調

査し全般的な状況を把握しなければならない。 

 

（４） 工事用地の状況について 

推進工法を行う場合には、重機械の待避場所、土砂搬出設備の設置場所

等の位置は、施工条件を左右する重要な要素となるので、これらの用地の確

保の可能性については事前に十分調査しておく必要がある。特に市街地中

心部付近では立坑等の用地確保に難渋するすることが多いので、留意しな

ければならない。また、工事によっては工事用電力が不足したり、大量の給

排水を考慮しなければならない場合があるので、工事用地周辺の給電施設

や給排水施設の状況を事前に確認しておかなければならない。 

 

 

現地踏査は、次の項目について行わなければならない。 

(１)  地形の状況 

(２)  土地利用状況 

(３)  道路及び交通状況 

(４)  工事用地の状況 

(５)  河川・湖沼等の状況 

備      考 
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（５） 河川、湖沼等の状況について 

河川下を横断して下水道管を布設する場合、河川の水文、舟航、利水

状況、掘削底面の安定、干満の差等を調査しなければならないが、河川

に近接して開削工法により下水道管を布設する場合も、河川から水の流

入防止のための河川敷の一時的な占用を必要とすることがあるので、同様

の調査を行わなければならない。湖沼等の場合もこれに準ずる。 
 

4.4 現地調査 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） 既設管等排水系統調査について 

既に埋設されている現排水管等についてはマンホール調査を行い、流出

入管の管種、断面、管底高等の調査を行う、又、狭隘な道路等では、マンホ

ール中心と蓋中心の差が平面計画に与える影響が大きいので、現地で確認

する必要がある。 

用排水路等については、大断面で深い水路ほど、民地から本管に接続す

る取り付け管の深さが深くなり、縦断計画に与える影響が大きいため、現地

で、断面、水路底高の実測を行う。 

 

（２） 地盤高等補足測量について 

縦断計画を行うために実施するもので、交差点等の主な地盤高、凹部など

の地盤高変化点、道路面より低い宅地などの高さを実測する。 

 

（３） 架空線調査について 

工事を実施する際に、掘削機等の障害となることがあるので、設計段階で

架空線の位置、高さ等を調査し、平面計画に反映させる。又、立坑付近では

  現地調査は、既存資料及び現地踏査を受けて実施するものであり、設計区域

の決定、排水ルート及び縦断計画のための重要な資料となるものである。主な調

査は次のとおりである。 

（１） 既設管等排水系統調査 

（２） 地盤高等補足測量 

（３） 架空線調査 

（４） 埋設物の管理マンホール 

（５） ます設置位置及び住宅の水まわり配置 

（６） 起点マンホールの位置 

備      考 
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電柱の移設が生じる場合もあるので、電柱の管理者、構造、番号等を調査

する。 

 

（４） 埋設物の管理マンホールについて 

平面測量により蓋の位置に示されるが、下水管の占用に余裕がない場合

などは、現地でオフセットを行い、詳細な位置関係を把握しておく必要があ

る。 

 

（５） ます設置位置及び住宅の水まわり位置について 

ます設置位置については現地で確認するのは妥当であるが、後の参考資

料としてバス、トイレ、台所等のおおむねの配置を調査しておく。また、田畑

や駐車場、空地等も調査する。 

 

（６） 起点マンホールの位置について 

起点マンホールは、最上流の最終ますの位置を定めた後、その位置から

上流 1.0 ｍ程度に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 土質調査 

土質調査は下水道工事の工法検討を行うために必要なものである。設計範囲ある

いはそ周辺で土質調査が実施されていなければ新規に調査を行う必要がある。 

表－4.5.1に下水道工事の土質試験とその目的を示す。 

 

 

 

◎ 

1. 0 ｍ 

程 度 

ＷＢＫ 

備      考 
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表－4.5.1 下水道工事の土質試験 

土    質 種 別

試験法 

砂 質 土 

又 は 

砂 レ キ 

粘 性 土
目      的 利   用   例 備     考 

標 準 貫 入 試 験 ◎ ◎ 
地層判別工法検討

地盤定数の推定 

支持地盤選定、支持力算

定、山留計算、切羽安定

性判定 

 

地 下 水 位 測 定 ◎ ◎ 工 法 検 討
山留計算、切羽安定性判

定、圧気圧・泥水圧検討 
 

間 隙 水 圧 測 定 △ △ 工 法 検 討
山留計算、切羽安定性判

定、圧気圧・泥水圧検討 
 

現 場 透 水 試 験 ◎ × 

透 水 性 の 判 定

地層別平衡水位の

把握 

山留計算、切羽安定性判

定、排水・止水工法検討 
 

ボー リング孔内

横 方 向 試 験
△ △ 水平地盤反力算定 

水平支持力計算、セグメ

ント計算 
孔内水平載荷試験 

原 
 

位 
 

置 
 

試 
 

験 

透 気 試 験 △ × 工 法 検 討 圧気工法  

粒 度 試 験 ◎ ◎ 

粘性、砂層の分類、

透水係数の推定、

液状化の判定 

切羽安定性判定 

耐震計算、泥水物質収支 
 

土粒子比重試験 ◎ ◎ 
液 性 化 判 定

有機質工の判定

ボイリングの検討、間隙比

より薬注率の計算 

耐震計算、泥水物質収支 

 

単 位 体 積

重 量 試 験
× ◎ 

土圧、山留の安定

計算 

山留計算、セグメント計

算、間隙比より薬注率の

計算 

砂質土又は砂レキ

の場合は標準貫入

試験から推定 

含 水 量 試 験 ◎ ◎ 
粘性土の安定性の

判定 

間隙比より薬注率の計

算、盛土の管理 

泥水物質収支 

 

液 性 限 界 試 験 × ◎ 
粘性土の安定性の

判定 
掘削方法の検討  

物 
 

理 
 

試 
 

験 

塑 性 限 界 試 験 △ ◎ 
粘性土の安定性の

判定 

掘削方法の検討 

耐震計算 
 

一 軸 圧 縮 試 験 × ◎ 
地盤の強度、粘着

力の判定 
支持力計算、山留計算  

一面せん断試験 ◎ △ 

地盤の強度の推定

粘着力、内部摩擦

角の判定 

支持力計算、山留計算  

三 軸 圧 縮 試 験 × ◎ 

地盤の強度の推定

粘着力、内部摩擦

角の判定 

支持力計算、山留計算  

力 

学 

試 

験 

圧 密 試 験 ◎ ◎ 地盤の圧密の推定
圧密沈下計算、圧密によ

る地盤改良効果 
 

◎：設計上必要なもの 

△：詳細データが必要な場合のもの 

×：必要でないもの 

注）土質試験の項目及び調査範囲については、設計計算、工法検討に使用する範囲のみを、必要なものと考える。 
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第 5章   設 計 計 画 
 

 

 

 本章では、管路施設の断面決定方法、縦断計画、マンホール位置及

び構造計画、ます及び取付管設置の考え方等について記述している。

本指針の中核をなすセクションであり、高槻市の基本的な考え方の統

一を図ったものである。実施設計では、本指針に記載されていない検

討事項が生じることもあるが、特殊条件を除けばほぼ対応できる内容と

なっている。 
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5.1 路線及び縦断形 

5.1.1 路線計画 

 

 

 

 

[解 説] 

路線選定は重要な事項であり､以下のことを考慮する。 

① 道路幅員､交通量、地下埋設物への影響及び埋設深と管きょ断面との関連

において施工可能かどうか。 

② 用地に問題がないか。 

③ 布設工法、補助工法等を含めて経済的か。 

④ 所定の区域の排水を無理なく、取り込めるかどうか。 

⑤ 道路の拡幅や河川改修、地下埋設物等の他事業との関連がとれているか。 

⑥ その他 

 

5.1.2 埋設位置及び深さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） について 

埋設深さは、宅内排水設備及び取付管の深さを確認して決定する。基本的

には 

① 配管延長が長い場合（設備係との協議を行う。） 

② 宅地が道路よりも低い場合 

③ 宅内排水設備の起点付近が道路よりも低い場合 

④ 取付管の支障となる地下埋設物がある場合 

 

路線計画にあっては、地形、地質、道路幅員、地下埋設物及び既設管の位置

深さを考慮し、施工が容易であり､経済的な路線を選定する。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 

｢下水道用硬質塩化

ビニール管道路埋設

指針｣（財）国土開発

技術センター発行を

参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋設位置について以下に示す。 

（１） 管きょの最小土被りは、車道は 1.0m、歩道は 0.8m とする。 

（２） 道路における管きょの埋設位置及び深さは、道路管理者と協議が必要で

ある。 

（３） その他の地下埋設位置及び深さについては、地下埋設管理者と協議をし

なければならない。 
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（２） について 

管きょのための占用については、下記の事項によらない。 

１） 国道の占用に対して 

国道の占用に対しては、国土交通省国道事務所と事前協議のこと。 

２） 大阪府道の占用に対して（H8.4.1 通達） 

① 歩車道の区別のある道路にあっては、原則として車道以外の部分の地

下に埋設すること。ただし、その本線については、車道以外の部分に適当

な場所がなく、かつ、公益上やむを得ない事情があると認められるときは、

この限りでない。 

② 歩車道の区別のない道路にあっては、極力路端寄りとすること。 

③ 道路の横断箇所は、最小限に止めること。また、その場合、開削以外の

工法により、最短距離となるよう埋設すること。ただし、交通量が極めて少

ない箇所、又は工事実施上極めて困難な場合はこの限りではない。 

④ 下水道管の本線の頂部と路面との距離は、特別の事情がある場合を除

き 3 ｍ以上とする。 

⑤ 本線以外の下水管の頂部と路面との距離は 1.2m 以上とする。ただし、

工事実施上やむを得ないもので、都市計画決定の幅員どおり完成してい

る歩道では 0.8m 以上とすることができる。 

⑥ 橋又は高架道路に取り付ける場合においては、別に定める基準によるこ

と。 

⑦ 占用の態様 

・ 下水道管の材質は、原則としてヒューム管、鋼管、ダクタイル鋳鉄管及

び硬質塩化ビニル管に限る。 

・ マンホール蓋の高さは路面と同一面とし、路面と同一こう配とすること。 

・ 公共汚水ますは原則として民有地に設けること。 

３） 高槻市道の占用に対して 

大阪府道路管理者事務必携に準ずる。 

 

（３） について 

協議しなければならない管理者は以下のとおりである。 

（１） 河川管理者 

（２） 地下埋設物管理者 

（３） 軌道管理者 

（４） 土地所有者 

（５） そ の 他 

備      考 

(2) 3) 

 道路法施行令 

 第十二条の四より 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 大阪府通達 

 （S63.1 から適用） 
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5.1.3 他の構造物との離隔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） について 

表－5.1.1 他の構造物との離隔（標準） 

※上表の値は、標準値であり各構造物管理者との協議の上、決定すること。 

 

（２） について 

下水道管と矩形きょ及び開水路との離隔は図－5.1.1のように 50 ｃｍとする。

しかし、将来の水路の改修に関することを含め、管理者と協議を行う必要が

ある。 

 

図－5.1.1 本市下水道本管と水路の離隔 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管きょ施設と他の構造物の離隔は以下に示すことを原則とするが、事前に他の

構造物の調査を十分に行い、その構造物の管理者と協議しなければならない。 

（１） 他の構造物との純離隔は図－5.1.1 を標準とする。 

（２） 矩形きょ及び開水路を下越しするときの離隔は 50 ｃｍ以上とする。 

（３） 河川を下越しするときは、その計画河床高より 1.5D（D は外径）以上の位置

とする。 

（４） 地下埋設物が下水道工事に伴う仮設構造物及び地盤改良工事と近接す

る場合は、事前に埋設物の管理者と協議しなければならない。 

平行離隔
(mm)

交差離隔
(mm)

備考

市水道 500 300 交差φ400以上は管径以上

NTT 300 300 7000V以上は平行交差600以上

関西電力 300 200

ガス 500 300 交差φ400以上は管径以上

府水道 600 600 ゆるみ計算による

水路 －
河床より
500以上 水路改修計画がある場合は別途協議
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（３） について 

１） 河川の下越し下水道管と河川施設の離隔を図－5.1.2に示す。 

※詳細については、河川管理者と協議を行い確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図－5.1.2  本市下水道管と河川施設の離隔 

 

 

 

5.1.4 伏越し 

 

 

 

[解 説] 

河川、水路、鉄道及び移設が不可能な地下埋設物の下に下水道管を通過させ

る場合に、逆サイフォンの圧力管として施工する部分を伏越しという。伏越しは、施

工が困難であるばかりでなく、維持管理上も問題が多い。そのため、地下埋設物等

を切り廻しによって、可能な限り避けることが必要である。 

やむを得ない場合は、以下のことについて考慮して定める。 

① 伏越しの場合は、河川施設より 2 ｍ以上深い位置とする。 

② 伏越し管きょは、一般に複数とし、護岸等の構造物の荷重やその不同沈下の

影響を受けないようにする。また、設置位置は、橋台、橋脚等の直下は避ける。 

③ 伏越しの構造は、障害物の両側に垂直な伏越し室を設け、これらを水平又は

下流に向かって下りこう配の伏越し管きょで結び、地盤の強弱に応じて、くい打ち

などの適当な基礎工を施す。 

④ 伏越し室には、ゲート又は角落しのほか、深さ 0.5 ｍ程度の泥溜を設け、伏越

し室の深さが 5 ｍ以上の場合は、中段に排水ポンプが設置できる床版を設ける

のが望ましい。 

備      考 

(3) 

下水道等の河底横

過トンネルの審査に

あたっての留意事項

について 

（建設省河川局治

水課H9.3.25日付事

務連絡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.4 

 下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編） 

         P.233 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ(管外径) 

河 川

1.5 Ｄ以上の位置 

伏越しは極力避けるものとする。 
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⑤ 伏越し管きょの流入口及び流出口は、損失水頭を少なくするためベルマウス形

が望ましく、管きょ内の流速は、上流管きょ内の流速の 20～30％増しとする。 

⑥ 河川、鉄道、軌道、上水道管、ガス管、ケーブルなどの下を伏越しで横断する

場合は、その管理者と十分に協議のうえ、必要な防護を施す。 

⑦ 雨水管きょ又は合流管きょが河底を伏越しする場合で、上流に雨水吐き室の

ないときは、伏越しの上流側に災害防止のための非常放流管きょを設けるのがよ

い。 

⑧ 伏越しの選定にあたっては、ベンド管を用いた伏越し（改良型伏越し）の設置

を検討する。 

⑨ 伏越し延長が長距離となる場合は、流下状況等を十分検討する。また管内清

掃等の維持管理性を検討する。 

⑩ 伏越しの設置場所には、護岸等の目につきやすいところに標識を設け、伏越し

管きょの大きさ、埋設深さなどを明確に表示するとよい。 

 

図－5.1.3  伏越しの一例 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 
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5.1.5 管きょの縦断設定 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(1) について 

5.7.1 管きょの接合参照 

(2) について 

地表こう配が急な場合には、管きょ内の流速の調整と下流側の最小土被りと

を保つため、また、上流側の掘削深さを減ずるため、地表こう配に応じて段差

接合又は階段接合とする（図－5.1.4参照）。 

１） 段差接合 

地表こう配に応じて、適当な間隔にマンホールを設ける。１箇所当りの段差

は 1.5m 以内とすることが望ましい。 

２） 階段接合 

通常、大口径管きょ又は現場打ち管きょに設ける。階段の高さは 1段当り

0.3 ｍ以内とすることが望ましい。 

 

段差接合 

階段接合 

図－5.1.4 地表こう配の急な場合の接合 

備      考 

1)、2) 

 下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

        P.230 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 管きょの接合は管頂接合を基本とする。 

(2) 地表こう配が急な場合には、管きょ径の変化の有無にかかわらず、原則として

地表こう配に応じ、段差接合または階段接合とする。 

(3) 開削工法を用いる場合はマンホール内ステップは考慮しない。但し、推進工法

を用いる場合のみ、到達部でステップを取るものとする。 

(4) 縦断計算は 1 スパン毎に計算する。 
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(3) について 

中大口径推進工法を用いる場合、到達時の誤差を考慮して、5 ｃｍのステッ

プを取る｡また、小口径推進工法を用いる場合は、3cm のステップをとる。 

図－5.1.5のような両到達の場合は、中大口径で 10 ｃｍのステップ、小口径

で 6cm のステップを取るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.1.5 推進工法を用いる場合のステップ 

(4) について 

縦断計算は、1 スパン毎に行い、追加距離での計算は行わない。 

5 ｃｍ 

(3cm) 

5 ｃｍ 

(3cm) 

5 ｃｍ 

(3cm) 

マンホール 

（発 進） 

マンホール 

（片発進） 

マンホール 

（両到達） 

マンホール 

（発進） 

備      考 
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5.2 既設構造物の流用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） について 

① 管種と老朽化 

既設構造物が｢5.4.1 管きょの種類｣で示している管種以外のものを使用し

ている場合は、流用しないものとする。 

管きょの腐食による劣化や管きょの老朽化、浸入水の流入等を調査し、流

用しても機能が十分に発揮できる管きょであるかを確認する。 

② 管きょの誤接合 

流用する既設管きょの使用目的を確認し、それに適した取付管や枝管等

の流入管が正しく接合しているのか確認をする。また、使用目的に応じた管

きょに正しく流入しているのか確認する（図－5.2.1）。 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

（１） 流用するための確認事項 

既設の管路施設において､雨水及び汚水利用として流用するためには、以

下の事項に留意する。 

① 管種と管きょの老朽化 

② 管きょの誤接合 

③ 接続管径及び管底高 

④ 最小管径 

⑤ 流下能力 

⑥ 管きょ経路 

⑦ 対象地域 

（２） 流用するための確認方法 

前述した留意事項を確認するためには、下水道台帳調査や現地踏査で明

らかにする必要がある。 

（３） 流用の判断 

流用の判断は、（１）、（２）の確認後、関連部署と協議を行う。 

図－5.2.1  誤接合の確認 

本管 

流用する既設管きょ

取付管 

管 

汚水管、雨

水管の確認

汚水管、雨水管の確認 

・ 正しく取付けられているか 

・ 汚水管、雨水管の確認 
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③ 接続管径及び管底高 

流用する既設管きょへ流入する取付管及び枝管の接続管径、管底高が適

正であるか確認する。（断面縮小、逆段差、逆こう配等）（図－5.2.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 最小管径 

流用する既設管きょの使用目的を明確にして、｢5.4.3 管径｣で示す最小

管径以上のものであるか確認をする。 

 

⑤ 流下能力 

計画下水量に対して、｢5.4.4 流速及びこう配｣、｢5.4.5 断面の決定｣で示

す流下能力を確保できているか確認する。 

 

⑥ 管きょ経路 

管きょ経路の調査を行い、記録にない管きょの有無を確認する。 

 

⑦ 対象地域 

既設管路の排水系統を流用前のものと比較し、流用により支障が出ない

かを確認する。 

既設の管路施設を流用した場合、その地域の排水系統が変わることがあり、

それが排水区域や排水面積、補助対象区域などにも影響を及ぼす場合が

あるため、これらを確認する必要がある。 

備      考 

流出先の接

合高の確認 流用する既設管きょ

枝管の接合高の確認 

取付高の確認 

（逆流等） 
取付管 

枝管 

流出先の管きょ

ﾏﾝﾎｰﾙ 

図－5.2.2  接続管径及び管底高の適正 
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（２） について 

（１） に示す留意事項を確認する方法は既存資料調査や、管内調査等があ

る。 

管きょの管径や管底高、管種又は対象地域は、下水道台帳等の既存資料

により確認できる。 

管種や誤接合、老朽化等は、目視やテレビカメラによる管内調査により確認

できる。 

（３） について 

ルート及び集水面積（下水業務課）、排水設備（下水業務課）、維持管理

（維持補修課）、技術的判断（下水工務課）について下水道部内部の調整を

行ったうえで流用の判断を行う。 

 

 

 

 

備      考 
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5.3 計画下水量 

5.3.1 排除方式 

 

 

 

［解 説］ 

下水の排除方式には分流式と合流式とがあり、分流式は汚水と雨水とを別々の

管路系統で排除する方式で、合流式は同一の管路系統で排除する方式である。 

分流式は、汚水のみを処理場に導く方式であるため、雨天時に汚水を公共用水

域に放流することがないので、水質汚濁防止上有利であり、また、既存の雨水排除

施設の比較的整備されている地域では、当該施設を有効に利用することができる

ため、経済的に下水道の普及を進めることができる。 

一方、合流式は、同一の管きょで汚水と雨水とを排除するため、浸水被害の多発

地域や雨水排除施設が整備されていない地域では有利な排除方式である。 

 

5.3.2 計画汚水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(１)  について 

・ 計画 1 日平均汚水量…計画年次における年間の発生汚水量の合計を 

365 日で除したものであり、使用料収入の予測 

等に用いる。 

下水の排除方式は､原則として分流式とする。ただし、高槻市中排水区及び高

槻市東排水区は合流式とする。 

(１)  計画汚水量 

計画汚水量は､生活汚水量､営業汚水量、工場排水量、地下水量等に区分さ

れる。これらを積み上げて計画1日平均汚水量､計画1日最大汚水量､計画時間

最大汚水量を求める。 

(２)  汚水量の区分 

１） 生活汚水量 

基礎生活汚水量に営業汚水量及び地下水量を加えて求めるものとする。 

２） 工場排水量 

下水道の受け入れる計画の工場については、業種別の出荷額当たり、あ

るいは敷地面積当たりの排水量原単位に基づき推定する。 

３） 地下水量 

1 人 1 日最大汚水量の 20％とする。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 1)  

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

P.24
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・ 計画1日最大汚水量…計画年次における年間最大汚水量発生日の発生 

 汚水量であり、主に処理場の施設設計に用いる。 

・ 計画時間最大汚水量…計画 1日最大汚水量発生日におけるピーク時 1 

時間汚水量の24時間換算値(ｍ３/日)であり、管き

ょ、ポンプ場、処理場内のポンプ施設、道水管き

ょなどの設計に用いる。 

 

(２)  について 

１） 生活汚水量 

･ 基礎生活汚水量…用途別給水量(1 人 1 日平均給水量)をもとに求め 

 る。 

・ 営業汚水量…用途地域等の土地利用状況に基づいた係数を基礎 

生活汚水量に乗じて求める。 

２） 工場排水量 

工場排水量原単位と用途地域別工業出荷額及び処理区別工業出荷額

から工場排水量を求める。 

３） 地下水量 

地下水量は以下より求める。 

  地下水量＝生活汚水量(1 人 1 日平均汚水量)×
1

0 75
0 2

.
.×  

   ※1   １人 1 日最大汚水量の 75％を 1 人 1 日平均汚水量とする。 

            ※２  地下水率は 0.2 とする。 

 

5.3.3 計画雨水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 

１ 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 1)  

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

          P.24 

 

 

 

(2) 3) 

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

P.24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画雨水量は､次の各項目を考慮して定める。 

(１)  計画雨水量算定式 

最大計画雨水量の算定は、原則として合理式によるものとする。ただし、高

槻中排水分区については、実験式を用いるものとする。 

(２)  流出係数 

流出係数は、原則として工種別基礎流出係数より用途地域別流出係数、各

排水区域別平均流出係数を求める。実験式に用いる流出係数は、0.55 とす

る。 

(３)  降雨強度式 

降雨強度式は、原則としてシャーマン型の 10 年確率式によるものとする。 

（4） 雨天時計画汚水量 

合流式下水道における雨天時計画汚水量は、計画時間最大汚水量と計画

雨水量を加えた量とする。 
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［解 説］ 

(１)  について 

合流式及び実験式を以下に示す。 

合 理 式 

Ｑ＝
1

360
・Ｃ・Ｉ・Ａ  

 

 

 

高槻中排水分区 

実験式(ビルクリー・チーグラー式) 

Ｑ＝Ｒ・Ｃ・Ａ・
S
A

4  

 

 

 

 

 

 

(２)  について 

流出係数は、工種別基礎流出係数をもとに、用途地域別流出係数について

決定する。さらに、用途地域別流出係数に基づき、各排水区別平均流出係数

を各排水区別用途地域面積による加重平均で求める。表－5.3.1、表－5.3.2に

工種別基礎流出係数及び、各排水区別平均流出係数を示す。 

 

 

表－5.3.1 工種別基礎流出係数 

工  種  別 流出係数 工  種  別 流出係数 工  種  別 流出係数 

屋   根 0. 85～0.95 水   面 1.00 こう配のゆるい山地 0.20～0.40 

道   路 0.80～0.90 間   地 0.10～0.30 こう配の急な山地 0.40～0.60 

その他の不透面 0.75～0.85 芝、樹木の多い公園 0.05～0.25   

 

 

 

 

 

備      考 

(1) 

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

         P.37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.3.1 

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

P.38 

 

 

Ｑ ： 計画雨水量 (m ３/ｓ) 

Ｃ ： 流出係数 

Ｉ ： 降雨強度 (㎜/hr) 

Ａ ： 排水面積  (ha) 

Ｑ ： 計画雨水量 (ｍ３/ｓ) 

Ｒ ： 降雨強度＝0.1667 ｍ３/sec/ha(60 ㎜/hr) 

Ｃ ： 流出係数＝0.55 

Ａ ： 排水面積 (ha) 

地表こう配 (高地 45‰・ 担地 3‰) 
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表－5.3.2 排水区別平均流出係数

 

 

 

（３） について 

１０年確率によるシャーマン型降雨強度式を以下に示す。 

 

I
t10 0 55

460
.  

 

 

 

 

・ 流入時間…雨水が排水区域の最遠隔の地点から管きょに流入するまで 

       の時間をいう。本市においては、10 分とする。 

・ 流下時間…最長距離を計画流量に対する流速（1.8 ｍ/sec）で除して求 

         めた区間ごとの時間をそれぞれ合計して求める。 

ここに 

Ｉ１０＝降雨強度 (㎜/hr) 

ｔ ＝流達時間（ｍｉｎ） 

  ＝流入時間＋流下時間 

備      考 

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

P.39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 

平成 23 年度 

高槻市都市計画下水

道事業計画書 

P.40 
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5.4 管きょ断面 

5.4.1 管きょの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

管きょは、用途に応じて内圧及び外圧に対して、十分に耐える構造及び材質の

ものを使用する。また、土質等による構造物、マンホールなど付近の不同沈下、又

は、地震対策を考慮して、可とう性継手の使用も考える必要がある。選定にあたっ

ては、流量､水質､布設場所の状況､外圧、内圧、継手の方法､管の性質、強度､形

状､工事費、来の維持管理等を十分考慮し、それぞれの特徴を活かして合理的に

選定する。代表的なものを参考までに表－5.4.1に示す。 

高槻市においては、標準としてリブ付硬質塩化ビニル管（PRP）、硬質塩化ビニ

ル管（VU）、鉄筋コンクリート管（HP）を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管きょには、一般に次のものを使用する。 

１） 鉄筋コンクリート管 

２） 現場打ち鉄筋コンクリート管きょ 

３） シールド工法で使用するセグメント 

４） 既製く（矩）形きょ 

５） 硬質塩化ビニル管 

６） 強化プラスチック複合管 

７） レジンコンクリート管 

８） ポリエチレン管 

９） ダクタイル鋳鉄管 

１０） 鋼  管 

備      考 

 

 

5.4.1 

下水道施設計画・ 

設計指針と解説  

（前編）    P.203,204 
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表－5.4.1 下水道協会規格一覧表 

記号 管    種 呼び径等 使用区分 摘    要 

Ａ－１ 下水道用 

鉄筋コンクリート管 

Ａ形 150～ 350 

Ｂ形 150～1350 

ＮＢ形 150～ 900 

Ｃ形 1500～3000  

ＮＣ形 1500～3000 

本管 外圧強さにより 1 種、2

種、3 種があり、管の継

手の水密性は 0.1MPa

である。 

標準管 800～300 中大口径推進

工法に用いら

れる鉄筋コンク

リート管 

外圧強さにより 1 種、2

種があり、コンクリートの

圧縮強度は50N/ｍ㎡と

70N/ｍ㎡とがある。 

Ａ－2 下水道推進工法用 

鉄筋コンクリート管 

中押管 1000～3000 中大口径推進

工法に用いら

れる鉄筋コンク

リート管 

外圧強さにより 1 種、2

種があり、コンクリートの

圧縮強度は 50N/ｍ㎡

である。 

Ａ－6 下水道 

小口径管推進工法用 

鉄筋コンクリート管 

標準管 200～ 700 

短管Ａ 200～ 700 

短管Ｂ 200～ 700 

小口径推進工

法に用いられ

る鉄筋コンクリ

ート管 

外圧強さにより 1 種、2

種があり、コンクリートの

圧縮強度 50N/ｍ㎡と

70N/ｍ㎡とがある。 

継手性能には 3種類の

ものがある。 

Ｋ－１ 下水道用硬質塩化ビ

ニル管 

直 管 75～ 600 

異形管 75～ 600 

本管、副管、

取付管、排水

設備 

ゴム輪受口 

接着受口 

Ｋ－2 下水道用強化プラス

チック複合管 

Ｂ 形 200～3000 

Ｃ 形 200～3000 

Ｄ 形 200～2400 

本管 

排水設備 

外圧強さにより 1 種、2

種がある。 

Ｋ－6 下水道推進工法用硬質

塩化ビニル管 

直 管 150～ 450 

異形管 150～ 450 

小口径推進工

法に用いられ

る塩化ビニル

管 

直管には SUS カラー

付、スパイラル継手付

の 2種類がある。 

Ｋ－13 下水道用リブ付硬質塩

化ビニル管 

直 管 150～ 450 

異形管 150～ 450 

本管 直管には片受けと両受

けがある。 

Ｋ－14 

 

下水道用ポリエチレ

ン管 

直 管 50～ 250 

異形管 50～ 300 

本管（圧送） 直管と各種異形管があ

る。 

G－1 下水道用ダクタイル

鋳鉄管 

Ⅰ 類 75～2600 

Ⅱ 類 300～1000 

本管（圧送） 

副管 

Ⅰ類は、接合方式が 10

形あり、直管と異形管に

区分される。 

備      考 

表－5.4.1 
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5.4.2 管きょの断面 

 

 

管きょの断面形は、主に円形を用いるが、水理条件や荷重条件、維持管理に応じ

て、矩形や馬てい形、卵形も用いるものとする（図－5.4.1）。 

 

 円  形 卵  形 く  形 開  きょ 

 

 

 

 

図－5.4.1 管きょ断面の種類 

 

いずれの形を採用するにしても、次の諸点を考慮して定める。 

1)  水理学上、有利である。 

2)  荷重に対して経済的である。 

3)  製造費が低廉である。 

4)  維持管理が容易である。 

5)  築造場所の状況に適応している。 

 

5.4.3 管径 

 

 

 

 

 5.4.4 流速及びこう配 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水管きょの断面形は、円形を標準とする。雨水は開きょを標準とする。 

最小管径は、汚水管きょにあっては PRP200 ㎜、雨水管きょ及び合流管管きょに

あたってはHP250 ㎜とする。 

流速は、一般的に下流に行くに従い漸増させ、こう配は下流に行くに従い次第

に緩くなるようにする。 

(１)  汚水管きょ 

汚水管きょにあっては、計画下水量に対し、原則として流速は、最小

0.6m/s、最大 3.0m/s とする。 

（2） 雨水管きょ及び合流管きょ 

雨水管きょ及び合流管きょにあっては、計画下水量に対し、原則として流速

は､最小 0.8m/s 、最大 3.0m/s とする。 

（3） 管径及びこう配の変更 

施工条件等により管径変更を行う場合は、実流速を計算し、こう配を決定す

る。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4.4 

下水道施設計画・ 

設計指針と解説 

（前編） 

P.202 
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［解 説］ 

(１)  について 

自然流下の場合、汚水管きょでは､沈殿物が堆積しないような流速を定めな

ければならない。このため、(１)のような流速の範囲とする。地表こう配がきつく、

管きょが急こう配となって最大流速を超すような結果になるときは、適当な間隔

で段差を設ける。ただし、管径が変わってもこの流速の範囲とする。 

 

(２)  について 

流速が大きいと、単に管路の損傷ばかりでなく、流水の流達時間が短縮され、

下流地点の流集量を大きくすることになるので注意を要する。 

なお、理想的な流速は、汚水管きょ、雨水管きょ及び合流管きょとも 1.0～1.8 

ｍ/s 程度である。 

こう配をきつくして流量を大きくすることは、過度に流速を大きくすることにな

る。そこで、管径別にこう配を標準化をすることが望ましい。 

 

(３)  について 

必要管口径に対して施工条件や占用条件から口径を大きくしなくてはならな

い場合がある。具体的には、 

① レキ径が大きいため、口径を大きくして推進する場合。 

② 立坑が中間に設けられないため、曲線推進又は長距離推進になり、必要

口径よりも大きくしなければならない場合。 

③ 河川等の占用条件で必要口径よりも大きくしなければならない場合。 

などが挙げられる。 

管きょを大きくした際には、こう配が増すため、上流の縦断が上がる可能性が

あるので上下流への接続が可能かどうかを判断する。又、縦断変更が不可

能な場合は、管内に管きょを設置したり、インバートをつけることなども検討す

る。 

 

5.4.5 断面の決定 

 

 

 

 

 

 

管きょ断面の決定に際し、以下の事項を考慮する。 

(１)  汚水管きょ 

計画時間最大汚水量に対して 

・ φ600mm 以下   100％ 

・ φ700～900mm   50％ 

・ φ1000 ㎜以上   25％ 

の余裕を見るものとする。 

(２)  雨水管きょ 

特別の場合を除いて余裕は考えない。 

備      考 
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5.5 流量計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[解 説] 

（１） について 

マニング式の粗度係数を表－5.5.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流量計算例と流量計算の留意事項を表－5.5.2～5.5.5に示す。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 流量計算式 

流量計算にはマニング式を用いるものとする。 

 

V
n
1 2 3 1 2・Ｒ ・Ｉ/ /

 

Ｑ＝Ａ・Ｖ 

 

 

 

 

(２)  管きょの有効水深 

流量の算定にあたって水深のとり方は断面形に応じて以下のとおりとする。 

・ 円形管…満流 

・ 矩形管…9割 

・ 開 きょ…8 割 

Ｖ ： 流速 (ｍ/s) 

ｎ ： 粗度係数 

Ｒ ： 径深 (A/P)ｍ 

Ａ ： 流水の断面積(ｍ 2) 

Ｐ ： 流水の潤辺長 (ｍ) 

Ｉ ： こう配 

Ｑ ： 流量 (ｍ３/sec) 

表－5.5.1 

管     種 粗 度 係 数 

鉄筋コンクリート管 0.013 

現場打ちボックスカルバート 0.013 

既製ボックスカルバート 0.013 

硬質塩化ビニル管 0.010 

強化プラスチック複合管 0.010 

レジンコンクリート管 0.010 

ポリエチレン管 0.010 
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(２) について 

ここで示す水深は、最大流量ではないが、安全を考えて断面の大きさを定

める。水理特性曲線(図－5.5.1、図－5.5.2)から、円形管においては水深が

93％のとき、矩形においては満管直前のときに最大流量となる。安全を考え

ると、円形管の場合は満流時、矩形の場合は 9 割水深を管きょの有効水深と

考えるのが適当である。開きょの場合は、計画流量を著しく下回るときは、余

裕高を 0.2H 以上とすることができる。 

水理特性曲線図の使用法については、縦軸は水深の割合を示し、横軸は

流速、流量の割合を示すものである。その使用例を円形管きょ及び矩形管き

ょについて以下に示す。 

１） 円形管きょ 

管径 2.00 ｍ、こう配 1.0‰、水深 0.80m、粗度係数ｎ＝0.013 の流水が

ある場合、その流速及び流量を求めるには、まず水深の割合は満流の水

深に対して（0.80/2.00＝0.40）であるから、図－5.5.5 の縦軸が 40％の点

を横軸に平行にたどり V 及び Q の曲線と交わる点を縦軸に平行に下に

たどるとそれぞれ 90％及び 33％が求まり、これが数表の値に対する割合

を示している。すなわち、管径2.00 ｍ、こう配1.0‰における流速V、流量

はQは、 

V＝1.532 ｍ/sec，Q＝4.813 ｍ
3
/sec 

であるから、求める流速 V’、流量 Q’は、 

V’＝1.532×0.90＝1.38ｍ/sec 

Q’＝4.813×0.33＝1.588ｍ
3
/sec 

となる。 

２） 矩形管きょ 

内径 3.50 ｍ×3.50 ｍ、まず水深の割合は満流の水深にたいして 43％

（1.50/3.50=0.43）であるから図－5.5.6 の縦軸が 43％の点を横軸に平行

にたどり V 及び Q の曲線と交わる点を縦軸に平行に下にたどるとそれぞ

れ 80％及び 37％が求まり、これが数表の値にたいする割合を示している。

すなわち、内径 3.50 ｍ×3.50 ｍ、こう配 1.0‰、粗度係数ｎ＝0.013 にお

ける流速 V、流量Qは、 

V＝2.631 ｍ/sec，Q＝29.007 ｍ
3
/sec 

であるから、求める流速 V’、流量 Q’は、 

V’＝2.631×0.80＝2.10ｍ/sec 

Q’＝29.007×0.37＝10.733ｍ
3
/sec 

となる。 

 

備      考 
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また、流量が与えられて水深を算出する場合には、上述の操作を逆に

行えばよい。 

矩形きょについて計算する場合は、管きょの断面形状によって水理特

性曲線図を使い分ける必要がある。 

なお、この曲線はマニング公式をもとにして作成されているが、実用上

はクッター公式の場合にも適用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.5.1  円形管の特性曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.5.2  正方形きょの特性曲線 

備      考 
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係
数
＝
０
．
５
４
 

Ａ
：
排
水
面
積
（
ｈ
ａ
）
 

Ｓ
：
地
表
こ
う
配
（
高
地
４
５
‰
・
平
坦
地
３
‰
）
 

③
 
汚
水
量
 
：
 
０
．
０
０
１
６
８
×
①
 
単
位
汚
水
量
×
追
加
面
積
＝
０
．
０
０
１
６
８
×
０
．
５
８
３
＝
０
．
０
０
１
０
 

④
 
総
水
量
 
：
 
②
＋
③
＝
０
．
０
７
９
０
＋
０
．
０
０
１
０
＝
０
．
０
８
０
 

⑤
 
計
画
下
水
管
き
ょ
の
大
き
さ
、
こ
う
配
 
：
 
総
水
量
④
を
流
下
さ
せ
ら
れ
る
管
き
ょ
の
大
き
さ
及
び
こ
う
配
を
縦
断
関
係
を
考
慮
し
な
が
ら
流
量
計
算
ま
た
は
流
量
表
に
よ
り
決
定
し
、
こ
の
場

合
の
流
量
、
流
速
を
記
入
し
て
お
く
。
 

 

⑤
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表
－
5
.5
.4
 
汚
水
き
ょ
流
量
表
の
一
例
 

都
 
 
 
 
 
市
 
 
 
 
 
名
 

処
 
 
 
理
 
 
 
区
 
 
 
名
 

処
 
 
理
 
 
分
 
 
区
 
 
名
 

流
 
 
 
速
 
 
 
公
 
 
 
式
 

粗
 
 
 
度
 
 
 
係
 
 
 
数
 

H
P
 

V
P
 

高
槻
市
 

高
槻
南
処
理
区
 

2-
2
処
理
分
区
 

V
n

R
I

/
/

1
2

3
1

2
 

0
.0
1
3 

0.
0
10
 

処
 
理
 面
 
積
 

延
長
 

流
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
量
 

計
 
 
 
 
 
 
画
 
 
 
 
 
 
下
 
 
 
 
 
 
水
 
 
 
 
 
 
管
 
 
 
 
 
 
き
ょ
 

管
 
底
 
高
 

地
 
盤
 
高
 

土
 
被
 
り
 

各
線
 
追
加
 
各
線
 
家

庭
 

汚
水
量
 

工
場
 

排
水
量
 

そ
の
他
 

汚
水
量
 
総
水
量
 
断

面
 
こ
う
配
 
流

速
 
流

量
 
起
点
 
終
点
 
起
点
 
終
点
 
起
点
 
終
点
 

管
記
号
 

ha
 

h
a 

m
 

m
3
/s
ec
 
m
3 /
se
c 
m
3 /
se
c 
m
3 /
se
c 

ｍ
ｍ
 

％
 

m
/
se
c 
m
3 /
se
c 

m
 

m
 

m
 

m
 

m
 

m
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1  

 

0
.2
2
7 

 

0
.2
2
7 

 

8
8.
0
0 

 

0
.0
0
04
 

 
 

 
 

 
20
0V
P
 

 

3
.0
0
 

 

0.
7
43
 

 

0.
0
23
 

 

5
.9
6
0 

 

5
.6
9
6 

 

7.
4
1 

 

7.
3
8 

 

1.
2
5 

 

1.
4
8 

 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

  

  

 
 

 
 

2  

 

0
.0
6
3 

 

0
.2
9
0 

 

2
9.
0
0 

 

0
.0
0
05
 

 
 

 
 

 
20
0V
P
 

 

3
.0
0
 

 

0.
7
43
 

 

0.
0
23
 

 

5
.6
9
6 

 

5
.6
0
9 

 

7.
3
8 

 

7.
3
3 

 

1.
4
8 

 

1.
5
2 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3 a 

 

0
.1
6
8 

 0
.1
6
8 

 

7
8.
0
0 

 

0
.0
0
03
 

 
 

 
 

 
20
0V
P
 

 

3
.0
0
 

 

0.
7
43
 

 0
.0
23
 

 

6
.0
0
0 

 

5
.7
6
6 

 

7.
4
5 

 

7.
3
3 

 

1.
2
5 

 

1.
3
6 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

3  

 

0
.0
0
1 

①
 

0
.4
5
9 

 

7.
0
0 

②
 

0
.0
0
07
 

 
③
 

0.
0
00
4 

④
 

0.
0
01
 

 

 
20
0V
P
 

 

3
.0
0
 

⑤
 

0.
7
43
 

⑥
 

0.
0
23
 

 

5
.6
0
9 

 

5
.5
8
8 

 

7.
3
3 

 

7.
3
5 

 

1.
5
2 

 

1.
5
6 

 認
可
外
流
入
 
A
=
0.
2
30
ha
 

 

［
流
量
計
算
の
手
順
］
 

①
 
追
加
面
積
 
：
 
０
．
２
９
０
＋
０
．
１
６
８
＋
０
．
０
０
１
０
＝
０
．
４
５
９
 

②
 
家
庭
汚
水
量
 
：
 
０
．
０
０
１
６
３
×
①
 
単
位
汚
水
量
×
追
加
面
積
＝
０
．
０
０
１
６
３
×
０
．
４
５
９
＝
０
．
０
０
０
７
 

③
 
そ
の
他
汚
水
量
 
：
 
０
．
０
０
１
６
３
×
０
．
２
３
０
＝
０
．
０
０
０
３
７
＝
そ
の
他
の
単
位
汚
水
量
×
追
加
面
積
＝
０
．
０
０
１
６
３
×
０
．
２
３
＝
０
．
０
０
０
４
 

④
 
総
水
量
 
：
 
②
＋
③
＝
０
．
０
０
０
７
＋
０
．
０
０
０
４
＝
０
．
０
０
１
 

⑤
 
計
画
流
速
 
：
 
Ｖ
＝
１ ｎ
・
Ｒ

・
Ｉ

＝
１

０
．
０
１
０
×
０
．
０
５

×
０
．
０
０
３

＝
０
．
７
４
３

２
／
３

１
／
２

２
／
３

１
／
２

 

⑥
 
計
画
流
量
 
：
 
Ａ
・
Ｖ
＝
０
．
０
３
１
４
×
⑤
 
 
追
加
面
積
×
⑤
＝
０
．
０
３
１
４
×
０
．
７
４
３
＝
０
．
０
２
３
 

⑦
 
計
画
下
水
管
き
ょ
の
大
き
さ
、
こ
う
配
 
：
 
総
水
量
④
に
余
裕
（
１
０
０
％
）
を
見
込
み
、
下
水
量
（
０
．
０
０
２
ｍ
３
/
s）
を
流
下
さ
せ
ら
れ
る
管
き
ょ
の
大
き
さ
及
び
こ
う
配
を
縦
断
関
係
を
考
慮

し
な
が
ら
流
量
計
算
ま
た
は
流
量
表
に
よ
り
決
定
し
、
こ
の
場
合
の
流
量
、
流
速
を
記
入
し
て
お
く
。
 

･ 
実
流
速
の
検
討
 

水
理
特
性
曲
線
よ
り
 

流
量
式
＝
Ｑ
’ Ｑ
④ ⑥
＝
０
．
０
４
 

Ｖ
’
＝
０
．
４
９
×
Ｖ
＝
０
．
４
９
×
０
．
７
４
３
＝
０
．
３
６
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表
－
5
.5
.5
 
雨
水
き
ょ
流
量
表
の
一
例
 

都
 
 
 
市
 
 
 
 
名
 

排
 
 
水
 
 
区
 
 
名
 

流
 
出
 量
 
計
 算
 
式
 

平
 均
 
流
 出
 
係
 数
 

降
 
 
雨
 
 
強
 
 
度
 

流
 
入
 時
 
間
 

流
 
 
速
 
 
公
 
 
式
 

粗
 
度
 
係
 
数
 

高
槻
市
 

高
槻
南
排
水
区
 

1
-
1
排
水
区
分
 

Q
C

I
A

1 36
0

 
C
=0
.5
0
 

I
t46

0
0

55.
 

t=
10
分
 

V
n

R
I

/
/

1
2

3
1

2
 

0.
0
13
 

排
水
面
積
 

管
き
ょ
延
長
 

流
達
時
間
 

流
 
 
 
 
 
 
出
 
 
 
 
 
 
量
 

計
 
 
 
 
画
 
 
 
 
下
 
 
 
 
水
 
 
 
 
管
 
 
 
 
き
ょ
 

管
底
高
 
地
盤
高
 
土
覆
 

各
線
 
追
加
 
各
線
 
最
長
 
平
均
 

流
速
 

流
達
 

時
間
 
h
a
当
 
流
出
 

係
数
 
水

量
 
そ
の
他
 

水
量
 
総
水
量
 

断
 
 
 
 
面
 

こ
う
配
 
流
速
 
流
量
 
起
点
 

終
点
 

起
点
 

終
点
 

起
点
 

終
点
 

管
記
号
 

ha
 

ha
 

m
 

m
 

m
/s
ec
 

m
in
 

m
3 /
se
c 

―
―
 
m
3
/s
ec
 
m
3
/s
ec
 
m
3
/s
ec
 

m
m
 

％
 

m
/
se
c 
m
3
/s
ec
 

m
 

m
 

m
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1  

 

0
.3
4
4 

 

0
.3
4
4 

 

74
.0
0
 

 

7
4.
0
0 

 

1
.8
00
 

 

1
0.
5
 

 

0.
3
50
6 

 

0.
5
0 

 

0
.0
6
03
 

 
 

0
.0
60
 

 
8
15
0×
6
55
0 

×
1
85
0C
 

 

0.
5
6 

 

1
.0
2
5 

 

1
1.
4
75
 

5
.5
4
8 

5
.5
0
7 

7.
8
4 

7.
6
2 

 
 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2 a 

 

1
.1
3
6 

 

1
.1
3
6 

 

14
1.
0
0 

 

14
1.
0
0 

 

1
.8
00
 

 

1
1.
0
 

 

0.
3
41
7 

 

0.
5
0 

 

0
.1
9
41
 

 
 

0
.1
94
 

 

 
60
0×
6
00
 
 
B
 

 

2.
0
0 

 

0
.8
0
5 

 

0
.2
3
2 

6
.7
9
0 

6
.5
0
8 

7.
3
9 

7.
5
8 

 
 

2 b 

 

0
.8
1
7 

 

1
.9
5
3 

 

11
4.
0
0 

 

25
5.
0
0 

 

1
.8
00
 

 

1
2.
0
 

 

0.
3
25
8 

 

0.
5
0 

 

0
.3
1
81
 

 
 

0
.3
18
 

 

 
10
00
×
95
0 
 B
 

 

5.
0
0 

 

1
.7
6
7 

 

1
.3
4
3 

6
.3
6
5 

5
.7
9
5 

7.
5
8 

7.
6
2 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2  

 

2
.7
0
5 

①
 

5
.0
0
2 

 

37
0.
0
0 

②
 

62
5.
0
0 

 1
.8
00
 

③
 1
5.
5
 

④
 

0.
2
83
0 

 

0.
5
0 

⑤
 

0
.7
0
78
 

 

 

 0
.7
08
 

 
8
15
0/
65
50
 

×
1
85
0C
 

 

0.
5
6 

 

1
.0
2
5 

 

1
1.
4
75
 

5
.5
0
7 

5
.3
0
0 

7.
6
2 

7.
5
0 

  

 

 

［
流
量
計
算
の
手
順
］
 

①
 
追
加
面
積
 
：
 
０
．
３
４
４
＋
１
．
９
５
３
＋
２
．
７
０
５
＝
５
．
０
０
２
 
（
地
区
外
流
入
分
は
、
そ
の
他
の
水
量
で
表
示
す
る
の
で
、
こ
の
欄
で
は
合
流
し
な
い
。
）
 

②
 
管
き
ょ
延
長
（
最
長
）
 
：
 
２
５
５
．
０
０
＋
３
７
０
．
０
０
＝
６
２
５
．
０
０
 
（
当
該
管
記
号
に
流
入
す
る
系
統
の
う
ち
最
長
ル
ー
ト
の
追
加
延
長
に
当
該
延
長
を
加
え
る
。
）
 

③
 
流
達
時
間
 
：
 
②
÷
１
．
８
÷
６
０
＋
１
０
．
０
＝
１
５
．
７
８
≒
１
５
．
５
 
 
最
長
延
長
を
計
画
流
量
に
対
す
る
流
速
（
V
＝
1
.8
ｍ
/
ｓ）
で
除
し
て
、
流
下
時
間
を
求
め
、
こ
れ
に
流
入
時
間
（
１
０

分
）
を
加
え
た
も
の
を
０
．
５
分
単
位
で
切
捨
て
る
。
 

④
 
雨
水
量
ｈ
ａ
当
り
 
：
 
１
３
６
０
×
Ｉ
×
４
６
０

③
＝
１
３
６
０
×

４
６
０

１
５
．
５

＝
０
．
２
８
３
０

０
．
５
５

０
．
５
５

 

⑤
 
総
流
出
水
量
 
：
 
④
×
流
出
係
数
×
①
＝
０
．
２
８
３
０
×
０
．
５
０
×
５
．
０
０
２
＝
０
．
７
０
７
８
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5.6 管きょの保護及び基礎 

5.6.1 管きょの保護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[解 説] 

（1） について 

現場打ちを除く管きょは、一定の荷重条件によって製造されているので、そ

の条件を超えて安全率が低下する場合は、コンクリートまたは鉄筋コンクリート

で巻立てて、外圧に対して管きょを保護する。 

 

（2） について 

管きょの内面が摩耗､腐食等によって損傷する恐れのあるときは、耐摩耗性､

耐食性及び耐薬品性に優れた管を使用するか、合成樹脂､モルタルなどによ

るライニングを行う必要がある。腐食に対する保護材料には、モルタル、れき

（瀝）青材、合成樹脂、ステンレス鋼板（SUS 304）等がある。 

なお、鋼管及びダクタイル鋳鉄管を電車軌道や変電設備の周辺に布設する

場合、迷走電流の影響を受けることがあるので、絶縁被覆､絶縁継手等を施す。

また、状況によっては、電気防食を図る必要がある。 

 

（3） について 

管きょ周辺の地盤、あるいは開削工法の埋戻し土が液状化する恐れのある

場合は、液状化の判定を行い、液状化対策を施す。 

備      考 

5.6.1 

下水道施設設計・

設計指針と解説（前

編）     P.220 

 

管きょの保護は、次の各項を考慮して定める。 

(１)  外圧への対応 

土圧及び上載荷重が管きょの耐荷力を超える場合は必要に応じてコンクリ

ートまたは鉄筋コンクリートで巻立て、外圧に対応する。 

(２)  摩耗、腐食等に対する保護 

管きょの内面が摩耗､腐食等によって損傷する恐れのあるときは、耐摩耗性､

耐腐食性等に優れた材質の管きょを使用するか、管きょの内面を適切な方法

によってライニングまたはコーティングを施す。 

(３)  地震時における対策 

地震時に液状化の恐れがある場合は、適切な埋戻し方法を選定する。 

(４)  軌道下を横断する場合、または河川を横断する場合 

各管理者との協議により防護の仕様を決定する。 
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5.6.2 管きょの基礎 

 

 

 

 

［解 説］ 

管きょの基礎は､使用する管きょの種類､土質､地耐力､施工方法、荷重条件、

埋設条件等によって定めるが、工費に著しく影響するので、管きょの耐久性と合

わせて経済性についても十分に検討し、適切なものを選択する。剛性管きょの基

礎工を図－5.6.1 に、可とう性管きょの基礎工を図－5.6.2 に、管の種類と基礎に

ついて表－5.6.1～5.6.2に示す。 

 

 砕石基礎 コンクリート基礎 

 

 

 

 

 

図－5.6.1 剛性管きょの基礎工の種類 

 

 

 砕石基礎  砂基礎 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.6.2 可とう性管きょの基礎工の種類 

 

管きょの基礎は、管きょの種類、形状、土質等を考慮して定めるが、原則として砂

基礎、砕石基礎及びコンクリート基礎とする。 

備      考 

5.6.2 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

P.222 

標準構造図参照 

構造設計編参照 

砂 

遠心力鉄筋 

コンクリート管 

遠心力鉄筋 

コンクリート管 

硬質塩化ビニル管 

リブ付硬質塩化ビニル管 

 

リブ付硬質塩化ビニル管 
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１） 剛性管きょの基礎 

剛性管きょには、条件に応じて、砂､砕石、必要に応じてコンクリート基礎を施す。 

① 砕石基礎 

比較的地盤がよい場所に採用する。砂または細かい砕石等を管きょ外周（下

部）に満遍なく密着するように締め固めて管きょを支持する。この基礎が管きょに

接する幅（または支承角）によって管きょの補強効果は異なり、支承角が大きいほ

ど耐荷力は増す。また、管きょの基床厚は、最小 100 ｍｍとする。 

管きょの設置地盤が岩盤の場合は､必ずこの形式の基礎とする必要があり､そ

の場合の基床厚は､多少、前記よりも厚めとするほうが安全である。 

② コンクリート及び鉄筋コンクリート基礎 

地盤が軟弱な場合や管きょに働く外圧が大きい場合に採用する。 

なお、最小の基床厚は①に準じる。 

２） 可とう性管きょの基礎 

可とう性管きょの基礎は、原則として自由支承の砂または砕石基礎とする。基床

厚は最小 100 ｍｍとする。 

備      考 

表－5.6.1～5.6.2 

下水道施設計画・

設計指針と解説 

P.222 

表－5.6.1 管の種類と基礎 

地 盤 

 

管 種 

硬質土及び普通土 軟 弱 土 極軟弱土 

 鉄筋コンクリート管 

レジンコンクリート管 

砂基礎 

砕石基礎 

コンクリート基礎 

 

コンクリート基礎 鉄筋コンクリート

基礎 

硬質塩化ビニル管 

ポリエチレン管 
砂 基 礎 

強化プラスチック複合管 
砂 基 礎 

砕石基礎 

砂 基 礎 
 

ダクタイル鋳鉄管 

鋼   管 
砂 基 礎 砂 基 礎 砂 基 礎 

注 1. 岩盤に布設する場合は、応力を均等に分布できる構造となる基礎とする｡ 

  2. 地盤の区分を例示すると、表－5.6.2のとおりである。 

表－5.6.2 地盤の区分例 

地  盤 代 表 的 な 土 質 

硬 質 土 硬質粘土、れき混り土及びれき混り砂 

普 通 土 砂､ローム及び砂質粘土 

軟 弱 土 シルト及び有機質土 

極軟弱土 非常に緩い、シルト及び有機質土 

剛

性

管 

可

と

う

性

管
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5.7 管きょの接合及び継手 

5.7.1 管きょの接合 

 

 

 

 

［解 説］ 

管きょの設計においては、管きょの方向､こう配又は管きょ径の変化する箇所及

び管きょの合流する箇所には、マンホールを設ける。 

また、管きょ内の流水を水理学的に円滑に流下させることが肝要であり、流水の

衝突､著しい渦流や乱流等を起こすと損失水頭が多くなって流下能力が阻害され

る。特に、合流点又は地表こう配が急激に変化する場合には、接合方法を誤るとマ

ンホールから下水が噴出するなど、思わぬ被害を与えることがあるので、十分に注

意しなければならない。 

 

管きょの接合方法には、以下の 4つがある（図－5.7.1）。 

各接合方法の特徴は、次のとおりである。 

１） 水面接合 

水理学的に､おおむね計画水位を一致させて接合するので、よい方法であ

る。 

２） 管頂接合 

流水は円滑となり水理学的には安全な方法であるが、管きょの埋設深さを増

して工費がかさみ、ポンプ排水の場合にはポンプの揚程が増す。 

３） 管中心接合 

水面接合と管頂接合との中間的な方法であって、計画下水量に対応する水

位の算出を必要としないので、水面接合に準用されることがある。 

４） 管底接合 

掘削深さを減じて工費を軽減でき、特にポンプ排水の場合は有利となる。し

かし、上流部において動水こう配線が管頂より上昇する恐れがある。 

選定にあたっては排水区域内の路面の縦断こう配、他の埋設物、放流河川

の水位及び管きょの埋設深さ、接合部における損失水頭等を検討し、やむを得

ない場合を除き原則として水面接合又は管頂接合とするのがよい。 

 

 

 

 

管きょ径が変化する場合又は 2 本以上の管きょが合流する場合の接合方法は､

原則として管頂接合とする。 

備      考 
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図－5.7.1 管きょの接合 
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5.7.2 流域下水道との接合 

 

 

 

 

［解 説］ 

図 5.7.2 に示す接合を行うこと。 

① 流域下水道管へ接続する場合は、管中心接合とする。 

② 流域下水道マンホールへ接線する場合は、流域下水道マンホールと流域下

水道管きょを接続する管きょよりも上に流入させる。 

なお、流域接続については、計画課を通じて流域下水道管理者と協議を行うこと。 

 

 

図－5.7.2 流域下水道との接合方法 

 

流域下水道との接合は、管接合の場合は管中心接合、マンホール接合の場合

は、流入管より上に接合する。 

備      考 

 

 

市設置マンホール 

管接合の場合 

流域下水道 

マンホール接合の場合 

流域下水道 
市設置管

これより上へ接合 
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5.7.3 管きょの継手 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(１)  について 

継手は､基礎工とともに、土質の良否及び地下水位に適応するものを選択し､

施工上においても管種及び継手の構造に応じて正確、かつ、入念な接合を行

い､常に水密性であるとともに、耐久性のあるものでなければならない。 

さらに、耐震性を考慮しその対策を必要とする場合は、可とう性継手、抜け出

し防止用継手等の使用を検討する。 

 

（２） について 

マンホールなどの構造物と管きょとの接続部分において､不同沈下等による

偏荷重により管の損傷事故を起こすことがある。このような事態が想定される場

合には、可とう性の継手の使用を考慮する必要がある。 

検討事項としては、 

① 耐震性を特に必要とするかどうか 

② 宅地造成等における盛土区域の地盤の安定性 

③ 軟弱地盤等におけるマンホールと管きょとの不同沈下 

④ 管きょの重要性 

などがあげられる。 

対応策としては､可とう性管きょ、マンホール用可とう継手､短管の使用等が

あるほかシールド工事における可とう性セグメントの使用がある。 

なお、採用にあたっては可とう性､水密性､耐久性､施工性､経済性等を十分

検討しなければならない。 

 

       本市は、開削工法、推進工法に関わらずマンホールと管きょの接続部にマン

ホール用可とう継手を設置する。 

備      考 

5.7.3 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.232 

（１）  管きょの継手は、水密性及び耐久性のあるものとする。 

（２） 軟弱地盤等において、マンホールなどの剛性の高い構造物と管きょを接続

する場合には、必要に応じて可とう性の継手を用いる。 
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5.8 マンホール 

5.8.1 マンホールの配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） について 

マンホールは、管きょ内の維持管理（点検、調査、清掃、改築・修繕）のために必

要な施設であり、管きょの接合及び会合のために設置するものである。また、マン

ホールによって管きょ内の換気を図ることもできる。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

(2) 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.237 

（１） 配置 

マンホールは維持管理のうえで必要な箇所、管きょの起点及び方向、又はこう

配が著しく変化する箇所、管きょ径等の変化する箇所、段差の生ずる箇所、管き

ょの会合する箇所に必要に応じて設ける。 

（２） マンホールの設置間隔 

管きょの直線部のマンホール最大間隔は、管きょ径によって表－5.8.1 を標準

とする。 

 

 

 

 

（３） マンホールの設置を避ける場所 

次の箇所については、設置を避けることを原則とする。 

・ 玄関前 

・ 水道、ガス管のバルブ，水取弁付近 

・ 交差点（中央部） 

（４） 起点マンホールの設置位置 

起点マンホールの設置については､汚水ますの位置を決め、その末端の取

付管箇所から上流 1.0 ｍ程度を起点として計画する（図－5.8.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.8.1 起点マンホールの位置 

表－5.8.1 マンホールの管きょ径別最大間隔 

管きょ径（mm） 600 以下 1,000 以下 1,500 以下 1,650以上 

最大間隔（m） 75 100 150 200 

取付管 

1.0 ｍ程度 

起点 

マンホール

本管 
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（２） について 

マンホールは、管きょの直線部においても、できるだけ多く設置することが維持管

理のうえで便利であるが、工事費がかさみ、施工も煩雑になることから、マンホール

の管きょ径別最大間隔は表－5.8.1 を標準とする。また、管きょ清掃作業に機械力

を十分に活用できる場合は、管きょ径 600mm 以下でも表－5.8.1 によらず、マンホ

ール間隔を延伸することも可能である。 

一方、清掃用車両が進入できないような狭い道路や歩行者専用道路での清掃

作業（ホース引き作業）等は､人力による場合があるため、このような場合は、作業

効率をよくする目的から、特例的にマンホール間隔を最大 30 程度とする場合もあ

る。 

 

（３） について 

マンホールの設置箇所については、施工及び通行上支障とならない箇所とする。

車庫前については、マンホール設置可能である。 

 

（４） について 

取付管からの排水が､マンホール及び管きょ内での作業に支障を来さないように、

取付位置より上流１．０ｍ程度に起点マンホールを設ける。原則としてマンホールに

は、取付管は接続しないこと。 

 

5.8.2 標準マンホールの種類及び構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.8.2 

標準構造図参照 

 

標準マンホールの種類及び構造について以下に示す。 

（１） 標準マンホールは表－5.8.2、5.8.3に示すものとする。 

（２） 蓋は、丸型デザイン（高槻市型）鋳鉄製を標準とする。 

（３） 足掛け金物はステンレス型（SUS403）ビニール被覆とし、30 ｃｍ間隔で側壁

に設けるものとする。 

（４） 蓋は、Ｔ－14 用とＴ－25 用があり、設置場所により使い分けるものとする。 

Ｔ－25：国道及び府道、都市計画道路の車道、バス路線に使用 

Ｔ－14：その他に使用 

（５） インバート 

インバートは流出管の管径及びこう配に合わせること。 
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図－5.8.2 マンホール選定フロー 

備     考 

 

 

 

組立0 号マンホール 
Yes No 

B 

内径 300mm 以下 

の中間点 

Yes 

Yes 

No 

No 

組立 Y号マンホール 
Yes No 

塩ビマンホール 

組立だ円マンホール 

組立0号マンホール 
内径 400mm以下の起点 

マンホール及び中間マンホー

※ Yes 

Yes 

使用管径 

内径 500mm 以下の中間点 

並びに 

内径 400mm 以下の会合点 

組立1号マンホール 

設置可能か？ 
組立1号マンホール 

Yes 

A  へ 
No 

内径 800mm 以下の中間点 

並びに 

内径 500mm 以下の会合点 

No 

No 

Yes 

内径 1100mm 以下の中間点 

並びに 

内径 700mm 以下の会合点 

現場打ちﾏﾝﾎｰﾙ 

または 

特殊ﾏﾝﾎｰﾙ 

No 

組立 2号マンホール 

設置可能か？ 組立2号マンホール 
Yes 

No 

Yes 組立 3号マンホール 

設置可能か？ 
組立3号マンホール 

Yes 

No 

内径 400mm以下の中間点 

並びに 

内径 250mm以下の会合点 

A 

B  へ 
No 

組立 0号マンホール 

設置可能か？ 

組立だ円マンホール 

設置可能か？ 

組立 Y号マンホール 

設置可能か？ 

※ 使用管径は推進工法用鉄筋コンクリート管を基本としている。塩ビ管等を使用する場合は、ヒ

ューム管外径と同等の外径の管を使用できる。 

No 

国道及び府道？ 小型レジンマンホール 
Yes 
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表－5.8.2 組立マンホールの形状別用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.8.3 現場打ちマンホールの形状別用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[解 説] 

(1)について 

1) 塩ビマンホールについては、保護蓋を設置すること。 

備     考 

 

表－5.8.3 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.240 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.8.3 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.244,245 

呼 び 方 形 状 寸 法 用        途 

1 号マンホール 内 径    90 ｃｍ  円 形 管の起点及び内径 600 ｍｍ以下の管の中

間点並びに内径 450 ｍｍまでの管の会合

点。 

２号マンホール 内 径   120 ｃｍ  円 形 内径 900 ｍｍ以下の管の中間点及び内径

600 ｍｍ以下の管の会合点。 

３号マンホール 内 径   150 ｃｍ  円 形 内径 1,200 ｍｍ以下の管の中間点及び内

径 800 ｍｍ以下の管の会合点。 

４号マンホール 内 径   180 ｃｍ  円 形 内径 1,500 ｍｍ以下の管の中間点及び内

径 900 ｍｍ以下の管の会合点。 

５号マンホール 内のり 210×120 ｃｍ 角形 内径 1,800 ｍｍ以下の管の中間点。又は

最大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会

合点。 

６号マンホール 内のり 260×120 ｃｍ 角形 内径 2,200 ｍｍ以下の管の中間点。又は

最大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会

合点。 

７号マンホール 内のり 300×120 ｃｍ 角形 内径 2,400 ｍｍ以下の管の中間点。又は

最大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会

合点。 

呼 び 方 形 状 寸 法 用        途 

小型 

マンホール 

内 径   30 ｃｍ   円形 設置場所や地下埋設物の制約等で組立1号マンホ

ールを設置することができない場合。 

組立Ｙ号 

マンホール 

内 径   60 ｃｍ   円形 設置場所や地下埋設物の制約等で組立１号マンホ

ールを設置することができない場合。 

組立楕円 

マンホール 

楕 円   60 ｃｍ×90 ｃｍ 設置場所や地下埋設物の制約等で組立１号マンホ

ールを設置することができない場合。 

組立０号 

マンホール 

内 径   75 ｃｍ   円形 組立1 号マンホールを設置することができない場

合で内径400 ｍｍ以下の管の中間点並びに内径

250ｍｍまでの管の会合点。起点マンホール。 

組立１号 

マンホール 

内 径   90 ｃｍ   円形 内径 500 ｍｍ以下の管の中間点並びに内

径 400 ｍｍ以下の管の会合点。 

組立２号 

マンホール 

内 径  120 ｃｍ   円形 内径 800 ｍｍ以下の管の中間点及び内径

500 ｍｍ以下の管の会合点。 

組立３号 

マンホール 

内 径  150 ｃｍ   円形 内径 1,100 ｍｍ以下の中間点及び内径

700 ｍｍ以下の管の会合点。 

注）用途欄の内径は、推進工法用鉄筋コンクリート管を接続した場合を設定。塩ビ管の場合は、ヒ

ューム管と同等の外径まで使用可能である。 
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2) 管きょを接続するための削孔径は、管の外径によって異なり、管接続の削

孔同士の間隔（残り代）は内面側で 10cm 以上確保することが望ましい（図－

5.8.3）。確保できない場合には、防護コンクリートなどによる措置が必要であ

る。 

3) 組立マンホールの形状別用途欄にある内径は、推進工法用鉄筋コンクリー

ト管を基本としているため、原則として該当するヒューム管管外径からマンホ

ール種別を選定すること。 

4) 組立マンホールは、接続部の水密性及び埋設深さ（側方曲げ強さ）により、

Ⅰ種及びⅡ種に区分されている。Ⅰ種とⅡ種の使い分けは、マンホールの上

部から下部まで同一種とする必要は無く、部材の設置する深さによって組合

わせて使い分けるのが望ましい。 

   なお、Ⅰ種とⅡ種の一般的な使用条件における適用深さは、Ⅰ種 5m、Ⅱ

種 10m となる。 

 

 

図－5.8.3  削孔間隔 

 

備      考 

2） 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.239 

 

 

 

 

4） 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.239 

下水道用鉄筋コン

クリート製組立マン

ホール 

JSWAS A-11_2005 

P.19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80



5.8.3 特殊マンホール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[解 説] 

特殊マンホールは、大深度マンホール、高落差マンホール及び階段マンホー

ル等がある。 

１） 大深度マンホール 

埋設深が深い管きょのマンホールや上下流管の落差が大きいマンホールが

ある。 

２） 高落差マンホール 

① 雨水管きょについては、一時的に大流量となることから、落差にかかわら

ず階段マンホールとすることを原則としている。 

② 汚水きょについては、常時流下することから、特に対策を慎重に検討し

なければならない。 

③ 汚水管きょの落差処理の方法として考えられるものは以下のとおりであ

る。 

i ) 小流量の場合…落差にかかわらず副管処理 

ii ) 中流量の場合…落差小     副管処理 

 落差大      たな式減勢工 

iii ) 大流量の場合…落差小     階段マンホール 

 落差大      たな式減勢工 

 らせんマンホール 

 跳水式減勢工 

 その他 

特殊マンホールとは、表－5.8.4 に示すものと、大深度マンホール及び高落差マ

ンホールとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.8.4 特殊マンホールの形状別用途 
呼 び 方 形 状 寸 法 用        途 

特 1 号 

マ ン ホ ー ル 
内のり  60× 90 ｃｍ  円形 

土かぶりが特に少ない場合、他の埋設物等の関係

等で1号マンホールが設置できない場合。 

特 2 号 

マ ン ホ ー ル 
内のり  120×120 ｃｍ 角形 

内径1,000mm以下の管の中間点で、円形

マンホールが設置できない場合。又は最

大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会合

点。 

特 3 号 

マ ン ホ ー ル 
内のり  150×120 ｃｍ 角形 

内径1,200mm以下の管の中間点で、円形

マンホールが設置できない場合。又は最

大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会合

点。 

特 4 号 

マ ン ホ ー ル 
内のり  180×120 ｃｍ 角形 

内径1,500mm以下の管の中間点で、円形

マンホールが設置できない場合。又は最

大内径1,000ｍｍ（流入角度90°）の会合

点。 

備      考 

表－5.8.4 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.245 
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5.8.4 マンホールブロック立ち上がり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

既製のブロックを積んで構築する場合、ブロックの強度から、かなりの高さまでブ

ロックを積むことが可能であるが、地下水位の高い場合又は近接工事､地震等の影

響で長年月の間に継目から漏水する場合がある。 

 

 

5.8.5 中間スラブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホール上部の高さは、原則として、最大 2.0 ｍとするが、将来、流入管が取り

付けられることや高い地下水位のことも考慮して、道路管理者と協議のうえ、マンホ

ール上部の高さを決める（図－5.8.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.8.4  マンホールブロック立ち上がり高さ 

深い特殊マンホールの場合は、維持管理上の安全面を考慮して、最大 5 ｍごと

に中間スラブを設ける（図－5.8.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.8.5 中間スラブ高 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.8.5 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.250 

最大 2.0 ｍ 
流入管 

5.0 ｍ以内 

中間スラブ 
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［解 説］ 

① 中間スラブを設けて、流入管や副管などに支障を来たす場合は設けないも

のとする。 

② 中間スラブの開口部は、600 ｍｍを標準とする。なお、将来､副管を取り付け

ることがあるならば、その取付位置や管きょの大きさ等を勘案する。又、流入管

と中間スラブとの差は 150 ｍｍ以上の段差を設けること。 

 

 

5.8.6 副管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

(1)  副管は、マンホール内での点検や清掃作業を容易にするとともに、流水によ

るマンホールの底部、側壁等の摩耗を防ぐ役割をもつ。また、副管は、理想的に

は晴天時汚水量の汚水量を流下させることができる大きさが望ましいが、構造的

に困難な場合は、できるかぎり大きな径のものとする（表－5.8.5）。 

(2) 副管は、原則としてマンホールの外側に設置するが、施工上の都合でマンホ

ールの内側に設置することもある。ただし、維持管理上のスペースを考慮し、基

本的にコンパクト型内副管を使用する。 

(3) 流入管が急こう配のとき、副管に流下せず、直接マンホール内に流出する場合

がある。マンホールの摩耗や維持管理上の問題となるため、適切な構造を検討す

る必要がある。 

 

 

 

 

 

(1) 副管は、原則的に次のような段差がマンホール部で生じる場合に外副管を使

用するものとする。 

① 分流汚水 … 0.6 ｍ以上 2.0 ｍ以下 

② 合    流 … 0.6 ｍ以上 3.8 ｍ以下 

③ 分流雨水 … 使用しない 

(2) 上記の範囲を越える場合や、外副管が設置できない場合などは内副管を使用

できる。 

(3) 流入管が急こう配の場合は、副管に流入しないことがあるので、副管処理の検

討を行う。 

備      考 
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5.8.7 マンホールの保護 

 

 

 

［解 説］ 

流入管が急こう配になると、マンホール内の壁面に水流がぶつかるため、一部に

御影石平板や鋼板、硬質ゴム等をマンホール内面の一部に施し、水流によるマン

ホール内の摩耗を防止することが目的である。 

 

 

 

備      考 

表－5.8.5 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

P.251 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホールの流入管が急こう配になる場合には、御影石平板や鋼板，硬質ゴム

等でマンホール内を保護する。 

表－5.8.6 副管使用例 

副     管     径  （ｍｍ） 
本管径（ｍｍ） 

分流式下水道 合流式下水道 

150 100 － 

200 150 150 

250 200 200 

300 200 200 

350 200 200 

400 200 200 

450 250 250 

500 別途考慮 250 

600 別途考慮 300 

700 以上 別途考慮 別途考慮 
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5.9 ますと取付管 

5.9.1 ますの位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水ますの位置及び配置については、以下に示すことを原則とする。 

（１） 一般用汚水ます 

１） 設置位置 

道路との境界（官民境界）より 1 ｍ以内（ますの中心まで）の設置可能な場所

で維持管理に支障をきたさない位置とする（図－5.9.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.9.1 汚水ます設置位置 

 

２） 傾斜地における露出配管 

道路と宅地の高低差が 1 ｍを越える位置に汚水ますを設置する場合、露出

配管とする。なお、縦管部分はＶＵφ100ｍｍ、道路面から 1ｍまでを保護コン

クリート巻きとする。 

３） 設置個数 

設置個数は1個を原則とする。但し、敷地面積 500㎡を越えるものについて

は、2 ヵ所設置できる。なお、生産緑地には設置しない。 

４） 汚水ますの深さ 

原則として 0.85 ｍとする。 

（２） 事業所用汚水ます 

１） 設置位置 

公道又はそれに準ずる位置とする。 

２） 設置個数 

生産工程排水と一般下水を分離するため2 ヵ所設置する。但し、排水設備

に支障がある場合や小規模の事業所については、この限りではない。 

（３） 雨水ます 

雨水ますの設置位置は、公道と民有地との境界線付近とする。路面排水の

雨水ますの間隔は、道路幅員、こう配等の形態によって定める。 

備      考 

 

 

(1) 

「高槻市公共下水

道事業における汚水

ます設置基準」 

  P.1、2  H9.12改正

 

 台 

浴 

便 

雨水 
汚水 

汚水ます 汚水ます 

1 ｍ 

以内 

官
民
境
界

分流式 

台 

浴 

便 

雨水 

下水道本管 

1 ｍ 

以内 

官
民
境
界 

合流式 

雨水 

下水道本管 
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［解 説］ 

（１）、（２）について 

① 汚水ます設置数について 

一般の場合 

・ 汚水ますの設置数の基本は、土地利用の形態ごとに 1 ヵ所とする。（土

地利用の形態が工事期間中に変更された場合を含む。）但し、500 ｍ２を

越えるものについては、2 ヵ所設置することができる。 

・ 建物がある土地の場合は、排水設備設置義務者（下水道法第 10 条の

規定による。）に対し 1 ヵ所とする。 

・ 複数の土地所有者（共有は 1 人とする。）がある土地の上に建物がある

場合は、排水設備設置義務者に対し 1 ヵ所とするが、土地所有者と協議

のうえ、希望があれば土地所有者ごとに設置できる。 

・ ここでいう土地とは、土地所有者が同一であれば隣接する筆を合わせ

たものをいう。 

・ ここでいう土地利用の形態とは、同一目的に同一利用されている状態

を一つの土地利用形態とする。 

② 事業所の場合 

・ 生産工程排水（水質監視が必要な排水。）と一般下水とを分離して接続す

るために、汚水ますを別々に 1 ヵ所設置する。但し、排水設備に支障がある

場合はこの限りでない。 

・ 小規模の事業所の場合、排水設備指導担当係と調整の上、生産工程排水

と一般下水を合わせて 1 ヵ所とすることができる。 

③ 農地等の場合 

・ 生産緑地指定区域内の農地については、汚水ますを設置しない。 

・ 市街化区域内の生産緑地指定区域外にある農地・山林及び雑種地等につ

いては、一般の空き地と同じ扱いとする。 

・ 市街化調整区域にあっては、宅地のみ汚水ますを設置する。 

④ 建築基準法における中心後退、一方後退の伴う宅地は、後退部分を道路と

みなすものとする。 

（３） について 

設置場所の選定については、建物の玄関先や車庫前は避ける。分流式

下水道にあっては、雨水の排除に既存の雨水きょ（公共溝きょ）又は、道路側

溝等を利用する場合もあるので、地域の実情､維持管理等を十分に考慮して

定めることが望ましい。合流区域における農業用水路にはますを設置しない。 

 

備      考 

 

「高槻市公共下水

道事業における汚水

ます設置基準」 

P.1  H9.12 改正 
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5.9.2 ますの構造及び材質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.9.3 取付管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

(1)  

高槻市標準構造図よ

り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.9.3 

下水道施設計画・

設計指針と解説（前

編）      P.285 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 管種及び配置 

１） 管種 

管種は、硬質塩化ビニル管とする。 

２） 平面配置 

本管の取付け部は、本管に対して 90 度とする。 

３） こう配及び取付け位置 

こう配は、最低 20‰とし、位置は本管の中心線から上方に取付ける。 

４） 管径 

取付管の最小管径は、汚水管 150 ｍｍ、雨水管 200 ｍｍとする。 

（２） 取付け部の構造 

本管へ取付管を接続する場合は、支管を用いる。 

 

（１） 汚水ます 

原則として、円形構造の小口径塩ビますとする。 

また、取付管径とます深により、ますの立上り径を以下のとおりとする。 

取付管径φ150 ｍｍかつ、ます深 1.5 ｍ未満  ： 立上り径φ200 ｍｍ 

取付管径φ200 ｍｍまたは、ます深 1.5 ｍ以上 ： 立上り径φ300 ｍｍ 

（２） 雨水ます 

１） 形状及び構造 

コンクリート製のＵ型雨水ます、またＬ型雨水ますとする。 

２） 底部 

底部には、泥溜として 15 ｃｍ以上取るものとする（図－4.9.2）。 

 

 

図－5.9.2  雨水ますの一例 

87



［解 説］ 

（１） について 

こう配は、浮遊物質等の沈殿及び堆積が生じないようにするため、20‰以上

とする。 

汚水ますを新たに設置する場合は、表－5.9.1 に従って決定することとする。

ただし、４階建以下の住宅用建物等に適用するもので、大規模事務所、商店

及び５階建以上に住宅用建物等については、別に協議を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取付管の管底が本管の中心線から下方になると､流水に抵抗が生じ､所定の

流量を流すことができなくなり、また、常時、取付管内に本管からの背水の影響

を受け、この部分に浮遊物質等が沈殿及び堆積し、取付管を閉塞させる原因

となるので、本管の中心線から上方に取り付ける（図－5.9.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

表－5.9.1 

「高槻市公共下水

道事業における汚水

ます設置基準」 

P.2 H9.12 に改正 

 

 

表－5.9.1  取付け管・公共汚水ますの選定基準 

取付け管径 公共汚水ますの種類

（市ﾏｰｸ付指定製品）

φ150 ｍｍ 

 

 

φ200 ｍｍ 

φ200 ｍｍ 

小口径塩ビます 

φ300 ｍｍ 

小口径塩ビます 

合 流 式 区 域

（ 敷 地 面 積 ）

分 流 式 区 域 

（ 排 水 人 口 ） 

 

500 ｍ２以下 

 

 500 ｍ２を超え 

    1100m ２以下 

 300 人以上 

     600 人未満 

 

300 人未満 

 

φ250 ｍｍ 

以上 

 

 

0 号ﾏﾝﾎｰﾙ 

 1100 ｍ２を 

     超えるもの 

 

 

600 人以上 

 

取付管 

本管

図－5.9.3  取付け位置 
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5.10 国庫補助対象の範囲 

 

 

 

 

[解 説] 

１） 国庫補助対象について 

下水道は、浸水を防除し、生活環境の改善を図るなど、地域住民が大きな便

益を享受する施設であり、その設置、改築、修繕、維持その他の管理は、地方公

共団体が行うものであるが、一方、公共用水域の水質を保全するなど、国民が等

しくその整備を希求するものであるので、国は､下水道の設置又は改築に係る事

業に国庫補助できることとしている。 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

1) 

下水道事業の手引

き   P.193 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における、公共下水道事業で設置又は改築される管きょのうち、国庫補助

対象となる主要な管きょは担当部署に確認すること。 
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5.11 認可設計の変更 

 

 

 

[解 説] 

認可設計の変更の具体例 

① ルートの変更 

② 口径の変更 

③ こう配の変更 

④ 区域外の取込みがあったとき 

⑤ その他流量が変更になったときなど 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計計画及び施工で認可設計の変更が生じた場合は、速やかに下水業務課と

協議を行い資料を提出すること。 
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第 6章   工 法 の 種 類 
 

 

 

管きょを布設する工法の代表的なものについて概要をとりまとめたもの

であり、一つの読み物としても参考にしていただきたい。 
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6.1 工法の種類 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

（１） ①について 

開削工法は最も一般的に採用されている工法であり、その特徴は次のとおり

である。 

① 工事費が低簾であり、工期も短く施工が確実である。 

② 掘削深が比較的浅い場合に適し、法切り工法や土質に応じた土留工法の

採用により、施工が技術的に容易である。 

③ 多様な断面形状に対応できる。 

④ 道路上作業のため、路面交通の支障になる場合がある。 

⑤ 土留工、路面覆工、埋設物防護等の仮設作業が必要である。 

 

 

本市において、一般に採用する工法を以下に示す。 

（１） 管布設工法 

① 開削工法 

② 非開削工法 

1) 小口径管推進工法 

2) 中大口径管推進工法 

3) 取付管推進工法 

4) シールド工法 

（2） 土留工法 

① 軽量鋼矢板工法 

② 建込み簡易土留め工法 

③ 鋼矢板工法 

④ 親ぐい横矢板工法 

⑤ ライナープレート工法 

⑥ 小型立坑工法 

（3） 補助工法 

① 薬液注入工法 

② 高圧噴射攪拌工法 

③ 地下水位低下工法 

（4） その他の工法 

管更生工法 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ① 

下水道管路施設設計

の手引 

－１９９１年版－ 

P.61 
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地盤の掘削においては、掘削の深さが 1.5 ｍ＊を越える場合は、原則として土

留工を必要とする。 

その土留工法の種類としては、一般に軽量鋼矢板、建込み簡易土留め、鋼

矢板、親ぐい横矢板、ライナープレートによる工法が広く用いられている。 

なお、木矢板工法は、自然環境に配慮し使用しない。これらの土留めは、そ

れぞれの現場条件によって選択される。 

 

（1） ②1)、 2)について 

推進工法は、工場で製造された推進管の先端に先導体を取り付け、ジャッキ

推力等によって管を地中に圧入して管きょを築造する工法で、原則として直線

施工であり、次のような箇所に用いられる。 

① 交通量の多い道路、又は地下埋設物が輻輳した道路で、地上からの掘削

が困難な箇所 

② 軌道又は河川を横断するため、地上からの掘削が不可能な箇所 

③ 下水道の埋設位置が深いため、地上からの掘削管路を構築すると不経済と

なる箇所 

推進工法のうち下水道用設計標準歩掛表に記載されている工法は次のと

おりであり、本市においてもこれを優先させる。 

1）小口径管推進工法 

・ 仮管併用推進工法 

・ オーガ掘削推進工法 

・ 小口径泥水推進工法 

・ オーガ掘削鋼管推進工法 

・ 低耐荷力圧入二工程推進工法 

・ 低耐荷力オーガ推進工法 

2）中大口径管推進工法 

・ 刃口推進工法 

・ 泥水式推進工法 

・ 泥濃式推進工法 

推進工法の種類を図－6.1.1に示す。 

備      考 

＊ 建設工事公衆災

害防止対策要綱の解

説        P.74 

 

 

 

(1) ② 1)、2) 

下水道管路施設設

計の手引き 

－１９９１年版-  P.61 
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図-6.1.1  推進工法の分類 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.3 
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(1) ②1)、2)、3) 

推進工法の概要 

① 中大口径管推進工法 

1) 刃口推進工法 

刃口推進工法は、管の先端に刃ロを装着し、発進立坑内の管体の後部

に設置した元押ジャッキの推進力により管を地山に圧入し、刃口部の土

砂を掘削しながら布設する工法である。 

刃口推進工法は、切羽と作業空間が隔壁で仕切られておらず、切羽が

開放されている状態で地山を掘削するので、切羽地山の安定が特に重要

である。土質や地下水位等から切羽の安定性を把握するとともに、十分

な切羽崩壊防護策を施すことに留意しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.2 刃口推進工法概要図（参考） 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.57 
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2) 泥水式推進工法 

泥水式推進工法は、掘進機前面のカッタヘッド後方に隔壁を設け、切

羽と隔壁間のチャンバ内に泥水を圧送し切羽の安定を図りながら、カッタ

ヘッドを回転させ掘削、推進を行う。 

掘削した土砂は泥水と攪拌混合して、坑外へ流体輸送される。搬出さ

れた排泥水は、坑外に設けた泥水処理設備により土砂と泥水に分離され、

泥水は比重及び粘性等を調整して再び切羽に送られる。 

泥水式推進工法は、粘性土、砂質土、砂礫土等の幅広い土質に適用

できる。特に地下水位の高い軟弱地盤及び透水性の高い地盤等に適用

される。 

この工法は、地山を掘削する掘進機、掘削土と泥水を攪拌する攪拌機、

泥水循環輸送のための送排泥設備、切羽安定のための泥水圧制御機器、

排泥水を分離する泥水処理設備、切羽に所定性状の泥水を補給するた

めの機器等から構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.3 泥水式推進工法概要図（参考） 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.59～60 
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3) 土圧式推進工法 

土圧式推進工法は、掘進機前面のカッタヘッド後方に隔壁を設け、切

羽と隔壁間のチャンバ内に掘削土砂又は添加材が混合された土砂(以下、

｢泥土｣という)を充満させることにより、切羽の土圧及び地下水圧に見合う

圧力を保持し、カッタヘッドで掘削した土砂をスクリュコンベヤで排土量を

調整しながら掘削、推進する。 

土圧式推進工法は、粘性土から砂質土、砂礫土等広い範囲の土質条

件に対し、カッタヘッドの構造、スクリュコンベヤの構造、添加材等を適合

させることにより対応できる。 

土圧式推進工法は、掘削土砂の状態により、添加材を使用しない土圧

推進工法と添加材を使用する泥土圧推進工法に分類される。 

① 土圧推進工法 

土圧推進工法は、カッタヘッドで掘削した土砂を切羽と隔壁の間に充

満させ、ジャッキの推進力により加圧し、その土圧を切羽全体に作用させ

て切羽の安定を図りながら、スクリュコンベヤ等で排土しつつ、推進する

工法である。 

この工法では、泥土が加圧状態のままチャンバ内で変形・移動しなけれ

ばならないため、適用土質は粘土・シルト含有率が 30%以上の軟弱な粘

性土に限られる。 

② 泥土圧推進工法 

泥土圧推進工法は、掘削土砂の塑性流動化を促進させる添加材を注

入しながら、カッタヘッドで掘削した土砂と機械的に混練して、切羽と隔壁

の間に充満させ、ジャッキの推進力により加圧し、その泥土圧を切羽全体

に作用させて切羽の安定を図りながらスクリュコンベヤ等で排土しつつ、

推進する工法である。 

この工法では、掘削した土砂に添加材を注入し、攪拌混合するため、難

透水性及び塑性流動性のある泥土に変換でき、この泥土は加圧状態の

ままチャンバ内で変形・移動が可能となる。したがって砂礫土、砂質土、

粘性土等の広範囲の土質に適用できる。 

なお、最近では予期せぬ土質の変化及び発進・到達の地盤改良等を

考慮し、土圧式掘進機は添加材の注入機構を備えた泥土圧タイプを使

用することが多い。 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.61～62 
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図－6.1.4 泥土圧推進工法概要図（参考） 

 

 

4) 泥濃式推進工法 

泥濃式推進工法は、掘進機前面のカッタヘッド後方に隔壁を設け、切

羽と隔壁間のチャンバ内に高濃度泥水を充満させることにより、切羽の土

圧及び地下水圧に見合う泥土の圧力を保持し、切羽の安定を図りながら

掘削、推進する。 

掘削した土砂は、掘進機内の排土バルブの開閉操作により、切羽圧力

を安定させながら間欠的に排土する。坑内に排土された掘削土砂は、吸

引搬送が基本であり、吸引不可能なものはトロバケットにより搬出する。 

泥濃式推進工法は、粘性土、砂質士、砂礫土等の幅広い土質に適用

できる。 

この工法には、地山を掘削する機構、高濃度泥水を注入する機構、掘

削土砂搬出の排土バルブ及び吸引搬送等の設備がある。 

坑外に搬出された掘削土砂は、排土貯留槽を経てバキューム車等によ

り直接運搬処分する方法と、固化処理後ダンプトラックにより運搬処分す

る方法がある。 

 

 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.62～P.64 
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図－6.1.5 泥濃式推進工法概要図（参考） 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.64 
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② 小口径管推進工法 

小口径管推進工法とは、小口径推進管又は誘導管の先端に小口径管先

導体を接続し、立坑等から遠隔操作等により推進する工法である。 

本工法は、遠隔操作等により掘削、ずり出し又は圧入しながら推進管を布

設するもので、呼び径 700 以下の小口径管に用いられ、掘削方法、ずり出し

方法等により多くの方式があるので、土質によって適切なものを選定しなけ

ればならない。推進機構は、それぞれの機種により特徴があり、設備として簡

便なものが多い。 

小口径管推進工法は、使用する推進管の管種及び呼び径、掘削方法、ず

り出し方法、方向調整の方法等により様々な方式がある。 

推進管種により、高耐荷力方式、低耐荷力方式、鋼製さや管方式の３方式

に大別、さらに掘削及び排土方式、管の布設方法により細分類される。 

推進用管きょは、推進力の管材に伝達される機構の違いによって、高耐荷

力管きょと低耐荷力管きょに分類する。 

高耐荷力管きょとは、鉄筋コンクリート管と同様に推進すべき管に直接推進

力を伝達する推進方式（高耐荷力方式）に適用可能な管きょを言う。 

低耐荷力管きょとは、先導体に作用する抵抗力や、管外面抵抗力を軽減

する機構を有している推進方式（低耐荷力方式）に適用可能な管きょを言う。 

 

(1) 高耐荷力方式 

高耐荷力方式は、高耐荷力管きょ（鉄筋コンクリート管、ダクタイル鋳鉄

管、レジンコンクリート管等）を用い推進方向の管の耐荷力に抗して、直

接推進力を負荷して推進する施工方式である。 

1) 圧入方式 

圧入方式は、第一工程で先導体及び誘導管を到達立坑まで圧入推進

させた後、これを案内として推進管を推進する二工程式で、一般に軟弱

な地盤に多用される。第一工程の先導体には遠隔方向制御装置を有し、

方向修正しながら誘導管を圧入推進する。第二工程は、誘導管内にスク

リュコンベヤを挿入するとともに、その後部に拡大カッタヘッドと推進管を

接続する。拡大カッタヘッドにより推進管の外径まで地山を掘削し、掘削

土は誘導管内のスクリュコンベヤにより到達立坑側へ排土しながら推進

管を推進する。誘導管は到達立坑側から回収される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.151 
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図-6.1.6 高耐荷力方式・圧入方式二工程式概要図 

(圧密ジャッキ先導体を用いる例) （参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.7 高耐荷力方式･圧入方式二工程式概要図 

(斜切ヘッド先導体を用いる例) （参考） 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.151～P.152 
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2) オーガ方式 

オーガ方式は、先導体内にオーガヘッド及びスクリュコンベヤを装着し、

この回転により掘削排土を行いながら推進管を推進する方式で、一般に

一工程式である。オーガヘッドで掘削した土砂は、推進管内に設置した

スクリュコンベヤ及びケーシングで排土する。また、遠隔の方向制御装置

による方向修正が可能である。砂礫、粗石･巨石に対してはローラビット等

の専用ビットを装備した機種を用いることが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.8 高耐荷力方式・オーガ方式一工程式概要図（参考） 

 

 

3) 泥水方式 

泥水方式は、推進管又は誘導管の先端に泥水式先導体を装着し、切

羽安定のため泥水を圧送し、泥水圧を切羽に作用させながらカッタの回

転により掘削する。掘削した土砂は泥水と混合しスラリ状態で流体輸送し

て、地上の泥水処理設備で土砂と泥水に分離する。粗石・巨石、岩盤に

対しては専用の先導体を用いることもある。一工程式と二工程式に分類さ

れ、遠隔の方向制御装置による方向修正が可能である。 

① 一工程式 

一工程式は、中大口径管推進工法の泥水式掘進機を小型化し遠

隔制御化したもので、先導体に直接推進管を接続して推進する。 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.152～P.153 
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図-6.1.9 高耐荷力方式・泥水方式一工程式概要図（参考） 

 

 

②二工程式 

二工程式の掘削、排土及び推進の原理は一工程式と同様であるが、

先導体に誘導管を接続して到達立坑まで推進した後に、誘導管と推

進管を置換する方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.153 
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図-6.1.10 高耐荷力方式･泥水方式二工程式概要図（参考） 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.154 
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4) 泥土圧方式 

泥土圧方式は一工程式が一般的で、推進管の先端に泥土圧式先導体

を装着し、砂質土、もしくは砂質分を多く含む土質の場合は、掘削土砂の

塑性流動化を促進させるための添加材の注入と止水バルブ(ピンチ弁)の

採用により、切羽の安定を保持しながらカッタの回転により掘削を行い、

スクリュコンベヤ(スクリュ排土方式)によって推進速度に見合った排土を行

うことで切羽土圧を調整しながら推進する。他の排土方式には、流動化さ

せた土砂の取り込み量を抑制し圧送ポンプにより排土する方式(圧送排

土方式)、吸引装置により排土する方式(吸引排土方式)がある。なお、スク

リュ排土方式のカッタ駆動方式は、駆動源を立坑内に置く立坑内駆動方

式と先導体内に駆動源を持つ先導体駆動方式がある。また、遠隔の方向

制御装置による方向修正が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.11 高耐荷力方式・泥土圧方式一工程式 

(スクリュ排土方式･立坑内駆動方式)概要図（参考） 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.154～P.155 
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図-6.1.12 高耐荷力方式・泥土圧方式一工程式 

(先導体駆動方式・圧送排土方式)概要図（参考） 

 

 

 

図-6.1.13 高耐荷力方式・泥土圧方式一工程式 

(吸引排土方式)概要図（参考） 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.155～P.156 
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(2) 低耐荷力方式 

低耐荷力方式は、低耐荷力管きょ（硬質塩化ビニル管等）を用い、先導

体の推進に必要な推進力の先端抵抗を推進力伝達ロッドに作用させ、管

には、周面抵抗力のみを負担させることより推進する施工方式である。 

1) 圧入方式 

圧入方式は、第一工程で方向修正を行いながら先導体及び誘導管を

到達立坑まで圧入推進させた後、これを案内として推進管を推進する二

工程式で、一般に軟弱な地盤に多用される。 

第二工程では、誘導管に回転ジョイントと拡大ヘッドを接続し、拡大ヘッ

ドを回転させて推進管の外径まで地山を掘削する。排土は拡大ヘッドに

接続されたスクリュコンベヤによって発進立坑に排出される。推進時に生

じる先端抵抗力は推進力伝達ロッド(ケーシングやスクリュコンベヤ)に負

荷させ、推進管には、土との周面抵抗力のみを負担させて推進する方式

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.14 低耐荷力方式･圧入方式二工程式概要図（参考） 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.157～P.158 
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2) オーガ方式 

オーガ方式は、先導体内にオーガヘッド及びスクリュコンベヤを装着し、

この回転により掘削排土を行いつつ、推進装置によりスクリュコンベヤ類

(推進力伝達ロッド)に先端抵抗を負担させ、推進管には周面抵抗力のみ

を負担させることで推進管を推進する方式で、一工程式である。また、遠

隔の方向制御装置による方向修正が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.15 低耐荷力方式・オーガ方式一工程式概要図（参考） 

 

 

3) 泥水方式 

泥水方式は、泥水式先導体に送排泥管を内蔵したケーシング(推進
力伝達ロッド)を接続し、泥水を圧送し、泥水圧を切羽に作用させな
がら、カッタの回転により掘削を行う。掘削した土砂は泥水と混合

され、スラリ状態で流体輸送後、地上の泥水処理設備で土砂と泥水

に分離する。 
推進装置によりケーシング(推進力伝達ロッド)に先端抵抗力を負
担させ、推進管には周面抵抗力のみを負担させることで推進管を推

進する方式で、一工程式である。また、遠隔の方向制御装置による

方向修正が可能である。 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.158～P.159 
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図-6.1.17 泥水方式一工程式概念図 

 

 

 

 

図-6.1.16 低耐荷力方式･泥水方式一工程式概要図（参考） 

 

 

4) 泥土圧方式 

泥土圧方式は、推進管の先端に泥土圧式先導体を装備し、掘削土砂

の塑性流動化を促進させるための添加材注入と止水バルブ(ピンチ弁)の

採用により、切羽の安定を保持しながらカッタの回転により掘削を行い、

スクリュコンベヤによって掘進量に見合った排土を行うことで切羽土圧を

調整しながら推進する方式である。 

推進装置によりケーシング(推進力伝達ロッド)に先端抵抗力を負担させ、

推進管には周面抵抗力のみを負担させることで推進管を推進する方式

で、一工程式である。また、遠隔の方向制御装置による方向修正が可能

である。 

 
 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.160 
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図-6.1.17 低耐荷力方式･泥土圧方式一工程式概要図（参考） 

 

 

(3) 鋼製さや管方式 

鋼製さや管方式は、鋼製管に直接推進力を伝達して推進し、これをさ

や管として鋼製管内に硬質塩化ビニル管等の本管を布設し、さや管と本

管の間隙に充填材を注入し密着させ一体構造とする方式である。 

鋼製さや管方式には、圧入方式、オーガ方式、ボーリング方式、泥水方

式があり、鋼製さや管の推進後、硬質塩化ビニル管、ダクタイル鋳鉄管等

の本管を挿入し、鋼製さや管と本管の間隙にエアモルタル等を充填し一

体的な構造とする。鋼製さや管の呼び径は、水理特性等により必要となる

本管呼び径を決定し、推進装置の性能、挿入に必要なスペース、推進延

長による精度確保、出現が予測される最大礫径等の地盤条件に基づき

決定する。 

一般に、本管はスペーサを用いて鋼製さや管内に仮止めし、充填材を

注入し固定する。充填材は、地上の注入設備で配合し、管端部を閉塞し

注入管、エア抜き管等を設置して注入する。また、固定後に適切な強度、

止水等を得るために十分硬化・養生する必要がある。 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.162 
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1) 圧入方式 

鋼製さや管方式の圧入方式では、主として一工程式の空気衝撃ハン

マ・ラム式を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.18 鋼製さや管方式・圧入方式一工程式概要図（参考） 

 

 

2) オーガ方式 

鋼製さや管方式のオーガ方式は、鋼管先端部に取り付けた先導体内

にオーガヘッド及びスクリュコンベヤを装着し、その回転により掘削された

土砂を、鋼製管内に設置したスクリュコンベヤによって発進立坑まで排土

しながら鋼製管を推進する方式で、一般に一工程式である。 

また、一般に遠隔の方向制御装置による、方向修正が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.19 鋼製さや管方式･オーガ方式一工程式概要図 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.162～P.163 
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3) ボーリング方式 

ボーリング方式は、先端に超硬切削ビットを装着した鋼製管本体又は

鋼製管内部のスクリュ付き内管を回転し掘削しながら推進装置で推進管

を推進する工法で、一重ケーシング式と二重ケーシング式に分類される。 

ボーリング方式は、一般に方向修正は困難であるが、土質の適用範囲

は比較的広く、木杭やコンクリート等の障害物も切削可能である。 

① 一重ケーシング式 

一重ケーシング式は、先端に超硬切削ビットを取り付けた鋼製管全

体を推進装置で回転させながら推進する方式で方向修正機能を持た

ない。よって、精度補正は挿入する塩ビ管径と管径差を設けスペーサ

で調整しながら行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.20 鋼製さや管方式・ボーリング方式一重ケーシング式概要図（参考） 

 

 

② 二重ケーシング式 

二重ケーシング式は、非回転の外管の中に回転するスクリュ付き内

管を入れ、その内管の先端に超硬切削ビットを装着したカッタにより掘

削する方式で、内管は到達後に発進立坑側に引き抜く。 

方向修正は、偏心先導体で推進管中心に対し偏心削孔することで

行うことが可能である。 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.163～P.164 
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 図-6.1.21 鋼製さや管方式･ボーリング方式二重ケーシング式概要図（参考） 

 

 

4) 泥水方式 

泥水方式は、推進管又は誘導管の先端に泥水式先導体を装備し、切

羽安定のため泥水を圧送し、カッタの回転により掘削を行い、掘削した土

砂は泥水と混合しスラリ状態で流体輸送して、地上の泥水処理設備で土

砂と泥水に分離する方式で、一般に一工程式である。また、遠隔の方向

制御装置による方向修正が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-6.1.22 鋼製さや管方式･泥水方式一工程式概要図（参考） 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－  

P.164～P.165 
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(4) 取付管推進工法 

取付管推進工法は、本管が深い等、開削工法による取付管施工が困

難な場合に、推進工法を用いて取付管を施工するものである。地上又は

地上付近より鋼製さや管を本管まで推進し、鋼製さや管内の土砂を取り

除いた後、本管をコア抜きして取付推進用の特殊支管を付けた硬質塩化

ビニル管を接続する工法で、取付管は呼び径 100～250 までの硬質塩化

ビニル管を基本とする。 

取付管推進工法の各工法は鋼製さや管方式に分類され、公設ます等

の地上又は地上付近に推進台を据付け、鋼製さや管を本管まで推進し、

鋼製さや管内の土砂を取り除いた後、本管をコア抜きし、接合までを推進

工法で施工する工法である。鋼製さや管内には、特殊支管を付けた硬質

塩化ビニル管を挿入し、さや管との隙間を充填･固定し仕上げる。推進方

向については、垂直に推進する方式と、斜めに推進する方式がある。 

取付管推進工法の設計･施工にあたっては、次の点に留意する。 

① 取付管と本管の管軸中心線は互いに直角に交差するよう計画す

る。 

② 取付管の管底は本管の中心高より上部とする。 

③ 接続先の本管の埋設位置、本管の継手位置、他の取付管の接続

位置を的確に把握する。 

④ 取付管の削孔位置は、本管の継手部を避け、他の取付管と適切な

間隔を確保する。 

⑤ 鋼製さや管と本管の隙間への中詰材注入時は、硬質塩化ビニル管

の変状、変形等の安全を確保する 

⑥ 施工後の抜け出し、浸入水、土砂流入等が発生しないよう確実な接

合が可能なものとする。 

⑦ 必要に応じて適切な補助工法を採用する 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.166 
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図-6.1.23 取付管推進工概要図（参考） 

 

 

1)圧入方式 

圧入方式は、鋼製さや管の中に掘削カッタビットを装着したロッドを組込

み、ロッドの回転によって地山を切削するか、もしくは鋼製さや管の中に

掘削機を装備して地山を切削排土し、鋼製さや管を本管まで圧入推進す

る方式である。 

推進完了後に、コア抜き装置を使用して本管に孔を開け、硬質塩化ビ

ニル管を挿入し、その後、鋼製さや管と硬質塩化ビニル管の隙間に中詰

注入材を充填して固定する。 

2)ボーリング方式 

ボーリング方式は、鋼製さや管を推進装置で回転させながら本管まで

推進した後、鋼製さや管内の土砂を排出し、コア抜き装置を使用し本管

に孔を開け、特殊支管を取付けた硬質塩化ビニル管を挿入し、その後、

鋼製さや管と硬質塩化ビニル管の隙間に中詰材を充填して固定する方

式である。 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.167 
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（1） ② 4) について 

シールド工法とは、主に土砂地盤中にトンネルを構築する工法で、｢シール

ド｣と呼ばれるトンネル掘削機を地中に推進させ、土砂の崩壊を防ぎながらそ

の内部で安全に掘削作業、覆工作業を行いトンネルを築造していく工法であ

る。 

シールドは、外部から作用する荷重に対し内部を保護する鋼殻部分とその

保護下にあって、前面の切羽部分で掘削を行い、後部で覆工しつつ掘削で

きる機能を有する装置群からなる。 

また、シールドの稼働に必要な動力、制御設備等はシールド断面の大きさ

や構造により、設備の一部又は全部を後続台車に設置する。鋼殻部分はスキ

ンプレート（外板）とその補強材からなり、さらに切羽側からフード部、ガータ部、

テール部の三つの部分に分けられる。 

シールド工法は以下のような特徴がある。 

① 地山がシールドで支保されているため、作業員が安全確実に作業でき

る。 

② 工場で製作したセグメントを使う覆工法であるため、施工が容易で早く、

かつ品質管理でも優れている。 

③ 同一作業の繰り返しであることから、省力化されやすく、工程管理が確

実となる。 

④ 路面交通を阻害せず、騒音・振動なども少ない環境保全対策上優れた

工法である。 

図－6.1.24にシールド工法の種類を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.24 シールド工法の分類 

備      考 

(1） ② 4) 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.24 

トンネル標準示方

書(シールド工法・同

解説) 

2006 年制定 P.21 
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（２） について 

① 軽量鋼矢板工法 

普通土で、深さが 4～5 ｍ程度までの掘削に採用されている。比較的軽

量であるため取扱いが容易で、木矢板に比べ品質も一定しており、反復

性も高いが鋼矢板に比べ断面係数が小さく、水密性が期待できないので

湧水の少ない小規模な掘削に主として採用されている。 

矢板のジョイントには、重ね形式と鋼矢板形式のものがある。 

打設には、一般にバイブロハンマやモンケンが使われるが、鋼矢板より

も曲げやたわみ、ねじれを生じやすいので施工には十分注意を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.25 軽量鋼矢板工法図 

 

② 建込み簡易土留め工法（パネル工法） 

土留矢板と切りばりをセットにした既製横矢板工法で、掘削完了と同時

に土留が完了する。本工法は、比較的小規模な簡易土留として用いられ、

スライドレール方式と縦梁プレート方式とがある。特徴として、工期が短く、

騒音、振動が少なく、また、腹起し材がないことから作業スペースが広くと

れる。根入れがないことから、地下水の高い砂質土のボイリング並びにＮ

値の低い粘性土におけるヒービングの検討をする必要がある。 

また、機材の規格上（縦断方向2.5～3.0ｍ）、横断管等の埋設物の多い

場所の施工が困難な場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.26 建込み簡易土留め工法図 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.25 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.26 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.72 
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③ 鋼矢板工法 

耐久性、水密性及び強度において、木矢板、軽量鋼矢板よりも優れて

おり、軟弱地盤で湧水のある場合に採用される。また、根入れを大きくす

ることによりヒービングやボイリングの防止にも対応できる。 

打設には、一般にバイブロハンマが使われるが、騒音や振動が市街地

での公害問題となるため、低振動、低騒音の圧入式のくい打ち機が使用

されている。 

また、引抜き時には、矢板背面の土を乱し、矢板に土が付着して、一緒

に引上がってくるため、周囲地盤の沈下を起こしやすく十分な注意が必

要である。 

鋼矢板は、通常、Ｎ値が50以下の地盤で用いられ、硬い地盤の打込み

は困難といわれているが、アースオーガ等で先行削孔することにより硬い

地盤でも施工可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.27 鋼矢板工法図 

 

④ 親ぐい横矢板工法 

Ｈ形鋼、あるいはＩ形鋼を1.0～1.5ｍ間隔に親ぐいとして打設し、掘削の

進行に合わせて木矢板等を親ぐのフランジに横に掛け、背面土になじむ

ようにキャンバーブロック（くさび）等で締め土留め壁とするものである。 

普通地盤で地下水が少なく、ある程度自立する地盤に用いられ、とくに

市街地で地下埋設物のある場所でも施工が可能なことから広く利用され

ている。 

親ぐいの打設は、鋼矢板と同様であるが、アースオーガ等により先行削

孔し、建込みを容易にする場合もある。 

 

 

 

 

 

備      考 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.27 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.73 

 

 

 

 

 

 

 

118



 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.28 親ぐい横矢板工法図 

 

 

⑤ ライナープレート工法 

本工法は、波形に造った鋼板（ライナープレート）と補強用のＨリング材

を用い、掘削しながら 1 リングずつ組み立て、土留めするもので円形と小

判形があり、推進工法の立坑等の土留めに用いられている。施工は機械

と人力によって掘削しながら建て込むため、一時的に地山が自立する必

要があり、軟弱地盤や湧水が多い場合は、補強工法の検討が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.29 ライナープレート工法図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

図－6.1.28 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.29 

下水道管路施設設計

の手引 

－1991 年版－ P.74 
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⑥ 小型立坑工法 

本工法は、鋼製ケーシング方式とコンクリート製ブロック方式に大別され、

鋼製ケーシングやコンクリート製ブロックを専用の機械で揺動又は回転さ

せながら圧入する方法と、コンクリート製ブロックの自重や簡易な圧入装

置のみで沈下させる方法がある。どちらも鋼製ケーシングやコンクリート製

ブロックの内部を水中掘削できるので軟弱な地盤でも補助工法は不要で

あるが、機械装置が比較的大きいため搬入路や作業ヤードの確保に注

意が必要である。 

なお、鋼製ケーシング方式の場合は、鋼製ケーシングを利用したマンホ

ールの築造が、コンクリート製ブロック方式の場合は、マンホール本体とし

ての使用が可能である。 

小型立坑工法は、土質条件が悪く経済性で他工法より有利となる場合

や、住宅密集地の狭隘道路や交通規制が短期間しか行えない道路等施

工条件の厳しい場合において、鋼矢板工法やライナープレート工法に替

わる工法として採用されることが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6.1.30 小型立坑工法の方式分類 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.198 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振動圧入式 

 

回転圧入式 
小型立坑工法 

コンクリート製ブロック方式

鋼製ケーシング方式 

沈下式 

 

回転圧入式 

120



（3） について 

推進工事、シールド工事等で、地山が不安定で切羽の崩落、地表面の陥

没あるいは地盤沈下の恐れのある場合、または近接する地下構造物、埋設

物等の防護や立杭、反力受を補強する場合には地盤改良が必要である。 

補助工法は、単独または併用によって、安全かつ経済的な方法で地山の

安定を図らなければならない。 

補助工法の種類を図－6.1.31に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1.31  補助工法の種類 

備      考 

(3) 

下水道技術職員養

成講習会テキスト  

H.23 年度  

P.247、257 
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ロ
ッ
ド
周
囲
を
シ
ー
ル
す

る
た
め
、
ロ
ッ
ド
周
囲
か
ら
の
注
入
材
の
逸
脱
は

少
な
い
。
 

②
 
ゲ
ル
タ
イ
ム
の
長
い
注
入
材
を
使
用
す
る
場

合
に
は
、
浸
透
注
入
に
よ
る
比
較
的
良
好
な
改

良
効
果
が
得
ら
れ
る
。
 

③
 
互
層
地
盤
に
対
し
て
層
境
を
瞬
結
性
注
入

材
に
よ
り
処
理
す
る
た
め
、
比
較
的
良
好
な
改

良
効
果
が
得
ら
れ
る
。
 

④
 
ゲ
ル
タ
イ
ム
の
長
い
注
入
材
を
使
用
し
た
場

合
に
は
、
砂
質
土
に
対
し
て
浸
透
注
入
が
可

能
な
た
め
、
地
盤
変
状
が
少
な
く
構
造
物
等
に

対
す
る
影
響
が
少
な
い
。
 

①
 
全
て
の
地
盤
に
対
し
て
施
工
可
能

で
あ
る
。
 

②
 
長
尺
の
削
孔
や
礫
地
盤
の
施
工
に

対
し
て
は
削
孔
が
困
難
と
な
り
、
施
工

不
可
能
と
な
る
場
合
が
あ
る
。
 

 

 

薬      液      注      入      工      法 

二 重 管 ダ ブ ル パ ッ カ ー 工 法 

φ
1
0
0
m
m
程
度
の
ケ
ー
シ
ン
グ
に
よ
り
削
孔
を

行
い
、
削
孔
完
了
後
ケ
ー
シ
ン
グ
内
に
注
入
用

外
管
（
塩
ビ
製
）
を
挿
入
し
た
の
ち
ケ
ー
シ
ン
グ
を

引
き
抜
き
、
注
入
用
外
管
と
地
山
と
の
間
を
セ
メ
ン

ト
・
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
液
で
充
填
し
、
管
周
囲
の
シ
ー

ル
を
行
う
。
 

注
入
は
、
注
入
用
外
管
の
中
に
注
入
用
パ
イ

プ
を
挿
入
し
て
行
う
。
 

 ※
 
注
入
材
：
全
て
の
注
入
材
が
使
用
可
能
で
あ

る
が
、
一
般
に
は
次
の
よ
う
な
注
入

材
を
使
用
す
る
。
 

1
次
注
入
材
：
セ
メ
ン
ト
・
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
液
 

2
次
注
入
材
：
暖
結
・
長
結
性
注
入
材
 

①
 
セ
メ
ン
ト
・
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
液
で
注
入
用
外
管
周

囲
を
シ
ー
ル
す
る
た
め
、
注
入
管
周
囲
か
ら
の

注
入
材
の
逸
脱
は
完
全
に
防
止
で
き
る
。
 

②
 
注
入
用
外
管
を
埋
殺
し
と
す
る
た
め
、
異
種

の
注
入
材
を
容
易
に
繰
り
返
し
て
注
入
で
き
、

地
盤
性
状
に
応
じ
た
注
入
改
良
が
行
え
る
。
 

③
 
互
層
地
盤
に
対
し
て
1
次
注
入
に
よ
り
層
境

処
理
を
行
う
た
め
、
良
好
な
改
良
が
可
能
で
あ

る
。
 

④
 
砂
質
土
に
対
し
て
確
実
な
浸
透
注
入
が
可

能
な
た
め
、
地
盤
変
状
が
非
常
に
少
な
く
、
構

造
物
等
に
対
す
る
影
響
が
非
常
に
少
な
い
。
 

  

①
 
全
て
の
地
盤
に
お
い
て
確
実
な
施

工
が
可
能
で
あ
る
。
 

②
 
長
尺
、
礫
層
地
盤
に
対
し
て
も
、
精

度
の
よ
い
削
孔
が
効
率
的
に
行
え

る
。
 

 

 

注
）
 
単
管
ロ
ッ
ド
工
法
は
採
用
す
る
ケ
ー
ス
が
少
な
い
た
め
省
略
し
た
。
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表
-
6
.1
.2
 
攪
拌
混
合
工
法
の
概
要
 

 
工
 
法
 
の
 
概
 
要
 

工
 
法
 
の
 
特
 
徴
 

適
 
応
 
土
 
質
 
・
 
土
 
性
 

施
 
 
 
 
工
 
 
 
 
手
 
 
 
 
順
 

一 重 管 （ Ｃ Ｃ Ｐ 工 法 ） 

ボ
ー
リ
ン
グ
マ
シ
ン
に
よ
り
地
中
を
削
孔
し
、
ロ
ッ
ド
下

端
に
取
り
付
け
た
特
殊
噴
射
装
置
か
ら
硬
化
材
を
高

圧
ポ
ン
プ
で
高
圧
噴
射
し
、
ロ
ッ
ド
を
所
定
の
速
度
で

回
転
引
き
上
げ
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
中
に
固
化
し
た
コ

ラ
ム
状
の
改
良
体
を
構
造
す
る
工
法
で
あ
る
。
 

※
硬
化
材
：
 セ
メ
ン
ト
系
ス
ラ
リ
ー
、
水
ガ
ラ
ス
系
 

 
硬
化
材
 

①
 
改
良
体
の
造
成
径
は
土
質
性
状
に
左
右
さ

れ
、
比
較
的
小
口
径
で
あ
る
。
 

②
 
垂
直
、
水
平
方
向
の
改
良
体
造
成
が
可
能

で
あ
る
。
 

③
 
対
象
地
盤
の
土
層
構
成
や
土
性
に
よ
る
影

響
を
受
け
に
く
い
。
 

④
 
硬
化
材
噴
射
の
ロ
ッ
ド
上
下
速
度
を
一
定
に

し
て
改
良
体
を
造
成
す
る
。
 

砂
質
土
：
Ｎ
＜
1
5
 

粘
性
土
：
Ｎ
＜
5
 

上
記
Ｎ
値
以
上
の
土
質
、
ガ

レ
キ
を
含
む
埋
戻
し
土
、
礫

層
、
腐
植
土
層
は
慎
重
な
検

討
を
要
す
る
。
 

 

二 重 管 

（ Ｊ Ｓ Ｇ 工 法 ） 

ボ
ー
リ
ン
グ
マ
シ
ン
に
よ
り
地
中
を
削
孔
し
、
ロ
ッ
ド

下
端
に
取
り
付
け
た
特
殊
噴
射
装
置
か
ら
空
気
を
伴

っ
た
超
高
圧
硬
化
材
液
を
地
盤
中
に
回
転
噴
射
さ
せ

る
工
法
に
よ
り
、
円
柱
状
の
固
結
体
を
造
成
す
る
。
 

※
硬
化
材
：
セ
メ
ン
ト
系
ス
ラ
リ
ー
 

砂
質
土
：
Ｎ
＜
5
0
 

粘
性
土
：
Ｎ
＜
5
 

腐
植
土
及
び
砂
礫
層
の
改

良
は
慎
重
な
検
討
を
要
す
る
。
 

 

高 圧 噴 射 工 法 

三 重 管 

（ Ｃ Ｊ Ｇ 工 法 ） 

ボ
ー
リ
ン
グ
マ
シ
ン
に
よ
り
地
中
を
削
孔
し
、
ロ
ッ
ド

下
端
に
取
り
付
け
た
特
殊
噴
射
装
置
か
ら
空
気
を
伴

っ
た
高
水
圧
を
地
盤
中
に
回
転
噴
射
さ
せ
て
地
盤
を

切
削
し
、
そ
の
中
に
硬
化
材
を
同
時
充
填
さ
せ
る
工

法
に
よ
り
、
円
柱
状
の
団
結
体
を
造
成
す
る
。
 

※
硬
化
材
：
セ
メ
ン
ト
系
ス
ラ
リ
ー
 

①
 
切
削
可
能
な
地
盤
で
あ
れ
ば
、
土
質
性
状

に
か
か
わ
ら
ず
品
質
の
よ
い
改
良
体
の
造
成

が
可
能
で
あ
る
。
 

②
 
工
法
に
よ
っ
て
は
造
成
中
の
引
上
げ
速
度

を
変
化
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
改
良
体
の
造
成
径

を
調
整
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

③
 
既
設
物
と
改
良
体
の
密
着
性
に
優
れ
る
。
 

④
 
礫
層
で
は
切
削
不
可
能
。
 

砂
質
土
：
Ｎ
＝
5
0
～
2
0
0
 

粘
性
土
：
Ｎ
＝
5
～
9
 

深
さ
：
2
5
ｍ
～
4
0
ｍ
 

腐
植
土
及
び
砂
礫
層
の
改
良

は
慎
重
な
検
討
を
要
す
る
。
 

 

ス ラ リ ー 撹 拌 工 法 

ア
ー
ス
オ
ー
ガ
工
法
の
施
工
手
法
を
用
い
て
地
中

を
削
孔
し
、
削
孔
時
あ
る
い
は
引
抜
き
時
に
中
空
削

孔
ロ
ッ
ド
を
通
し
て
ス
ラ
リ
ー
状
の
硬
化
材
を
そ
の
先

端
よ
り
注
入
し
、
対
象
地
盤
と
撹
拌
混
合
し
て
地
中
に

固
化
し
た
コ
ラ
ム
状
の
改
良
体
を
造
成
す
る
工
法
で
あ

る
。
 

※
硬
化
材
：
 セ
メ
ン
ト
、
石
灰
系
ス
ラ
リ
ー
、
 

 
水
ガ
ラ
ス
系
 

①
 
改
良
体
の
造
成
径
は
削
孔
撹
拌
翼
径
と
同

等
で
あ
る
。
 

②
 
低
圧
に
よ
り
硬
化
材
を
注
入
す
る
の
で
、
硬

化
材
の
造
成
杭
以
外
へ
の
流
出
は
発
生
し
な

い
。
 

③
 
既
設
物
と
改
良
体
の
密
着
が
不
可
能
。
 

④
 
Ｎ
値
の
高
い
土
層
で
は
施
工
不
可
能
。
 

 

砂
質
土
：
Ｎ
＜
3
0
 

粘
性
土
：
Ｎ
＜
1
5
 

砂
 
 
礫
：
φ
5
0
ｍ
ｍ
 

改
良
径
ア
ー
ス
オ
ー
ガ
方
式
 

φ
6
0
0
～
1
0
0
0
ｍ
ｍ
 

ボ
ー
リ
ン
グ
マ
シ
ン
方
式
 

φ
3
0
0
～
6
0
0
ｍ
ｍ
 

 

機 械 撹 拌 工 法 

粉 体 撹 拌 工 法 

ア
ー
ス
オ
ー
ガ
工
法
の
施
工
手
法
を
用
い
て
地
中
を

削
孔
し
、
引
き
抜
き
時
中
空
削
孔
ロ
ッ
ド
を
通
し
て
粉

粒
体
の
改
良
材
を
供
給
し
、
強
制
的
に
地
盤
と
撹
拌

混
合
し
て
土
と
改
良
材
を
化
学
的
に
反
応
さ
せ
、
土

質
性
状
を
安
定
な
も
の
に
す
る
と
と
も
に
、
強
度
の
高

い
コ
ラ
ム
状
の
改
良
体
を
造
成
す
る
工
法
で
あ
る
。
 

※
改
良
材
：
 セ
メ
ン
ト
、
生
石
灰
、
セ
メ
ン
ト
＋
砂
 

①
 
ス
ラ
リ
ー
撹
拌
に
比
較
し
て
、
改
良
材
の
混

合
量
が
少
な
く
経
済
的
で
あ
る
。
 

②
 
改
良
体
の
造
成
径
は
削
孔
撹
拌
翼
径
と
同

等
で
あ
る
。
 

③
 
既
設
物
と
改
良
体
の
密
着
が
不
可
能
。
 

④
 
Ｎ
値
の
高
い
土
層
で
は
施
工
不
可
能
。
 

⑤
 
粉
体
撹
拌
で
あ
る
か
ら
土
中
水
を
吸
収
し
、

改
良
体
周
辺
の
地
盤
改
良
が
可
能
で
あ
る
。
 

砂
質
土
：
Ｎ
＜
1
0
 

粘
性
土
：
Ｎ
＜
5
 

改
良
径
 

φ
1
0
0
0
ｍ
ｍ
以
下
 

 

 

 

123



① 地盤改良工法 

地盤の工学的性質を改善しその安定性を増大させることであり、土の性

質そのものの改良と置換あるいは補強を行う工法である。 

工事の対象となるものは、立坑部及び管路部である。 

改良目的は、主に止水又は地盤強化である。 

 

目 的 改  良  効  果 

止 水 土粒子の間隔や地盤内の亀裂の閉塞による 

地 盤 強 化 土粒子間相互の粘着力の増加や圧密効果による 

空 洞 充 填 空洞充填による土圧応力のバランス保持、変状防止を計る 

荷 重 支 持 地盤中に個結体を造成することによる 

 

② 地下水位低下工法 

地下水位低下工法は、水頭差によって地下水が移動し、それが排除され、

結果として地下水位を低下させる現象を利用するものとであるから、土質特

性の中でも特に地盤の透水性が主役的な要素になる。 

  

なお、地盤改良の設計は、基本的に「下水道設計基準（案） ［地盤改良

編］ 大阪府土木部下水道課」に準拠することとするが、過去の本市における

地盤改良工事の実績や「新訂 正しい薬液注入工法 －この一冊ですべてが

わかる- 社団法人日本グラウト協会編」も参考とすること。 

 

（４） について 

管更生工法は、目的により大きく修繕と改築に分けられる。これらの代表的

な工法を、図－6.1.32、図－6.1.33に示す。 

備      考 

 

 

 

 

 

下水道技術職員養

成講習会テキスト  

H.23 年度  

P.248 
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止水工法

修繕（部分）

コーキング工法

注入工法

シーリング工法

リング工法

図-6.1.32　　修繕工法の分類と概要

内面補修工法

形成工法

反転工法

ライニング工法

レベル修正工法

部分布設替工法

管きょのクラックや継手の不良箇所
に止水材を注入して止水する工法で
ある。

浸入水等が見られるクラックや継手の不
良箇所をV型又はU型にはつり、この部
分に粘着性と弾性のあるシール材を止
水材として貼付け止水する工法である。

円形状の製品を管きょ内に搬入し、
管きょ内部で組み立て加圧して欠陥
箇所を覆い止水する工法である。管
きょ背面に止水材を注入することが
できる。

専用ガンで修繕箇所に止水材を直接
充てんし、止水する工法である。
継手、クラック、小破損箇所等に対
応可能である。

管きょ内に硬化性樹脂等を巻き付け
た補修機を挿入し、不良箇所に硬化
性樹脂等を貼付けし、熱や光等によ
り硬化させる工法である。

芯材に硬化性樹脂を含浸させた材料
を管きょ内に水圧、又は空気圧で反
転加圧させながら挿入し、熱や光等
により硬化させる工法である。

管きょ内面に被ふく(覆)材を塗りつ
け、劣化度等の箇所を修繕する工法
である。腐食による劣化等に対応可
能である。

管きょ周辺への薬液注入圧により、
管軸変位を修正する工法である。

補修箇所を部分的に新管と入れ替え
する工法である。
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図-6.1.33　　改築工法の分類と概要

布設替工法

二層構造管

自立管

複合管

更生工法

改築（連続）

開削工法

改築推進工法等

形成工法

さや管工法

反転工法

形成工法

製管工法

反転工法

反転工法は、熱又は光等で硬化する樹
脂(熱硬化性樹脂)を含浸させた材料を既
設のマンホールから既設管きょ内に反転
加圧させながら挿入し、既設管きょ内で
加圧状態のまま樹脂が硬化することで管
を構築するものである。

形成工法は、熱硬化性樹脂を含浸させ
たライナーや熱可塑性樹脂ライナーを既
設管きょ内に引込み、水圧又は空気圧
等で拡張・密着させたあとに硬化させるこ
とで管を構築するものである。

さや管工法は、既設管きょより小さな管径
で製作された管きょ(新管)をけん(牽)引挿
入し、間げきに充てん材を注入すること
で管を構築するものである。

管きょの布設工事に使用される推進工法
の応用で、拡径し既設管を破砕して新管
を推進押入するか、既設管きょよりひとま
わり大きい管を外側に抱え込む状態で推
進押入し、内側の既設管きょを破砕除去
する工法である。本工法の場合、既設管
きよの増径が可能である。ただし,取付管
がある場合は,新たに開削工法又は取付
管推進工法等による布設替えを行う必要
がある。

製管工法は、既設管きょ内に硬質塩化ビ
ニル材等をかん(嵌)合させながら製管
し、既設管きょとの間隙にモルタルなどを
充てん(填)することで管を構築するもので
ある。
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第 7章   工 法 選 定 
 

 

 

管布設工法、立坑築造工法及び補助工法について、工法選定の目

安と手順を簡単にまとめている。 

実施設計においては、複数の工法が抽出され、経済性や現場での施

工性等総合的に判断する場面もあるが、土質条件からみた基本工法の

抽出は本案の内容でほぼ対応できるものと考えている。 
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7.1 管布設工法の選定 

 

 

 

 

工法を選定するにあたっての主な要素としては、次のものがあげられる。 

① 管路布設工法の比較と適用区間の検討 

② 路線の線形、深さ、形状及び構造の検討 

③ 仮設工法の検討 

④ 補助工法の検討 

⑤ 環境保全対策検討、特に交通事情、作業帯、作業時間、騒音・振動等の検討 

⑥ 工事の安全対策の検討 

⑦ 工事工程及び工事費の検討 

本市における管布設工法の選定は土被りh=3.0mを目安に図－7.1.1のように検討を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

下水道管路施設設計

の手引き 

－１９９１年版－ P.61 

工法を選定するには、本工事だけでなく必要な補助工法、地下埋設物の移設費

用を含めた経済性、土質による諸条件、仮設計画等の技術面のほか、騒音・振動

による影響、地盤沈下、交通の事情等の施工条件を考慮しなければならない。 

図－7.1.1  本市における工法選定 

小口径管推進工法で検討 

7.1.2 小口径管推進工法の選定 

中大口径管推進工法で検討 

7.1.3 中大口径管推進工法の選定

シールド工法で検討 

7.1.4 シールド工法の選定 

開削工法で検討 

7 . 1 . 1  開削工法の選定

土被り 

3.0 ｍ以下 

NO 

YES 

管 径 

φ800 ｍｍ以上 

φ700 ｍｍ以下 

φ700 ｍｍ以下 φ800 ｍｍ以上 

凡  例

検討結果として 

採用困難な場合 

管 き ょ 施 工
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7.1.1 開削工法の選定 

開削工法は、推進工法等に比べ経済性に優れ、工期も短く施工が確実であること

などの特徴を有しているが、道路上作業のため路面交通の支障になる場合がある。

採用にあたっては、地下埋設物や土質の状況、交通への影響などの検討を行わな

ければならない。 

開削工法は、地盤条件や施工環境条件、掘削規模等によって工法が異なる。各

種の開削工法を条件別に比較したものを表－7.1.1 に示す。なお、本市ではアルミ

矢板建込みを標準としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.1.2 小口径管推進工法の選定 

① 小口径管推進工法は、掘削方式、ずり出し方法などにより多くの工法があるが、

施工途中での工法変更は困難な場合が多く、推進中に施工不可能となった場合の

対処が難しいので、特に土質に対して適切な工法を選定しなければならない。 

② また、工法を選定するにあたり、本工事だけではなく必要な補助工法、埋設物移

設、道路条件、掘削深、土質などの施工性、経済性、施工実績、市場性施工環境

及び周辺地域への影響を考慮しなければならない。 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.1  土留め工の比較 
 建込軽量鋼

矢板工法 

建込アルミ

矢板工法 

パ ネ ル 

工 法 

打込軽量鋼

矢板工法 

親 ぐい横 

矢板工法 

鋼 矢 板 

工 法 

軟 弱 層 △ △ × ○ × ○ 

硬 質 層 ○ ○ ○ × ○ × 

地 下 水 の あ る 層 × × × ○ × ○ 

地

盤

条

件 作 業 ス ペ ー ス ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

地下埋設物への対応 ○ ○ △ × ○ × 

騒 音 ・ 振 動 ○ ○ ○ × △ × 

周 辺 地 盤 の 沈 下 ○ ○ △ △ × △ 

施

工

環

境

条

件 壁 の 曲 げ 剛 性 × × △ △ × △ 

深 い × × △ △ ○ ○ 掘
削
規
模 広 い △ △ △ △ △ △ 

施 工 速 度 ○ ○ ○ △ △ △ そ

の

他 コ ス ト ○ ○ ○ △ △ × 

（注）  ○：有利、 △：普通、 ×：不利 
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③ 本市では特に管種の指定がない限り、原則として、低耐荷力推進工法を優先さ

せる。 

1) 低耐荷力方式 

低耐荷力方式で施工実績の多い工法として以下のものが挙げられる。 

①スピーダー工法（圧入） ②パイパー工法（圧入・オーガ） ③エンビライナー工

法（オーガ） ④アイアンモール TP50S（オーガ） ⑤エンビモール工法（圧入・排

土・掘削） 

表－7.1.2 に掘削方式の土質とＮ値による選定表を、表－7.1.3 に掘削方式別の

標準的な 1 スパン推進延長による選定表を示す。 

 

表－7.1.2 掘削方式別適用土質による選定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.3 掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.2 

日推協 

小口径管推進工法・

低耐荷力方式編 

2010年改訂版  P.26 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.3 

日推協 

小口径管推進工法・

低耐荷力方式編 

2010年改訂版  P.28 
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2) 高耐荷力方式・鋼製さや管方式 

表－7.1.4～表－7.1.7 に掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定

表を、表－7.1.8～表－7.1.9 に各方式別土質条件と地下水位の関係から補助工

法との関係を含めた適用選定表を示す。 

又、標準立坑寸法を表－7.1.10～表－7.1.13に示す。 

 

表－7.1.4 掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定表 

（高耐荷力方式・標準管） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.5 掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定表 

（高耐荷力方式・半管） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.4 

日推協 

小口径管推進工法・

高耐荷力方式編 

2009年改訂版  P.21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.5 

日推協 

小口径管推進工法・

高耐荷力方式編 

2009年改訂版  P.21 

 

 

131



表－7.1.6 掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定表 

（鋼製さや管方式・２～３ｍ/本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.7 掘削方式別の標準的な 1 スパン推進延長による選定表 

（鋼製さや管方式・１～１．５ｍ/本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

表－7.1.6 

日推協 

小口径管推進工法・

鋼製さや管方式編 

2008 年改訂版  P.18 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.7 

日推協 

小口径管推進工法・

鋼製さや管方式編 

2008 年改訂版  P.18 
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各
方
式
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土
質
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定
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式
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表
－
7
.1
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日
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協
 

小
口
径
管
推
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0
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改
訂
版
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0
0
8
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改
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版
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表－7.1.10 仮管併用推進工法（高耐荷力方式・圧入・二工程式）の立坑寸法 

 （単位：m） 

 長       さ 幅 

発 進 立 坑 4.8（5.0） 2.4 

到 達 立 坑 3.2（3.4） 2.4 

注 １．（  ）内は、発進坑口及び到達口用止水器を設けた場合の寸法である。 

 ２．推進に必要な最小断面であり、作業の安全施設、マンホール築造等でこれを上回る

場合は別途考慮する。 

 ３．分割回収等をする場合は、別途考慮する。 

 

表－7.1.11 オーガ掘削推進工法（高耐荷力方式・オーガ一工程式の立坑寸法 

 （単位：m） 

発進立坑 到達立坑 
呼び径（mm） 

長 さ 幅 長 さ 幅 

250、300 4.8（5.0） 2.4 2.4（2.6） 

350～700 5.6（5.8） 2.8 3.2（3.4） 
2.0 

注 １．（  ）内は、発進坑口及び到達口用止水器を設けた場合の寸法である。 

 ２．推進に必要な最小断面であり、作業の安全施設、マンホール築造等でこれを上回る

場合は別途考慮する。 

 ３．分割回収等をする場合は、別途考慮する。 

 

表－7.1.12 オーガ掘削鋼管推進工法（鋼製さや管方式・オーガ一工程式の立坑寸法 

 （単位：m） 

発進立坑 到達立坑 鋼管呼び径

（mm） 長 さ 幅 長 さ 幅 

400～800 6.4（5.6） 2.4 2.0 2.0 

注 １．鋼管長 3.0m を標準としたもので、（  ）内は鋼管長 2.0m のものである。 

 ２．推進に必要な最小断面であり、作業の施工施設、マンホール築造等でこれを上回る

場合は別途考慮する。 

 ３．鋼管長の決定は、施工条件、経済性等から考慮し定める。 

 ４．止水器を必要とする場合は、立坑長に 20cm を加算する。 

 ５．分割回収等をする場合は、別途考慮する。 

 

表－7.1.13 小口径管泥水式推進工法（高耐荷力方式・泥水一工程式）の立坑寸法 

 （単位：m） 

発進立坑 到達立坑 
管   径 

長 さ 幅 長 さ 幅 

250～300 4.80 2.80 3.20 2.00 

350～500 5.20 2.80 4.00 2.00 

600～700 5.60 3.60 4.00 2.40 

注 １．発進立坑における支圧壁は H-200×200 を標準とし、これによりがたい場合は別途

考慮する。 

 ２．発進坑口及び到達坑口用止水器を設けた場合の寸法である。 

 ３．推進に必要な最小寸法であり、作業の安全施設、マンホール築造等でこれを上回る

場合は別途考慮する。 

 ４．分割回収等をする場合は、別途考慮する。 

備      考 

表－7.1.10 

下水道用設計積算

要領 －管路施設編 

（推進工法）編－ 

2008   P.313 

 

 

表－7.1.11 

下水道用設計積算

要領 －管路施設編 

（推進工法）編－ 

2008   P.341 

 

 

 

 

表－7.1.12 

下水道用設計積算

要領 －管路施設編 

（推進工法）編－ 

2008   P.363 

 

 

 

 

表－7.1.13 

下水道用設計積算

要領 －管路施設編 

（推進工法）編－ 

2008   P.386 
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7.1.3 中大口径管推進工法の選定 

中大口径管推進工法は、各工法を総合的に比較して選定・採用することが重要

なポイントとなる。一般的な比較項目として、（1）適用土質、（2）推進延長、（3）立坑

寸法、（4）基地面積、（5）施工性、（６）経済性等が挙げられる。これらのうち、（１）～

（４）について以下に述べる。 

（1） 適用土質 

中大口径管推進工法は、刃口推進工法と密閉型推進工法の２種類がある。

前者は切羽と作業空間が隔壁で仕切られておらず、切羽が解放されている状

態で地山を掘削するので、切羽地山が安定する土質であるかが重要である。

後者は、切羽と作業空間が掘進機の隔壁で仕切られており、掘進機のカッタ

ヘッドで掘削する工法であるため土質の適応範囲は広い。 

中大口管推進工法の工法別適応土質と補助工法の関係を表－7.1.14、表－

7.1.15に示す。 

 

表－7.1.14 刃口推進工法の適用土質と補助工法の関係（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.58 
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表－7.1.15 密閉型推進工法の工法別適用土質と補助工法の関係（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

下水道推進工法の指

針と解説 

－2010 年版－ P.59 
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（2） 推進延長 

各工法の標準的な推進延長の目安を表－7.1.16～表－7.1.18に示す。 

なお、ここで表にまとめた推進延長は呼び径、施工箇所の土質、管種により

相違するので必ず計算を行い求めるものとする。 

① 刃口推進工法 

表－7.1.16 推進（元押）工法の標準推進延長 

呼び径（mm） 800 900～1,650 1,800～2,000 

標準推進延長（m） 30 40 50 

 

表－7.1.17 推進（中押）工法の標準推進延長 

呼  び  径  （mm） 1,000～1,650 1,800～2,000 

中押 1 段設置 70 85 
標準推進延長（m） 

中押 2 段設置 100 120 

 

② 密閉型推進工法 

表－7.1.18 密閉型推進工法の推進延長 

 （単位 ：m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

表－7.1.16， 

表－7.1.17 

下水道用設計積算

要領－管路施設 

（推進工法）編－ 

2008 日本下水道協会 

P．18 

 

 

 

表－7.1.18 

推進工法用設計積

算要領 

泥水式推進工法編 

2011 年改訂版 

公益社団法人 

日本推進技術協会 

P．33 
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（３） 立坑寸法 

各工法の立坑寸法は、次のとおりである。 

① 刃口推進工法 

表－7.1.19 発進立坑及び支圧壁寸法表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

 

 

 

表－7.1.19 

下水道用設計積算

要領 －管路施設 

（推進工法）編－ 

2008   P.31 
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② 泥水式推進工法 

表－7.1.20 立坑及び支圧壁寸法 

 

 

 

 

 

 

 

③ 土圧式推進工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 土圧式推進工法 

表－7.1.21 発進立坑寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

表－7.1.20 

下水道用設計積算

要領 －管路施設編 

（推進工法）編－ 

2008   P.129 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.1.21 

日推協 

土圧式推進工法編 

2011年改訂版  P.85 
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④ 泥濃式推進工法 

表－7.1.22 立坑及び支圧壁寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 基地面積 

各工法の標準的な必要基地面積は表－7.1.23に示すとおりである。 

 

表－7.1.23 基地面積 

 基地面積(m2) 摘   要 

刃口推進工法 ――――  

土圧式推進工法 150～200 ｍ２ プラント設備 

泥水式推進工法 200～400 ｍ２ 〃 

泥濃式推進工法 150～200 ｍ２ 〃 

 

 

（５） その他 

曲線推進における曲線半径と推進工法用鉄筋コンクリート管の継手

性能別使用早見表を表－7.1.24に示す。 

 

備      考 

表－7.1.22 

下水道用設計積算

要領－管路施設(推進

工法)編－ 

2008   P.249 
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7.2 立坑工法の選定 

立坑工法の選定は、土質条件及び、施工条件、地下水位、地下埋設物の有無等を

考慮して行い、補助工法の必要性も含めた総合評価を行うものとする。 

立坑土留形式は、次の工法を標準とする。 

① 鋼矢板立坑（掘削深 3.0 ｍ程度では、アルミ矢板建込み工法） 

② ライナープレート式立坑 

③ 鋼製ケーシング式小型立坑 

 

7.2.1 鋼矢板締切工法の選定 

鋼矢板打込み施工法選定フローを図－7.2.1 に示す。又、各工法の適用範囲に

ついては、図－7.2.2～図－7.2.3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7.2.1 鋼矢板打込み施工法選定フロー（参考）

備      考 

 

 

 

 

 

 

 

図－7.2.1 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-⑦-1 
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（１） バイブロハンマ 

ａ） 電動式バイブロハンマ 

 

 

 

 

 

 

図－7.2.2 電動式バイブロハンマ機種の選定範囲 

 

表－7.2.1 電動式バイブロハンマ打込長 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ） 油圧式バイブロハンマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7.2.3 油圧式バイブロハンマ機種の選定範囲 

備      考 

 

図－7.2.2 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-②-3 

 

 

 

表－7.2.1 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-②-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7.2.3 

 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-②-4 
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表－7.2.2 油圧式バイブロハンマ打込長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 油圧圧入 

 

表－7.2.3 油圧圧入の機種選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

表－7.2.2 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-②-2 

 

 

 

 

 

 

表－7.2.3 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-③-3 
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表－7.2.4 油圧圧入の付属機械の機種の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.2.5 油圧圧入の圧入長（引抜長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

 

表－7.2.4 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-③-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7.2.5 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-③-1 
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（３） アースオーガ併用圧入 

 

表－7.2.6 アースオーガ併用圧入杭打機の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

表－7.2.6 

国土交通省土木工

事標準積算基準書 

H22 年度

P.Ⅱ-5-④-1 
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7.2.2 ライナープレート工法の選定 

（１） ライナープレートの寸法は、表－7.2.7を標準とし、適用にあたっては真近上位

を採用すること。 

 

表－7.2.7 ライナープレート標準寸法（mm） 

円  形 小判型（短径×長径） 

φ1500 ―――― 

φ2000 ―――― 

φ2500 2,500×5,326 、 2,500×5,640 、 2,500×5,797 

φ3000 3,000×5,826 、 3,000×6,140 、 3,000×6,297 

φ3500 3,500×6,326 、 3,500×6,640 

φ4000 4,000×6,826 、 4,000×7,140 

φ4500 4,500×6,855 、 4,500×7,326 

 

 

（２） 地山の自立性がとぼしい場合は、補助工法の採用を含めて検討すること。 

 

7.2.3 鋼製ケーシング圧入工法の選定 

（１） 鋼製ケーシング圧入工法は、標準としてφ2500、φ2000、φ1800、φ1500 の 4

種類とする。 

（２） 鋼製ケーシング圧入工法の選定フローを図－7.2.4に示す。 

備      考 
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図－7.2.4 鋼製ケーシング圧入工法選定フロー 

 

備      考 

 
S T A R T 

NO 

※１：φ3000mm 以上 

YES 

地下埋設物へ 

の影響 

立坑寸法 

無 

土質条件 

可 

補助工法 

有 

現場条件 

優劣 

優劣 

経済性比較

工 法 全 体 と し て の

総 合 判 断

ライナープレート鋼製ケーシング圧入立坑工 

有 

※２：移設が困難な地下埋設物 

※３：移設が困難な架空物 

不可

※４：立坑深さ 

※５：N 値・礫混り土及び礫径 

安価

安価

無 

※６：補助工法必要 

優劣

※７：鋼製ケーシング圧入機及び掘削機

の搬入 

※８：必要作業帯の面積 

※９：道路こう配 

優劣

※10：施工に要する日数 

※11：総合判定（経済性比較等） 

149



7.3 補助工法の選定 

ここでは、補助工法のうち、地盤改良工法についてとりあげる。 

 

7.3.1 地盤改良工法の選定 

地盤改良工法の選定は、施工上必要な改良体強度などの一般事項の他に、他

の地下埋設物や構造物への影響、周辺への施工時、施工後の影響も考慮する必

要がある。 

なお、高圧噴射攪拌工法などは、改良体が残置されるため、私道での採用は不

可とする。 

 

備      考 
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第 8章   改 築 計 画 
 

 

 

 近年、増大する下水道のストック及び老朽化等に起因した道路陥没

事故が増加傾向にある。これら施設の改築・更新事業は、限られた財

源の中でより効果的かつ計画的に推進しなければならない。 

 本章では、下水道長寿命化支援制度を踏まえた改築の基礎知識に

ついて記述しているので参考にしていただきたい。 
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8.1 用語の分類と定義について 

 

 

 

 基本的用語の定義 

 (1)設 置……施設を新たに建設(増築や機能の拡充を伴う再建設を含む)すること 

 (2)改 築……排水区域の拡張等に起因しない｢｢対象施設｣の全部又は一部の再建設ある

いは取り替えを行うこと 

1) 更 新……改築のうち、｢対象施設｣の全部の再建設あるいは取り替えを行うこと 

2) 長寿命化対策……改築のうち、｢対象施設｣の一部の再建設あるいは取り替えを行 

うこと 

(3)修 繕……｢対象施設｣の一部の再建設あるいは取り替えを行うこと(ただし、長寿命化 

対策に該当するものを除く) 

(4)維 持……処理施設等の運転、下水道施設の保守の点検、清掃など下水道の機能 

を保持するための事実行為で工事を伴わないもの 

(5)その他の管理……公権力の行使に関係のある事務 

 

備      考 

8.1 

下水道施設計画・ 

設計指針と解説 

（前編） 

        P.97 
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8.2 改築計画フロー 

 

 

 次頁に、｢図－8.2.1 改築計画の検討フロー｣、｢図－8.2.2 ライフサイクルコスト 

低減のイメージ｣を示す。 

  

 

 

 

 

下水道施設は供用開始後、劣化・老朽化等により物理的・機能的な低下が生じてく

る。また、機械･電気設備は、技術の進展により安全性・能率性の向上が図られている

とともに、省エネルギー化や省資源化等に対応する開発が進み、旧機種の生産停止

や部品供給困難の発生等、施設の維持にあたっては種々な問題が生じてくる。 

このため、対策の検討にあたっては、日常の維持管理等で得られた情報や定期的

な点検調査記録等をもとに既存施設の情報を整理したうえで、施設の健全度や重要

度を評価するなどの診断を実施する。その結果、物理的・機能的に対策が必要と判定

される場合や、運転･保全管理に必要な維持費が増大し、対策を講じた方が経済的に

有利であると判定される場合において、リスクなどを考慮のうえ、対策の時期や規模を

決定する。また、排水区域の拡張に伴うポンプ施設等の能力増や、対象降雨の確率年

の向上、流出係数の見直し、合流改善対策等により計画流量等の増加を伴う施設の

再建設は｢改築｣ではなく｢設置｣に該当するが、そうした取組みも含め、改築計画として

策定する(図－8.2.1 参照)。 

なお、改築手法(更新か長寿命化対策か)については、各手法を採用することにより

回復する施設の健全度や延伸される施設寿命の予測を行い、ライフサイクルコストなど

を勘案したうえで選定する(図－8.2.2 参照)。その際には、経済性のみならず、省エネ

ルギー、省資源化、効率化等求められる機能を総合的に勘案し、対策を決定する。長

寿命化対策の検討については、｢下水道長寿命化支援制度に関する手引き(案)｣ 

(平成2l年 国土交通省都市・地域整備局下水道部)を参照されたい。 

  また、工事情報、施設の仕様や能力等の基本情報に加えて、点検・調査や対策実

施に関する情報については、適切に整理したうえでデータベースなどに一元的に保

管･蓄積し、施設管理・運営に生かせるようにすることが重要である。 

改築計画を定める場合、上位計画と整合を図りつつ策定し、また、既存施設の機能

を保持させながらの作業である点にも十分配慮が必要である。 

 

備      考 

8.2 

下水道施設計画・ 

設計指針と解説 

（前編） 

        P.98 
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                 図－8.2.1 改築計画の検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図－8.2.2 ライフサイクルコスト低減のイメージ 

 

備      考 
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第 9章   地 震 対 策 
 

 

 

本章では、耐震設計の基本的な考え方を簡単にまとめている。 

地震対策は、重要な下水道施設の耐震化を図る「防災」と被災を想

定して被害の最小化を図る「減災」に分けられるが、各事業路線毎に求

められる耐震性能を確認し、対策を講じる必要がある。 

155



下水道施設の耐震設計にあたっては、既存下水道施設や新たに建設する下水道

施設がそれぞれ地域特性、地盤特性及び施設の特性、重要度や規模並びに類似

施設の被災事例を考慮し、個々の下水道施設及び下水道システム全体として必要

な耐震性を有するように配慮するとともに、下水道法施行令及び関連法規及び諸基

準に基づき、適切な設計を行わなければならない。 

（1）耐震設計の基本的な考え方 

1） 設計地震動レベルや施設の重要度に応じ、下水道施設の構造面での耐震性

能を確保する。 

2） 既存施設については、耐震診断により耐震性能を明らかにし、耐震性能が不
足する場合には施設の重要度や被災した場合の影響度合いなどに応じて適切

な措置を講じる。 

3） 下水道施設の耐震設計にあたっては、地域特性、地盤特性及び施設の特性
や規模並びに類似施設の被害事例を考慮する。 

4） 施設が被災した場合にも下水道が果たすべき機能を確保できるよう、システム

的な対応により耐震性能を確保するとともに、下水道施設の被災による二次災

害等の防止を図る。 

（2）耐震計画にあたっての調査 

下水道施設の計画及び設計にあたっては、地域特性、地形、地盤、土質等に

ついて十分な調査を行うとともに、地震時における液状化の可能性についても考

慮する必要がある。 

（3）耐震設計の地震動レベル 

下水道施設の耐震設計にあたっては、施設の供用期間内に 1～2 度発生する

確率を有する地震動と供用期間内に発生する確率は低いが、大きな強度を持つ

地震動の 2段階の地震動を考慮する。 

（4）施設の重要度及び耐震性能等の目標 

1） 施設の重要度 

管路は、施設の重要度に応じて重要な幹線等とその他の管路に区分し、処

理場・ポンプ場は全て重要な施設とする。 

2） 耐震性能等の目標 

重要な幹線等と重要な施設については、レベル 1 地震動及びレベル 2 地震

動に対応できる施設とする。 

また、その他の施設については、レベル 1地震動に対応できる施設とする。 

建築構造物については、建築基準法に適合する耐震性能及び耐震水準を

確保する。 

9.1 下水道施設の耐震設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備      考 

9.1 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

        P.124 
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（5）既存施設の耐震対策 

既存施設の耐震対策の最終目標は、新設施設と同等とし、耐震診断を実施し

必要とする耐震性能を有しているかを確認するとともに、地震時において下水道

が果たすべき機能の必要性や耐震対策の緊急性に応じて、長期、中期及び緊急

の防災目標を設定し、段階的な整備により耐震性能を確保する。 

（6）耐震計算の手法 

耐震計算は、対象となる構造物の特性に合わせた方法で行い、安全性を確保

する。 

（7）耐震性能の確保 

下水道施設は、下水道法施行令及び関連法規等並びに耐震計算に基づく耐

震性能を確保するための措置等を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解 説］ 

耐震設計は、耐震対策の一環として、既存下水道施設や新たに建設する下水道施

設がそれぞれの構造特性、周辺地盤特性、施設の重要度等に応じた耐震性能を有する

とともに、下水道システム全体として耐震性を確保することにより、地震時にも下水道が果

たすべき機能の確保を図るとともに地震時における二次災害等の防止を図るよう配慮しな

ければならない。 

(1)の1)について 

下水道施設の耐震設計は、設計地震動レベルや施設の重要度に応じ、個々の施

設において必要とされる構造面での耐震性能を確保することを基本とする。さらに、

構造物が万が一被害を受けた場合にも機能を確保できるよう、システム的な対応によ

り耐震性能を確保するとともに、下水道施設の被災による二次災害等の防止策につ

いても考慮する。 

(1)の2)について 

既存施設については、設計･建設年度や現状の形状、劣化の程度など必要な資

料を収集し施設の重要度に応じた耐震計算を行うことにより耐震性能を明らかにする

耐震診断を実施し、耐震性能が不足する場合には施設の重要度や被災した場合の

影響度合いなどに応じて適切な補強を行う。 

(1)の3)について 

下水道施設の耐震設計にあたっては、地域特性、地盤特性及び施設の特性や規

模並びに類似施設の被害事例を考慮する。 

 

備      考 

 

 

 

 

（2） 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

        P.126 

 

 

 

 

 

 

 

（3）、（4） 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前編） 

        P.126 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

157



(1)の4)について 

下水道施設は、管路及び処理場･ポンプ場における様々な施設の集合体として、

下水道システムを構成し、下水道の使命を果たしている。このため、地震時において

も下水道システムとしての機能を確保できるよう、計画及び設計にあたっては十分に

配慮する必要がある。 

このため、個々の下水道施設を耐震化するとともに下水道施設に被害が及んだ場

合にも、下水の排除と処理機能の維持、被害規模の拡大抑制及び速やかな復旧が

可能となるよう下水道施設のネットワーク化など下水道システムの柔軟性を向上する

ことにより、下水道全体の耐震性を向上する必要がある。 

(2)について 

下水道施設の耐震計画、耐震設計にあたっては、既存資料、地盤及び土質、液

状化の可能性、活断層並びに類似施設の被害事例等を調査する。 

調査結果を基に、地域特性を自然的特性(地震帯(活断層等)、地勢、既往地震記

録等)及び社会的特性(地域の性格(形態)、規模又は対象区域周辺の立地条件等)

に分類し、地震時の特性や対象区域の地形の変遷を総合的に把握することが必要

である。 

また、安定性に問題のある地盤(断層、飽和砂層及び軟弱粘土層等)については、

特に綿密な調査を行い、耐震設計上の地盤種別を決定する。 

さらに、長周期地震動に伴うスロッシング(池の水の振動)による設備の被害につい

ても考慮する必要がある。 

(3)、(4)について 

下水道施設の耐震設計の基本的考え方として、地震動レベル、施設の重要度及

び耐震性能等の目標を表-9.1.1～9.1.4に示す。 

 

表-9.1.1 対象施設と設計地震動 

 

 

備      考 
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表-9.1.2 管路施設の耐震設計の考え方を参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1．設計流下能力の確保とは、流量計算書に記載された当該管きよの流下能力をいう。 

2.流下機能の確保とは、地震によって本管部のクラックや沈下等の被害が生じ、設計流下能

力の状態が困難になっても補修や布設替等の対策を講じるまでの間は、管路として下水

を上流から下流に流せる状態(土砂の流入を防ぐとともに、管きょ断面がひび割れを起こし

ているが崩壊しない終局限界状態)をいう。 

 3．交通機能の確保とは、地域防災上に定めた緊急輸送路等における車両通行を確保する

ことをいう。 

 

表-9.1.3 土木構造物の耐震性能の目標 

 

 

 

 

 

表-9.1.4 建築構造物の耐震性能の目標 
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(5)について 

既存の管路施設、処理場及びホンプ場施設の耐震対策の最終目標は、新設す

る施設と同様に施設の重要度と地震動レベルに応じた耐震性能を確保するものと

するが、地震対策を計画的に推進するために、耐震診断を実施し施設の耐震性

能が確保されているかを判断する。しかしながら、短期間に各地震動レベルに対

する耐震性能を確保することは困難なことから、地震時において下水道が果たす

べき機能の必要度や耐震対策の緊急性に応じて、長期、中期及び緊急の防災目

標を設定し、段階的な整備により耐震性能を確保する。また、個々の施設の耐震

性能を確保することが最終目標ではあるが、下水道施設全体の柔軟性や耐震性

の向上を図るための、システム的な対策を講じることも必要である。 

なお、既存施設の耐震対策にあたっては、耐震技術の開発に関する情報や関

連部局との連携ついても留意する必要がある。 

（6）について 

耐震計算は、対象構造物の特性に合わせ、次の手法を用いる。 

① 管路施設や地中埋設線状構造物 …応答変位法 

② 管路施設や地中埋設線状構造物を除く土木構造物…震度法 

③ 建築構造物…建築基準法等の規定による。 

④ その他…構造物の形状や設置状況より地震時の挙動が複雑となることが想

定される場合には、その他の解析手法を検討する。 

（7）について  

地震によって下水の排除及び処理に支障をきたさないよう下水道法施行令及び

関連法規等並びに設計地震動、施設の重要度、材料や施設の周辺地盤等を考

慮した耐震計算に基づく耐震性能を確保するための措置を講じなければならない。

具体的な対策例を表－9.1.5に示す。 

 

表－9.1.5 耐震性能を確保するための具体的対策例 

備      考 

（5） 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前

編）       P.127 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前

編）       P.127 

 

 

 

 

（7） 

下水道施設計画・設

計指針と解説（前

編）      P.127 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的対策

①他の地下埋設物工事も視野に入れた埋戻し土の液状化対策

②マンホールと管きょの接続部における可とう継手の設置

③地盤改良や可とう性継手の採用

④応力変化に抵抗できる管材等の選定

⑤耐震性を考慮した管きょの更生工法の実施

⑥マンホールの浮上の抑制

⑦増補管路等の既存施設の活用や振り分けマンホールによるネットワーク化

①流入きょから放流きょに至る池構造物の接続部における可とう性継手の設置

②池構造物のエキスパンジョイントの耐震化、耐震壁やブレースの設置

③護岸対策や地盤強化策等の側方流動対策（側方流動のおそれがある場合）

④管理棟建築物の耐震壁やブレースの設置（特に居住空間）

⑤処理施設間を結ぶバイパス管路の設置（例えば、沈砂地－ポンプ施設－塩素混和池）

⑥増設施設の先行整備や予備池等予備施設の設置

①機械電気設備の水没を防止するための施設のブロック化

②可とう性継手の設置、構造物との一体化

③被害の拡大防止のための緊急停止装置等

施　　　設

処理場・
ポンプ場
施設

土木
構造物等

管路施設

機械電気
設備
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1.　　　管きょ布設一般図 外副管標準構造図（本管：リブ付硬質塩化ビニル管） 27

1.1　分流式管きょ布設一般図（1） 1 スリム内副管標準構造図 28

1.2　分流式管きょ布設一般図（2） 2 内副管標準構造図 29

1.3　合流式管きょ布設一般図（1） 3 4.10 インバート標準構造図

1.4　合流式管きょ布設一般図（2） 4 インバート標準構造図 30

1.5　ます設置一般図 5 インバート詳細図 31

2.　　　管きょ布設標準構造図 5.　　　取付管及びます設置標準構造図

2.1　リブ付硬質塩化ビニル管 5.1　汚水取付管及び汚水ます設置

本管標準配管図 6 汚水ます（φ200）取付け管 32

砂・砕石基礎構造図 7 汚水ます（φ300）取付け管 33

2.2　硬質塩化ビニル管 5.2　雨水取付管及び雨水ます設置

本管標準配管図 8 L型雨水ます 34

砂基礎構造図 9 U型雨水ます 35

2.3　鉄筋コンクリート管 5.3　枝管保護工

本管標準配管図 10 枝管保護工（１） 36

2.4　土留工標準図 枝管保護工（２） 37

アルミ矢板土留設置工標準図 11 6.　　　材料規格等

アルミ矢板土留施工フロー図 12 6.1　硬質塩化ビニル製リブ付き小型マンホール 38～41

たて込み簡易土留設置工標準図 13 6.2　人孔蓋設置詳細一般図

たて込み簡易土留の掘削幅 14 人孔蓋軽車両用（T-14) 42

たて込み簡易土留施工フロー図 15 人孔蓋重車両用（T-25) 43

2.5　埋戻し標準図 16 6.3　汚水ます標準図

3.　　　マンホールの設置基準 17 汚水ます（内径20、30㎝）標準構造図 44、45

4.　　　マンホール標準構造図 汚水ますマルチインバート標準構造図 46

4.1　第1号組立マンホール 18 6.4　雨水ます標準図

4.2　第2号組立マンホール 19 U型雨水ます標準構造図 47

4.3　第3号組立マンホール 20 L型雨水ます標準構造図 48

4.4　第Y号組立マンホール 21 6.5　足掛金具標準構造図 49

4.5　第0号組立マンホール 22 7.　　　その他構造標準図

4.6　楕円組立マンホール 23 7.1　ゴミ集積場用集水ます 50

4.7　硬質塩化ビニル製リブ付き小型マンホール 24 8.　　　附帯工

4.8　円形小型レジンコンクリート製マンホール 25 8.1　道路掘削跡復旧標準断面図

4.9　副管標準構造図 路面復旧基準（市道、国道） 51
外副管標準構造図（本管：鉄筋コンクリート管） 26 路面復旧基準（府道） 52

－　　目 　次 　－



9.　　　管きょ布設標準構造図 底版展開図 83

9.1　鉄筋コンクリート管 鉄筋加工寸法表 84

本管標準配管図 53 10.8 特4号マンホール（内径1800㎜×1200㎜角型） 85

B型管コンクリート枕基礎（φ250～800） 54 参考部材寸法及び配筋 86

B型管 90°コンクリート基礎（φ250～1,350） 55 11.　　材料規格等

B型管120°コンクリート基礎（φ250～1,350） 56 11.1 マンホール側塊
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B型管360°コンクリート基礎（φ250～1,350） 58 直壁ブロック詳細図 88
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分流式管渠布設一般図（１）

－　1　－

汚水ます

汚水ます

汚水ます 汚水ます

雨水ます

雨水ます



分流式管渠布設一般図（２）

－　2　－

汚水ます

汚水ます

汚水ます

雨水ます

雨水ます

雨水ます

雨水ます 汚水ます



合流式管渠布設一般図（１）

－　3　－

汚水ます

汚水ます

汚水ます 汚水ます

雨水ます

雨水ます



合流式管渠布設一般図（２）
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雨水ます

雨水ます

汚水ます

汚水ます

汚水ます 汚水ます雨水ます雨水ます



ま す 設 置 一 般 図

－　5　－

公共ます 公共ます



▽

リブ付き硬質塩化ビニル管標準配管図

▽

φ200～φ350

▽

φ400、φ450

▽

－　6　－

特記事項　1）ゴム輪受口部には、滑剤を塗布し接合する。



掘　削　幅

715400032.3514.6450

658400029.2458.4400

601400025.3400.6350

544400021.8343.6300

486400018.1286.2250

429400014.4228.8200

ＣＬＴＤ呼び径

単位：㎜
寸　法　表

502.0657.8457.8450

448.4607.6407.6400

400.6557.4357.4350

343.6507.1307.1300

286.2456.1256.1250

228.8405.5205.5200

適　　要リブ外径Ｈ管外径管径

（単位：㎜）

特記事項：管材規格はJSWAS K-13による。

リブ付き硬質塩化ビニル管砂・砕石基礎構造図

掘　

削　

線

掘　

削　

線

再生砕石

－　7　－

（RC-30）



▽ ▽

φ500、φ600

硬質塩化ビニル管本管標準配管図（ゴム輪受口）

特記事項　1）ゴム輪受口部には、滑剤を塗布し接合する。

－　8　－



硬質塩化ビニル管砂基礎構造図

掘　

削　

線

掘　

削　

線

掘　削　幅

寸　法　表
単位：㎜

呼び径 Ｄ Ｔ Ｌ Ｃ

500 520 10.0 4000 720

600 630 15.0 4000 830

特記事項：管材規格はJSWAS K-1による。

－　9　－

再生砂
（RC-10）



遠心力鉄筋コンクリート管本管標準配管図

▽ ▽

特記事項　1）受口には、接着剤を塗布し接合する。

－　10　－



－　11　－

アルミ矢板土留設置工標準図

3 3 3 3 3



－　12　－

アルミ矢板土留施工フロー図



－　13　－

たて込み簡易土留設置工標準図

平　面　図 断　面　図

1.5ｍ＜H≦3.5ｍ
（スライドレール方式）

1.5ｍ＜H≦3.5ｍ
（ボックス方式）

3.5ｍ＜H＜5.0ｍ
（スライドレール方式）

5.0ｍ≦H≦6.0ｍ
（スライドレール方式・ダブルレール）

1.5ｍ＜H≦3.5ｍ
（スライドレール方式）

3.5ｍ＜H＜5.0ｍ
（スライドレール方式）

5.0ｍ≦H≦6.0ｍ
（スライドレール方式・ダブルレール）

1.5ｍ＜H≦3.5ｍ
（ボックス方式）



　たて込み簡易土留の掘削幅

5.0≦Ｈ≦6.0

人力掘削幅 機械掘削幅

掘削幅
BH0.20ｍ3

掘削幅
BH0.35ｍ3

掘削幅
BH0.60ｍ3

掘削幅
BH0.35ｍ3

掘削幅
BH0.60ｍ3

掘削幅
BH0.60ｍ3

掘削幅

HPφ250 1050 1100 1250 1500 1350 1600 1900

HPφ300 1100 1100 1250 1500 1350 1600 1900

HPφ350 1150 1150 1250 1500 1350 1600 1900

HPφ400 1200 1200 1250 1500 1350 1600 1900

HPφ450 1300 1300 1300 1500 1350 1600 1900

HPφ500 1350 1350 1350 1500 1400 1600 1900

HPφ600 1450 1450 1450 1500 1550 1600 1900

HPφ700 1550 1550 1550 1550 1650 1650 1950

VUφ200 950 1100 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ250 1000 1100 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ300 1050 1100 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ350 1100 1100 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ400 1150 1150 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ450 1200 1200 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ500 1250 1250 1250 1500 1350 1600 1900

VUφ600 1400 1400 1400 1500 1450 1600 1900

PRPφ200 950 1100 1250 1500 1350 1600 1900

PRPφ250 1000 1100 1250 1500 1350 1600 1900

PRPφ300 1050 1100 1250 1500 1350 1600 1900

PRPφ350 1100 1100 1250 1500 1350 1600 1900

PRPφ400 1150 1150 1250 1500 1350 1600 1900

PRPφ450 1200 1200 1250 1500 1350 1600 1900

管種

1.5＜Ｈ≦3.5

機械掘削幅

3.5＜Ｈ＜5.0

機械掘削幅

－　14　－



－　15　－

たて込み簡易土留施工フロー図



－　16　－

埋戻し標準図

本管（塩ビ管） 本管（リブ管）

特記事項　1）管に影響を与えないように、十分閉め固める。
　　　　　2）なお、砕石土砂の一層厚は30cm以下とする。

汚水取付管φ150の場合 雨水取付管φ200の場合



図　隣り合う管きょの離隔とマンホール

 

(3)　用途

　　マンホール内に流入する管きょが2本以上となる場合(下図参照)、隣り合う管きょの離隔( )

　がマンホールの側壁厚t以下であれば、一回り大きいマンホールを用いる。

　 ③ 足掛け金物は鋳鉄製とし、30cm間隔で側壁に設けるものとする。

　 ② 側塊は、鉄筋コンクリート製を標準とする。

　 ① ふた(蓋)は、鋳鉄製を標準とする。

(2)　種類

　管きょの会合する箇所並びに維持管理のうえで必要な箇所に必ず設ける。

　　マンホールは、管きょの起点及び方向、勾配、管きょ径等の変化する箇所、段差の生ずる箇所、

(1)　設置組立マンホールの形状別用途

円形

円形

円形

円形

円形

円形

150cm

120cm

90cm

75cm

60×90cm

60cm

30cm

内径

内径

内径

内径

楕円

内径

内径

組立３号

マンホール

組立２号

マンホール

組立１号

マンホール

組立０号

マンホール

組立楕円

マンホール

組立Ｙ型

マンホール

マンホール

小型

内径1100mm以下の管の中間点並びに内径700mm以下の管の会合点

内径800mm以下の管の中間点並びに内径500mm以下の管の会合点

設置場所や地下埋設物の制約等で組立１号マンホールを設置する

ことができない場合

内径500mm以下の管の中間点並びに内径400mm以下の管の会合点

起点人孔及び組立１号ﾏﾝﾎｰﾙを設置することができない場合の内

径400mm以下の管の中間点及びに内径250mmまでの管の会合点

設置場所や地下埋設物の制約等で組立１号マンホールを設置する

ことができない場合

ができない場合

設置場所や地下埋設物の制約等で組立マンホールを設置すること

用途形状寸法呼び方

マンホール設置基準

－　17　－



特記事項
1）足掛金物の設置場所は、マンホール下流側を原則とする。
2）地表から高さが、5.0ｍ以上となる部分については、Ⅱ種ブロックを使用する。
3）規格は、JSWAS A-11による。

Ｂ－Ｂ断面図

平　面　図

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ－Ａ断面図

第１号組立マンホール一般図

掘
削
幅

掘削幅

15° 15°

－　18　－



Ａ－Ａ断面図

平　面　図

Ｂ－Ｂ断面図

3）規格は、JSWAS A-11による。
2）地表から高さが、5.0ｍ以上となる部分については、Ⅱ種ブロックを使用する。
1）足掛金物の設置場所は、インバート側を原則とする。

特記事項

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

第２号組立マンホール一般図

掘削幅

掘
削
幅

15° 15°
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平　面　図

Ｂ－Ｂ断面図Ａ－Ａ断面図 Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

第３号組立マンホール一般図

掘
削
幅

掘削幅

15° 15°

－　20　－

3）規格は、JSWAS A-11による。
2）地表から高さが、5.0ｍ以上となる部分については、Ⅱ種ブロックを使用する。
1）足掛金物の設置場所は、インバート側を原則とする。

特記事項



2）なお、可とう性ゴムジョイント等の使用も可能。
1）足掛金物の設置場所は、マンホール下流側を原則とする。

特記事項

Ｂ－Ｂ断面図Ａ－Ａ断面図

平　面　図

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

第Ｙ号組立マンホール一般図

15° 15°
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特記事項
1）足掛金物の設置場所は、マンホール下流側を原則とする。

平　面　図

Ａ－Ａ断面図 Ｂ－Ｂ断面図

Ｂ

Ｂ

Ａ Ａ

第０号組立マンホール一般図

15° 15°
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2）小判型も使用可。
1）足掛金物の設置場所は、マンホール下流側を原則とする。

特記事項

Ｂ－Ｂ断面図Ａ－Ａ断面図

平　面　図

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

楕円組立マンホール一般図

15° 15°
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設計荷重 呼び

T8A 300 420±5 400

T14A 300

T25A 300

す
お

い

ｔ

ED
C

B

A

360 6425±5 25±2

50±2425±5 6360400420±5

50±2425±5 6360400420±5

（単位：㎜）

注　1.開閉器具用穴の形状は特定するものではない。

硬質塩化ビニル製リブ付き小型マンホール

防護蓋 汚水

※　規格はJSWAS K-9による。
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円形小型レジンマンホール
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外副管標準構造図
本管：鉄筋コンクリート管

平　面　図

Ｂ

d Ｔ Ｄ

合流断面図

Ｄ

1
5
0

落
差

高

h
=
6
0
0
以

上

ｄ

汚水断面図

Ｄ

落
差

高

h
=
6
0
0
以

上

d

特記事項
1）雨水人孔の泥溜は15cmとること。
2）雨水人孔の落差が1.5m以上あるときは厚さ1.5cm以上の板石張りをすること。
3）副管径φ300は、落差高620cm以上の場合のみ適用する。

150

200

250

300

ｄ

300

350

400

450

Ｂ

350

400

450

550

Ｔ

寸法表 単位：㎜
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外副管標準構造図外副管標準構造図
本管：リブ付硬質塩化ビニル管

平　面　図

400以上

Ａ-Ａ断面図

落
差

高
 
h
=
6
0
0
以

上
Ａ Ａ

Ｄ
管

径
1
0
0
以

上
1
0
0
以

上

Ｄ
＋
2
0
0
以

上

1
0
0

400以上

Ｄ100以上 100以上
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スリム内副管標準構造図
本管：リブ付硬質塩化ビニル管φ200×φ150mm

平　面　図

150

Ａ-Ａ断面図

Ａ Ａ

SUS304

－　28　－



内副管標準構造図
本管：硬質塩化ビニル管φ200×φ150mm以外

平　面　図

Ａ-Ａ断面図

Ａ Ａ
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縦断面図横断面図

標準マンホールインバート標準構造図

15° 15°

特記事項

２．インバート表面は左官仕上とすること。
　※　モルタル１cm　１：２
３．本管（流出管）の巾で支管（流出管）に結ぶこととする。

１．インバート勾配は流出管勾配とすること。
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インバート詳細図

流入管 φ250

流入管 φ250
流出管 φ350

流出管 φ250

流出管 φ250

流入管 φ250

流入管 φ250

流入管 φ350
流出管 φ450

流入管 φ250

偏
心
距
離

起点マンホール 中間マンホール

中間マンホール 中間マンホール

１．偏心距離及び角度に応じて市監督員と協議の上、施工すること。
特記事項
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掘削幅

官民境界

（民地）（公道）

汚水桝（φ200）取付管
取付管径φ150mmかつ桝深1.5m未満に適用

塩ビ桝（内径20cm）

取付管用支管

リブ付硬質塩化ビニル管(PRP)
硬質塩化ビニル管(VU)

番　線

接着剤又は支管接合剤

自在曲管(60SRF) ゴム輪受口片受直管φ200(SRA)

ゴム輪受口片受け直管(SRB)

硬質塩化ビニル管用90°支管（90SVR）

鉄筋コンクリート管用枝付き支管（90SHR）

本　管

鉄筋コンクリート管

硬質塩化ビニル管

リブ付硬質硬質塩化ビニル管用90°支管（90SVR-PRP）

取付管用支管

20‰

宅内流出管底の高さを考慮すること。

特記事項
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鉄筋コンクリート管(HP)



宅内流出管底の高さを考慮すること。

特記事項

ゴム輪受口片受け直管(SRB)

ゴム輪受口片受直管φ200(SRA)自在曲管(60SRF)

接着剤又は支管接合剤

番　線

硬質塩化ビニル管(VU)
リブ付硬質塩化ビニル管(PRP)

取付管用支管

塩ビ桝（内径30cm）

取付管径φ200mmまたは桝深1.5m以上に適用
汚水桝（φ300）取付管

（公道） （民地）

官民境界

掘削幅

20‰

鉄筋コンクリート管(HP)
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掘削幅

Ｌ型雨水桝取付管

取付管用支管

番　線

接着剤又は支管接合剤

自在曲管(60SRF)

ゴム輪受口片受直管(SRC)ゴム輪受口片受け直管(SRB)

ます取付け短管(BS)

20‰

硬質塩化ビニル管(VU)
リブ付硬質塩化ビニル管(PRP)

取付管用支管

モルタル

（公道） （民地）

官民境界

Ｌ 型 雨 水 桝

－　34　－

鉄筋コンクリート管(HP)



U型雨水桝取付管

取付管用支管

番　線

接着剤又は支管接合剤

自在曲管(60SRF)

ゴム輪受口片受直管(SRC)ゴム輪受口片受け直管(SRB)

ます取付け短管(BS)

20‰

硬質塩化ビニル管(VU)
リブ付硬質塩化ビニル管(PRP)

取付管用支管

モルタル

Ｕ 型 雨 水 桝

（公道） （民地）

官民境界

掘削幅
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鉄筋コンクリート管(HP)



枝　管　保　護　工  （１）
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SRB 150

PEφ150

PEφ100

VU150×100
偏心インクリーザ

θSR-F 100(θ=0.15.30.45.60.75)
ゴム輪受口自在曲管

θSR-F 100(θ=0.15.30.45.60.75)
ゴム輪受口自在曲管

MG 45WY150S-PU
VU150×100

VU90°100 小口径マス偏心インクリーザ

PEφ100
L=200

（グレー）φ100
塩ビ製蓋

大曲Y

PE=H-0.928+0.200

≒H-0.73

保護コンクリート
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枝　管　保　護　工  （２）

MG 45WY150S-PUVU150×100

θSR-F 100(θ=0.15.30.45.60.75)

VU45°Y100

SRB 150

PEφ150

VU45°エルボ

小口径マス偏心インクリーザ

ゴム輪受口自在曲管

PEφ100
L=200

（グレー）φ100
塩ビ製蓋

VU150×100
偏心インクリーザ

θSR-F 150(θ=0.15.30.45.60.75)
ゴム輪受口自在曲管

90SVR 250-150
90度支管

保護コンクリート

PE=(H×1.044）-0.835-0.166+0.20

≒H×1.044-0.80



硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール
本管φ200 立上げ径φ300の場合

小口径塩ビマンホール（ストレート） 小口径塩ビマンホール（１５Ｌ）
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硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール
本管φ200 立上げ径φ300の場合

小口径塩ビマンホール（４５Ｌ）小口径塩ビマンホール（３０Ｌ）
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硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール
本管φ200 立上げ径φ300の場合

小口径塩ビマンホール（７５Ｌ）小口径塩ビマンホール（６０Ｌ）
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硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール
本管φ200 立上げ径φ300の場合

立上り管

小口径塩ビマンホール（９０Ｌ）

－　41　－



コジリ穴用閉塞板
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人孔蓋設置詳細図（軽車道用T-14）

フレーム
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袋状コジリ穴２ヶ所

開閉用コジリ穴

雨水蓋のコジリ穴は穴あきとする。

特記事項

汚水の場合は”おすい”



人孔蓋設置詳細図（重車道用T-25）
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コジリ穴用閉塞板
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フレーム

袋状コジリ穴２ヶ所

開閉用コジリ穴
汚水の場合は”おすい”

雨水蓋のコジリ穴は穴あきとする。

特記事項
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汚水ます（内径20㎝）標準構造図

取付管径φ150㎜かつます深1.5m未満に適用
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汚水ます（内径30㎝）標準構造図
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取付管径φ200㎜またはます深1.5m以上に適用
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汚水ます標準構造図
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マルチインバート
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Ｕ型雨水桝詳細図

3）雨水桝蓋はＦＣを使用すること。

特記事項

2）雨水桝蓋には必ず市章を入れること。
1）鉄線は、全てφ3.2mmを使用。

4）取付管接続部は塩化ビニル管又はヒューム管と共用。
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雨水桝標準図

Ｌ型雨水桝詳細図
（宅造用） ＲＡブロック

ＲＢブロック

ＲＥブロック

ＲＣブロック

ＲＤブロック

特記事項

2）雨水桝蓋はＦＣＤとする。
1）雨水桝蓋は格子蓋とし市章を必ず入れること。
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足掛金具標準構造図
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特記事項

2）第２号マンホール以上に使用すること。
1）片斜壁及び直壁ブロックに使用すること。（新型　P88，P89　参照） 重　量

被覆材　ポリプロピレン

本体　ＳＳ４１，ＳＵＳ４０３

材　質

１．５７ｋｇ

断面詳細図

Ａ－Ａ断面図

Ｂ－Ｂ断面図
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特記事項

2）集水桝蓋は市章入りとする。
1）鉄筋は、全てφ4mmを使用する。
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路面復旧基準(市道)

歩 　　　道

砂　利　道
砂

メ

１０　　粒調砕石

３Ｓ　（砂レキ層）
６ＣＢ（セメントコンクリートブロック）

山砂又は良質土

１０　　砕石

山砂又は川砂

２３ＣＣ～２５ＣＣで５ｍ／ｍ～１０ｍ／ｍのメッシュ入り

２５ＣＲ（再生クラッシャラン）５ｍ／ｍ～１０ｍ／ｍ

舗　装　現　況

３

２

１

種別

５ＡＳ　（再生密粒度アスファルトコンクリート）

５ＡＳ（再生密粒度アスファルトコンクリート）

５ＢＢ（再生密粒度アスファルトコンクリート）
５ＡＳ（再生密粒度アスファルトコンクリート）

５０ＣＲ（再生砕石）

６ＡＡＳ（セメント安定処理）
６ＡＡＳ（セメント安定処理）
５ＢＢ　（再生密粒度アスファルトコンクリート）

復　旧　断　面

ブ ロ ッ ク
コンクリート
セ メ ン ト

歩

歩
山砂又は良質土

特記事項
１．略号　　ＡＳ ：再生密粒度アスファルトコンクリート
　　　　　　ＢＢ ：再生粗粒度アスファルトコンクリート
　　　　　 ＡＡＳ：セメント安定処理
　　　　　　ＣＣ ：セメントコンクリート
　　　　　　ＣＲ ：再生クラッシャラン
　　　　　　ＣＢ ：セメントコンクリートブロック
　　　　　　 Ｓ　：砂礫層

市

号

市

号

市

号

セ

ト
ン

利

道

道

コンクリート
アスファルト

コンクリート
アスファルト

コンクリート
アスファルト

コンクリート
アスファルト

１５　　粒調砕石

１５　　粒調砕石

１５　　粒調砕石

１５　　粒調砕石

５ＡＳ（再生密粒度アスファルトコンクリート）
１５　　粒調砕石

コンクリート
セメント



Ｌ、Ａ交通－１

オーバーレイ

 切　　　削

 ５ｔ以上
車両進入路
歩　　　道
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　　ＨＭＳ：水硬性粒度調整鉄鋼スラグ
　　　
１．Ａｓ　：再生密粒度アスファルトコンクリート

　　ＣＲ　：再生クラッシャラン

　　Ｃｒ　：粒度調整砕石路盤
　　　　　 （修正ＣＢＲ30以上）

　　以上の安定した工法とする。

１．舗装道

２．砂利道

仮復旧方法

　　　仮復旧工法は縦横断ともアスファルト・コンクリート厚５㎝とし、路盤工は砕石層10㎝

　　　但し交通量１日500台未満の箇所については、アスファルト乳剤表面処理厚２㎝による

　　　なお、基礎砕石については、径３㎝以下のものを使用すること。
　　工法とすることができる。

　　　上部から20㎝の深さまでに埋戻し完了すれば、在来の良質土に砂利、砂等を適当に加え
　　十分混合のうえ敷均らし「ランマー」またはその他適当な締め固め機械を用いて十分転圧
　　し、表面まで掘削前の路面形に仕上げるものとする。
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　（注）

　　単位容積質量　1.5kg/L以上　　　　一軸圧縮強度　　　12以上
　　呈色判定　　　呈色なし 　　　　　水浸拡張比　　1.50％以下
２．電気炉スラグまたは転炉スラグを使用する場合は、次の規格を満たさなければならない。

　　修正ＣＢＲ　　80％以上

　　講じるものとする。
３．Ｃ交通およびＤ交通の舗装復旧については、原則として以下に示すとおり耐流動対策を

舗装概況

Ｄ交通

Ｃ交通

表層

表層

中間層

一般部

改質ＡｓⅡ型

改質ＡｓⅡ型

改質ＡｓⅠ･Ⅱ型

改質ＡｓⅡ型または半たわみ性舗装

改質ＡｓⅡ型

改質Ａｓ型

交差点部

　　ＢＢ　：再生粗粒度アスファルトコンクリート

　　※1　改質アスファルト　セミブローンアスファルト･改質Ⅰ型および改質Ⅱ型のアスファ
　　　 　ルト・吸油性材料、繊維質補強材入りアスファルト等の総称である。
　　※2　表記以外のアスファルト混合物については、再生アスファルト混合物を使用する。

４．※排水性舗装を実施済の箇所については、排水性舗装による復旧とする。




